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第１章 計画の策定にあたって

１ 計画策定の趣旨

平成１１年６月に制定された「男女共同参画社会基本法」では，男女が互いにその

人権を尊重しつつ責任も分かち合い，性別にかかわりなく，その個性と能力を十分に

発揮することができる男女共同参画社会※の実現を，２１世紀における最重要課題と

して位置づけています。

このことを踏まえ，本市では，倉敷市男女共同参画条例（平成 13 年 4 月 1 日施

行）において男女共同参画基本計画の策定を義務づけ，市民一人ひとりの人権が尊重

される男女共同参画社会※の実現をめざして，平成１３年度から平成２２年度までを

計画期間とする第一次男女共同参画基本計画となる「くらしき男女共同参画プラン」

を策定し，以降２度にわたり計画を策定し，女性活躍推進と働き方改革，男性にとっ

ての男女共同参画，女性に対するあらゆる暴力の根絶，さまざまな困難な状況にある

人々への対応等を強調した視点として施策を推進してきました。

そのようななかで，「男は仕事，女は家庭」という家庭における固定的な性別役割分

担意識※は改善し，また地域のなかでは，男女が平等になっていると思う人も増加傾向

にあります。

しかし，男女の役割分担についての社会通念など慣習・しきたりについては，長年

にわたり人々のなかに形成された根強い固定的性別役割分担意識※や，自身の経験や

価値観からの無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス※）が根強く存在している

など，女性も男性も問題意識を持ちながらも具体的な行動変容に至っていないことな

どの課題もあります。

※男女共同参画社会：男女が，社会の対等な構成員として，自らの意思によって社会のあらゆる分野にお

ける活動に参画する機会が確保され，もって男女が均等に政治的，経済的，社会的及び文化的利益を享

受することができ，かつ，ともに責任を担うべき社会。

※固定的性別役割分担意識：「男は仕事，女は家庭」というように，性の違いによって役割を固定してし

まう考え方や意識。また，「男らしさ・女らしさ」を求めることも，この固定的性別役割分担意識に基

づく男女それぞれの役割への期待が反映されているといわれている。

※アンコンシャス・バイアス：無意識の思い込み。自分自身が気づいていないものの見方や捉え方のゆが

み・偏り。
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一方，本市に甚大な被害をもたらした平成 30 年 7 月豪雨災害での避難所運営等に

おいて，本市は男女共同参画の視点に立って取り組みにあたりましたが，女性の参画

が十分に確保されず，女性と男性のニーズの違いなどが配慮されないという課題も生

じ，平常時からの災害の備えや防災・復興対策における男女共同参画の促進が求めら

れています。

さらに，新型コロナウイルス感染症の拡大は，テレワークやオンライン会議，在宅

勤務等新たな取り組みを進め，働き方に対する常識を転換する大きな契機となってお

り，これまでの働き方改革を一層推進することが求められています。

このほか，男女共同参画社会※実現のためには，性的マイノリティ※の権利擁護，

ＤＶ※や性暴力等あらゆる暴力の根絶に向けた取り組みも求められています。

こうした社会情勢の変化等により生じた新たな課題に対応するために課題を整理し，

これまでの取り組みを継承しつつ，計画的に施策を遂行するため，「くらしきハーモニ

ープラン～第四次倉敷市男女共同参画基本計画～」（以下「第四次ハーモニープラン」

という。）を策定するものです。

※性的マイノリティ：23 ページキーワード参照。

※ＤＶ：ドメスティック・バイオレンスの略称。 配偶者や恋人など親密な関係にある，又はあった者か

ら振るわれる暴力のこと。その形態は身体的暴力（なぐる・蹴るといった行為）の他に，心理的暴力（大

声で怒鳴る，何を言っても無視するなどの行為），経済的暴力（生活費を渡さないなど経済力を奪う行為），

性的暴力（性的行為を強要する，避妊に協力しないなどの行為），社会的隔離暴力（交友関係やメールの

内容などを監視する，外出を禁止するなどの社会的に隔離する行為）など広範にわたる。
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２ 計画策定の背景

（１）世界の動き

世界では，国際連合が昭和４７年（1972 年）の第 27 回国連総会において，昭和

50 年（1975 年）を国際婦人年とすることを宣言し，同年開催された第１回世界女

性会議（メキシコ会議）では，女性の地位向上における各国の行動指針を定めた「世

界行動計画」が採択されました。昭和 5５年（19８０年）の第２回世界女性会議（コ

ペンハーゲン会議）では，前年の第３４回国連総会にて採択された「女子に対するあ

らゆる形態の差別の撤廃に関する条約※（女子差別撤廃条約）※」が署名され，昭和 60

年（1985 年）の第３回世界女性会議（ナイロビ会議）では，各国等が効果的措置を

とる上でのガイドラインとなる「婦人の地位の向上のためのナイロビ将来戦略」が採

択されました。さらに，平成 7 年（199５年）の第 4 回世界女性会議（北京会議）で

は，女性の地位向上やエンパワーメント※などを推進するための「北京宣言※」と今後

各国が取り組むべき課題を示した「行動綱領※」が採択されました。

性的マイノリティ※に関する動きとしては，平成 2０年（2008 年）12 月に，国際

連合へ性的指向※と性自認※に関する声明が提出されました。この声明は，性的指向や

性自認による差別を行わない原則を確認し，全ての人への人権の促進と保護を訴えた

もので，LGBT※に対する人権保護の促進を求める声明が国連総会に提出されたのは初

めてのこととなりました。

※女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約（女子差別撤廃条約）：男女の完全な平等の達成

に貢献することを目的として女子に対するあらゆる差別を撤廃することを基本理念としている。具体

的には，「女子に対する差別」を定義し，締結国に対し，政治的及び公的活動，並びに経済的及び社会

的活動における差別の撤廃のために適当な措置をとることを求めている。昭和 54 年（1979 年)の第 34

回国連総会において採択され，昭和 56 年（1981 年)に発効。日本は昭和 60 年（1985 年)に批准。

※（女性の）エンパワーメント：女性の経済・社会的地位の向上をめざして，個々の女性が経済活動や社

会に参画するために必要な知識を身に着けていくことや，内に持つ力を発揮しうる環境を整えること。

※北京宣言及び行動綱領：男女平等，開発，平和を目標に掲げ，女性の地位向上とエンパワーメントを達

成するために優先的に取り組むべき 12 の課題を明記した。

※性的指向：恋愛・性愛がいずれの性別を対象とするかを表すもの。具体的には，恋愛・性愛の対象が異

性に向かう異性愛，同性に向かう同性愛，男女両方に向かう両性愛を指す。

※性自認：性自認とは，自分の性をどのように認識しているのか，自分の感覚として持っているかを示す

概念。「こころの性」と呼ばれることもある。

※ＬＧＢＴ：レズビアン（女性同性愛者），ゲイ（男性同性愛者），バイセクシュアル（両性愛者），トラ

ンスジェンダー（性同一性障害など心と体の性が一致しない人）などの人々の総称。
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平成 27 年（2015 年）には，国連持続可能な開発サミットにおいて「持続可能な開

発のための 2030 アジェンダ」が採択され，その中では 17 の目標（ゴール）と 169

のターゲットから成る「持続可能な開発目標（SDGｓ※）」が示され，すべての女性と女

児のエンパワーメント※を図る「ジェンダー※平等を実現しよう」などの目標が盛り込ま

れました。

※ＳＤＧｓ：SUSTAINABLE DEVELOPMENT GOALS（持続可能な開発目標）の略称。「誰一人取り残

さない」を理念とし，健康・福祉，働きがい・経済成長，気候変動対策などの 17 のゴールと 169 のタ

ーゲットが掲げられており，今後，社会・経済・環境上のさまざまな課題に世界各国の市民・企業・行

政が協働して取り組んでいくための，もっとも重要なキーワードであり，新たなものさしとなるもの。

※ジェンダー：「社会的・文化的に形成された性別」のこと。人間には生まれついての生物学的性別（セ

ックス／sex）がある。一方，社会通念や慣習の中には，社会によって作り上げられた「男性像」，「女

性像」があり，このような男性，女性の別を「社会的・文化的に形成された性別」（ジェンダー／gender）

という。「社会的・文化的に形成された性別」は，それ自体に良い，悪いの価値を含むものではなく，

国際的にも使われている。

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）
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（２）国の動き

昭和 50 年の国際婦人年を受け，世界の動向に合わせて女性の地位向上に取り組む

ため，同年に婦人問題企画推進本部が設置されました。また，昭和 52 年に以後 10

年間の女性行政関連施策の方向を明らかにした「国内行動計画」が策定され，これに

基づいて昭和 60 年に「男女雇用機会均等法」が制定され，同年，女子差別撤廃条約※

も批准されました。その後，平成７年の北京会議で採択された「北京宣言及び行動綱

領※」を受けて平成８年の「男女共同参画 2000 年プラン」が策定されました。

平成 11 年には「男女共同参画社会基本法」（以下「基本法」という。）が制定され，

男女共同参画社会※形成についての基本理念や国，自治体，国民の責務を明確にすると

ともに，男女共同参画社会の実現は 21 世紀の我が国における最重要課題として位置

づけられています。この基本法に基づき，平成１２年には「男女共同参画基本計画」

が策定されました。以後，5 年ごとに社会情勢の変化に応じて，新たな基本計画が策

定されています。

平成１３年には，それまで家庭内に潜在してきたパートナー間の暴力について，犯

罪となる行為をも含む重大な人権侵害であると規定し，その防止と被害者の保護を目

的として「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律※」（以下「DV 防

止法※」という。）が制定されました。

また，平成１７年に「改正育児・介護休業法」が施行され，平成１９年には「仕事

と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス※）憲章」及び行動計画が策定され，労働環

境の面から男女共同参画の推進が図られました。

平成２７年には「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律※（女性活躍推進

法※）」が制定され，一定規模以上の事業所に対し，一般事業主行動計画の策定等が義

務付けられました。

このような流れの中で，令和元年に世界経済フォーラムが公表した「ジェンダー・

ギャップ指数※（ＧＧＩ）」において，我が国は 153 か国中 121 位となり，諸外国の

推進スピードとの格差が明らかになりました。また，令和２年の新型コロナウイルス

感染症の拡大は，DV※や性暴力の増加・深刻化の懸念や女性の雇用・所得への影響が

男性に比べてより大きいこと等，女性が置かれている社会的立場の不安定さに起因す

るさまざまな課題を浮き上がらせました。こうした課題を踏まえ，令和２年１２月に

は，「第５次男⼥共同参画基本計画」が閣議決定されました。

※ワーク・ライフ・バランス：「仕事と生活の調和」と訳され，一人ひとりがやりがいや充実感を持ちな
がら働き，仕事上の責任を果たすとともに，家庭や地域生活などにおいて，子育て期，中高年期といっ

た各段階に応じて多様な生き方を選択・実現できること。

※配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法）：6ページキーワード参照。

※女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）：6 ページキーワード参照。

※ジェンダー・ギャップ指数（ＧＧＩ）：世界経済フォーラムが毎年発表している，経済・教育・保健・政治

の 4分野での男女平等の度合いを表す指数。2019 年の日本の順位である 121 位は過去最低だった。
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自らの意思によって職業生活を営み，又は営もうとする女性の個性と能力が十分に発揮さ
れるよう，女性の職業生活における活躍を推進し，豊かで活力ある社会の実現を図ることを
目的としています。基本原則を定め，国，地方公共団体及び事業主の責務を明らかにすると
ともに，基本方針及び事業主の行動計画の策定，女性の職業生活における活躍を推進するた
めの支援措置等を定めています。10 年間の時限立法です。※平成 27 年９月４日公布・同
日施行（一部平成 28 年４月１日施行）

～女性活躍推進法～

「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」とは配偶者からの暴力に係
る通報，相談，保護，自立支援等の体制を整備し，配偶者からの暴力の防止及び被害者の保
護を図ることを目的とする法律です。

被害者が男性の場合もこの法律の対象となりますが，被害者は，多くの場合女性であるこ
とから，女性被害者に配慮した内容の前文が置かれています。※平成１３年４月１３日公
布・10 月 13 日施行（一部は平成 14 年 4 月 1 日施行）

～ＤＶ防止法～

（３）岡山県の動き

岡山県では，国際社会や国内の動きを背景に男女共同参画社会の実現に向けた取り

組みを進めており，平成９年４月に岡山県男女共同参画推進本部を設置し，全庁的な

推進体制が整備されました。

平成 13 年３月には，県の男女共同参画基本計画として初めてとなる「おかやまウ

ィズプラン 21」が策定され，その後，平成 28 年の「第４次おかやまウィズプラン」

まで５年ごとに策定された基本計画をもとに，「男女共同参画の視点に立った社会制

度・慣行の見直し」，「男女間のあらゆる暴力の根絶」，「さまざまな分野・産業に

おける女性の活躍の場の拡大」などに関するさまざまな施策が推進されてきました。

しかし，女性の政策・方針決定過程への参画は十分に進んでおらず，配偶者などか

らの暴力（ＤＶ※）に関する相談件数についても依然として多い状態にあるなど，男

女共同参画社会の実現には，未だ多くの課題が残っています。

さらに，少子高齢化の進行と人口減少社会の到来や家族形態の変化，新型コロナウ

イルス感染症の拡大による影響など，男女共同参画を取り巻く社会経済情勢も変化し

ています。

こうした状況を踏まえ，男女共同参画社会の実現に向けて，各種施策をより一層，

総合的かつ計画的に推進するため，令和３年度を初年度とし，計画全体の目標を「男

女が共に輝くおかやまづくり」とする「第５次おかやまウィズプラン」が策定されま

した。

キーワード

キーワード
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（４）倉敷市の取り組み

①女性政策から男女共同参画へ

本市では，平成１１年の男女共同参画基本法成立を契機に，「男女共同参画社会」の

実現に向けた機運が高まります。それまでにも「女性政策」として女性の地位向上の

ための行動計画や，施策が推進されていましたが，「男女共同参画」は従来の女性の地

位向上や女性差別の撤廃にとどまらず，性別にかかわりなくすべての人が「参加」で

はなく「参画」（企画・計画立案の段階から積極的・主体的にかかわること）を通して，

より豊かな社会を目指す点で，従来の問題意識を発展させていました。

こうした中で，平成 12 年の「倉敷市男女共同参画都市宣言」に続き，平成 13 年

の，「倉敷市男女共同参画条例」の施行，最初の基本計画である「くらしき男女共同参

画プラン」の策定により，本市での男女共同参画施策の礎が形成されていきます。

②基本計画の改訂・策定

「くらしき男女共同参画プラン」は，推進期間を平成 13 年度から平成 22 年度ま

での 10 年間としていましたが，平成 18 年の改訂により，男女共同参画に関する事

業者向けアンケートの内容を踏まえ，労働環境に関する取り組みの充実を図りました。

また，プランにおける数値目標も初めて掲載されました。

「くらしき男女共同参画プラン」の推進期間終了を受け，平成 23 年には，「くらし

きハーモニープラン～第二次倉敷市男女共同参画基本計画～」（以下「第ニ次ハーモニ

ープラン」という。）を策定し，ワーク・ライフ・バランス※や男女間のあらゆる暴力の

根絶と被害者支援等の重点目標を新たに追加し，社会情勢の変化や市民等の意識・実

態・ニーズを踏まえて基本目標等を組み直しました。また，この「第二次ハーモニープ

ラン」以降，基本計画の推進期間は 5 年間となりました。

平成 28 年には「くらしきハーモニープラン～第三次倉敷市男女共同参画基本計画

～」（以下「第三次ハーモニープラン」という。）を策定しました。この基本計画では，

女性活躍の推進に重点を置き，倉敷市男女共同参画推進事業所認定制度※の創設や，女

性活躍推進事業としてのワーク・ライフ・バランス推進セミナー，ダイバーシティ※推

進セミナー，はたらきかた発見マルシェの実施といった，事業所の側，働く人の側両

方を対象とした施策の充実を図りました。

※倉敷市男女共同参画推進事業所認定制度：55 ページのキーワード参照。

※ダイバーシティ：多様性を受け入れ，尊重すること。一人ひとりの「違い」を認め合い，「違い」に価

値を見出すという考え。多様性には，人種，性別，年齢などの外的な違いだけでなく，価値観，生き方，

考え方，性格などの内的な違いも含む。
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③男女間のあらゆる暴力の根絶に向けて

平成 21 年，本市では「倉敷市ドメスティック・バイオレンス※の防止及び被害者の

保護のための施策の実施に関する基本計画」（以下「倉敷市ＤＶ※防止計画」という。）

を策定しました。「第三次ハーモニープラン」以降は，基本計画の中において DV を含

めた暴力根絶を掲げた基本目標を設定し，「倉敷市 DV 防止計画」として位置づけて

います。このため「倉敷市 DV 防止計画」もまた，基本計画の策定に合わせて定期的

に見直されています。また，同年には，倉敷市配偶者暴力相談支援センター※を設置し，

DV 被害者等の相談や安全確保のための支援体制が整備されました。平成 28 年には

対象を高梁川流域圏 7 市 3 町まで拡大し，さらなる支援体制の充実を図っています。

④日本女性会議２０１５の開催

本市では，平成２７年１０月，男女共同参画社会※づくりを考える国内最大規模の大

会「日本女性会議２０１５倉敷」を開催しました。大会ではテーマである「思いやり

男女(ひと)が集う 白壁のまち～ライフステージとそれぞれの男女共同参画～」に沿っ

て全国からの参加者により，ダイバーシティの重要性やライフステージに応じた働き

方などについて活発な意見交換が行われました。また，大会が多くの市民・事業者と

の協働により開催されたことで，本市における男女共同参画推進の機運は大きく盛り

上がりました。このことは，その後の計画策定や施策の推進にも活かされています。

※ライフステージ：出生・就学・就職・結婚・出産・子育て・退職などの年齢に伴って変化する生活段

階のこと。

※ドメスティック・バイオレンス：略称であるＤＶが使われることが多い。ＤＶについては巻末の用語解

説を参照。

※配偶者暴力相談支援センター：配偶者からの暴力防止及び被害者の保護等に関する法律により，都道府

県に義務（市町村に努力義務）づけられているＤＶ被害者救済のための拠点施設。センターでは次の業

務を行う。①相談②医学的・心理学的な指導③一時保護④自立支援のための情報提供・援助⑤保護命令

制度に関する情報提供・援助⑥被害者を居住させ保護する施設の利用についての情報の提供・援助。



9

３ 計画の位置づけ

本計画は，男女共同参画社会基本法第 14 条第３項，及び倉敷市男女共同参画条例

第 11 条に規定する，男女共同参画の推進施策を総合的かつ計画的に推進するための

基本的な計画であり，国の「第 5 次男女共同基本計画」，県の「第５次おかやまウィズ

プラン」を踏まえて策定しています。

本計画の「基本目標Ⅱ 性別にかかわらず誰もがいきいきと活躍する社会を創る」

を，女性活躍推進法※第６条第２項に規定する市町村推進計画（女性活躍推進計画）に

位置づけるとともに，「基本目標Ⅳ あらゆる暴力を防止する社会を創る」を，ＤＶ防

止法※第２条の３第３項及び倉敷市男女共同参画条例第 26 条に規定する市町村基本

計画（ＤＶ※防止計画）に位置づけます。

さらに，この計画は，「倉敷市第七次総合計画」を上位計画とした部門別計画として，

関連する分野での評価指標及び数値目標を共通化し，整合性を図っています。

また，本市は令和 2 年 7 月に国より「SDGｓ未来都市」として認定されており，

本計画における男女共同参画社会実現のための目標と施策も「５ ジェンダー平等を

達成しよう」等，多くの点で「持続可能な開発目標（SDGｓ※）」における達成目標と

深く関わっています。こうした点を強調するため，基本目標ごとに関連する SDGｓの

目標を掲げています。

国

第５次男女共同参画基本計画

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護等のための施策に関する基本的な方針

岡山県

岡山県配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護等に関する基本計画

第５次おかやまウィズプラン

(岡山県女性活躍推進計画)

倉敷市

「第四次ハーモニープラン」
(倉敷市 DV 防止計画)

(倉敷市女性活躍推進計画)

倉敷市第七次総合計画

その他の計画

根拠法

・
女
性
の
職
業
生
活
に
お
け
る
活
躍
の
推
進
に
関
す
る
法
律
※

（
女
性
活
躍
推
進
法
）

・
配
偶
者
か
ら
の
暴
力
の
防
止
及
び
被
害
者
の
保
護
等
に
関
す
る
法
律
※

（
Ｄ
Ｖ
防
止
法
）

・
男
女
共
同
参
画
社
会
基
本
法

女性活躍加速のための重点方針
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４ 計画の期間

計画の期間は，令和３年度から令和７年度までの 5 年間とします。

５ 計画の策定体制

平成

28年度 29 年度 30 年度

令和

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

「第三次ハーモニープラン」 「第四次ハーモニープラン」

 

 倉敷市男女共同参画 
審議会 

審議機関 

市民参加 

○市民・事業所アンケート 

○パブリックコメント 

事 務 局 

倉敷市男女共同参画課 

市関係各部署 

市職員ワーキンググループ 
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第２章 倉敷市における男女共同参画の現状と課題

１ 統計データからみえる倉敷市の現状

（１）人口・世帯の状況

本市の年齢３区分別人口は，平成 27 年には 0～14 歳は全国，岡山県より低く

12.6％となり，15～64 歳は全国，岡山県より高く 60.7%，65 歳以上は全国，岡

山県より低く 26.6％となっています。

また，年齢３区分別人口の推移は，0～14 歳，15～64 歳は年々減少している一

方，65 歳以上は年々増加しています。

16.7 15.7 

15.1 14.9 12.6 

69.6 68.0 65.1 62.5 60.7

13.7 16.3

19.0
22.6

26.6

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（％）

0～14歳 15～64歳 65歳以上
0～14歳 15～64歳 65歳以上

14.1 

13.1 

12.6 

59.2

58.2

60.7

26.7 

28.7 

26.6 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全 国

岡山県

倉敷市

（％）

資料：国勢調査（平成 27 年）

年齢３区分別人口の全国・県比較 年齢３区分別人口の推移（倉敷市）

資料：国勢調査（平成 27 年）
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本市の人口性比は，平成 27 年には男性の占める割合は全国，岡山県より高く，年

齢別人口における男女比は，年齢が上がるにつれて女性が高くなる傾向にあります。

人口ピラミッドは，第１次，第２次ベビーブームの人口がふくらみ，少子高齢化が

進んだつぼ型となっています。

10,044

10,256

10,961

12,016

11,361

11,772

13,225

14,825

18,279

14,878

13,101

13,073

14,756

19,028

15,876

12,042

10,263

6,989

4,757

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

０～４歳

５～９歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

（人）

10,573

11,162

11,467

12,050

10,515

11,732

12,831

14,459

18,079

14,577

12,537

12,265

14,198

16,950

14,033

10,031

7,105

3,578

1,385

05,00010,00015,00020,00025,000

（人）

資料：国勢調査（平成 27 年）

人口ピラミッド（倉敷市）

男性 女性

51.7

50.6

49.0

49.3

49.6

48.7

48.0

46.3

38.2

22.9

12.4

48.3

49.4

51.0

50.7

50.4

51.3

52.0

53.7

61.8

77.1

87.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

０～９歳

10～19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70～79歳

80～89歳

90～99歳

100歳以上

(％)

男性 女性

男性 女性

48.2

48.0

48.7

51.8

52.0

51.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全 国

岡山県

倉敷市

（％）

人口性比の全国・県比較

資料：国勢調査（平成 27 年）

年齢別人口における男女比（倉敷市）

資料：国勢調査（平成 27 年）
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12,790
16,547

20,405

11,842

14,670

18,20724,632

31,217

38,612

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

平成17年 平成22年 平成27年

(世帯)

本市の世帯構成比は，平成 27 年には核家族世帯は全国，岡山県より高く 57.9％

となり，単身世帯は全国，岡山県より低く 30.9％となっています。また，世帯数の推

移をみると，その他の世帯は年々減少している一方で，核家族世帯，単身世帯は年々

増加しています。

高齢者世帯数は，高齢者夫婦世帯，高齢者単身世帯ともに増加し，高齢者単身世帯

の男女比は女性の方が高くなっています。

55.8 

55.9 

57.9 

34.5

32.2

30.9

9.7 

11.9 

11.3 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全 国

岡山県

倉敷市

（％）

87,193 93,480 99,138 103,584 108,449 109,657

24,335
30,835

37,254
43,631

53,039 58,541
26,196

25,524
24,624

23,254
21,557 21,352

137,724
149,839

161,016
170,469

183,045 189,550

0

50,000

100,000

150,000

200,000

平成

２年

平成

７年

平成

12年

平成

17年

平成

22年

平成

27年

(世帯)

男性 女性

29.6

38.6

21.8

70.4

61.4

78.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

65歳以上

65～74歳

75歳以上

（％）

高齢者夫婦世帯 高齢者単身世帯

核家族世帯 単身世帯 その他の世帯

資料：国勢調査（平成 27 年）

世帯構成比の全国・県比較

資料：国勢調査（平成 27 年）

世帯数の推移（倉敷市）

資料：国勢調査（平成 27 年）

高齢者世帯数の推移（倉敷市）

資料：国勢調査（平成 27 年）

高齢者単身世帯の男女比（倉敷市）

核家族世帯 単身世帯 その他の世帯
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（２）婚姻・離婚の状況

本市の人口に対する離婚率は，令和元年には 1.79 で全国と比較すると高くなって

います。

また，年齢別未婚率は，女性に比べ男性がやや高い傾向にあり，平成 22 年と比べ

て，平成 27 年には男性は 30～34 歳を除く全年代で高くなっている一方で，女性は

20 歳～24 歳で高くなっています。

1.80 

1.78 

1.89 

1.74 

1.79 
1.81

1.73

1.70
1.68

1.69

1.60

1.70

1.80

1.90

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

（人口千対）

82.5 

63.1 

41.6 

30.9 
24.9 

19.0 

88.8 

55.4 

30.8 

22.5 
18.1 

14.6 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

(％)

90.3 

65.2 

42.5 

31.1 
25.2 

19.6 

90.5 

66.1 

41.9 

32.0 
26.7 

23.2 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

(％)

資料：人口動態統計

離婚率の推移（国比較）

資料：国勢調査（平成 27 年）

男性の年齢別未婚率の推移（倉敷市） 女性の年齢別未婚率の推移（倉敷市）

資料：国勢調査（平成 27 年）

平成22年 平成27年 平成22年 平成27年

倉敷市 全国
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夫婦関係 81.9％

家族関係 9.4％

人間関係 6.0％

生き方 0.4％

暮らし 1.1％ こころ 0.4％

情報案内 0.8％

夫婦関係 42.6％

家族関係 11.3％人間関係 6.9％

生き方 1.3％

暮らし 21.6％

仕事 0.9％

こころ 10.9％

からだ 0.9％

情報案内 2.7％ その他 1.0％

（３）相談等の状況

倉敷市男女共同参画推進センターにおける相談内容の内訳は，夫婦関係が最も多く，

次いで家族関係や人間関係となっており，家庭での相談が多い状況です。

また，DV 相談件数は，令和元年度には 784 件あり，増加傾向となっています。内

訳をみると，電話での相談は約 7 割を占め，面接での相談は２割半ばとなっています。

※デートＤＶ：恋人や交際相手などの親密な関係にある者（配偶者等を除く）の一方から他方に対してふ

るわれる身体的，精神的，性的などの暴力のこと。借りたお金を返さないなどの経済的暴力や，家族や

友人との付き合いを制限するなどの社会的暴力もデートＤＶでおこる暴力に含まれる。

夫婦関係 84.3％

家族関係 5.2％

人間関係 9.6％ 暮らし 0.9％

396
508

438
512 554

167

185
203

197
18737

26
32

37
43

600

719
673

746
784

0

200

400

600

800

1,000

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

(件)

電話 面接 法律

ＤＶ相談件数の推移

電話 面接 法律

資料：倉敷市男女共同参画推進センター

資料：倉敷市男女共同参画推進センター（令和元年度）

（デートＤＶ※は除く）

件数 = 1,487 件 件数 = 265 件 件数 = 115 件

相談内容の内訳
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（４）福祉等の状況

本市の出生数は，減少傾向となっており，令和元年には 3,941 人となっています。

合計特殊出生率※は，全国，岡山県を上回って推移し，令和元年には 1.56 となって

います。若い世代の女性人口が減少することから，今後も出生数が減少し続けること

が予測されます。

介護保険の要介護・要支援認定者は年々増加し，令和元年度には 28,409 人となっ

ています。認定者の男女比の内訳をみると，女性が約７割を占めています。

また，後期高齢者割合は，全国よりも低い値で推移していますが，年々高くなって

おり，支援が必要な高齢者の増加が予測されます。

※合計特殊出生率：1 人の女性が生涯に何人の子どもを産むかを示す指標で，15 歳から 49 歳の女性の年

齢別出生率を合計したもの。

4,363 4,394 4,266 4,082 3,941

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

(人)

倉敷市 岡山県 全国

資料：人口動態統計

出生数の推移（倉敷市）

資料：人口動態統計

合計特殊出生率の推移

1.60 

1.64 1.63 

1.59 
1.56 

1.54
1.56

1.54 1.53

1.47
1.45 1.44 1.43 1.42

1.36
1.30

1.40

1.50

1.60

1.70

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年
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31.3 31.5 31.7 32.0 31.9 

68.8 68.5 68.3 68.0 68.1 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

25,945 26,769 27,580 28,191 28,409

0

10,000

20,000

30,000

平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

(人)

11.4 
11.7

12.3

12.9

13.4
12.5

12.7

13.3

13.8

14.2

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

（％）

資料：地域包括ケア「見える化」システムより（各年度３月末現在）

後期高齢者割合の推移（全国比較）

介護保険の要介護・要支援認定者の男女比の推移（倉敷市）

男性 女性

資料：地域包括ケア「見える化」システムより（各年度３月末現在）

倉敷市 全国

資料：倉敷市は倉敷市統計書（各年９月末現在），全国は人口動態統計

介護保険の要介護・要支援認定者数の推移（倉敷市）
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（５）就業の状況

本市の女性の年齢別就業率※は，30 歳代を底とするＭ字カーブ※を描いており，35

～54 歳で全国より高い一方，岡山県より低くなっています。

本市の産業分類別就業者数の男女比は，平成 27 年には，男性の割合は第１次産業

で 63.8％，第２次産業で 76.6％と，いずれも全国，岡山県より高い割合となってお

り，女性の割合は第３次産業で 5４.３％と全国，岡山県より高くなっています。また，

男女別雇用形態の状況は，正規の職員・従業員の割合が，男性は 85.3％，女性は

47.2％となっており，男女とも全国より高くなっています。

※就業率：15 歳以上の人口に占める完全失業者を含まない就業者の割合。

※Ｍ字カーブ：日本の女性の就業率を年齢階級別にグラフ化したとき，30 歳代を底とし，20 歳代後半と

40 歳代後半が山になるアルファベットのＭのような形になることをいう。これは，結婚や出産を機に

労働市場から退出する女性が多く，子育てが一段落すると再び労働市場に参入するという特徴がある

ためである。なお，国際的にみると，アメリカやスウェーデン等の欧米先進諸国では，子育て期におけ

る就業率の低下はみられない。

15.0 

64.9 

75.9 
69.5 70.3 

75.6 77.1 75.0 
66.2 

48.1 

30.4 

18.3 
10.7 

5.9 2.2 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

（％）

資料：国勢調査（平成 27 年）

※労働力状態不詳を除く

※数字は倉敷市

81.8

83.5

85.3

45.5

48.5

47.2

2.6

2.1

1.6
4.1

3.2

3.4

15.6

14.5

13.0

50.4

48.3

49.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

【男性】

全 国

岡山県

倉敷市

【女性】

全 国

岡山県

倉敷市

(％)

倉敷市 岡山県 全国

女性の年齢別就業率

61.1

62.5

63.8

73.9

73.9

76.6

49.6

47.1

45.7

38.9

37.5

36.2

26.1

26.1

23.4

50.4

52.9

54.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

【第１次産業】

全 国

岡山県

倉敷市

【第２次産業】

全 国

岡山県

倉敷市

【第３次産業】

全 国

岡山県

倉敷市

(％)

男性 女性

産業分類別就業者数の男女比

資料：国勢調査（平成 27 年） 資料：国勢調査（平成 27 年）

男女別雇用形態の状況

正規の職員・従業員 労働者派遣事業所の派遣社員

パート・アルバイト・その他
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本市の産業大分類別従業者数は，平成 28 年度には製造業が最も多く 42,460 人と

なり，次いで卸売業，小売業が 37,000 人，医療，福祉が 31,025 人となっていま

す。また，平成 24 年度と比べると，製造業が 3,688 人減少し，ついで建設業が

3,099 人減少，卸売業，小売業が 1,918 人減少しています。女性の就業者数が多い

医療，福祉で 3,720 人増加しています。

平成 24 年度 平成 28 年度

農業，林業，漁業 349 168

鉱業，採石業，砂利採取業 19 47

建設業 17,636 14,537

製造業 46,148 42,460

電気・ガス・熱供給・水道業 933 886

情報通信業 1,130 836

運輸業，郵便業 13,743 13,093

卸売業，小売業 38,918 37,000

金融業，保険業 4,119 3,840

不動産業，物品賃貸業 4,140 4,231

学術研究，専門・技術サービス業 4,645 3,657

宿泊業，飲食サービス業 17,858 16,180

生活関連サービス業，娯楽業 7,721 6,771

教育，学習支援業 4,168 4,421

医療，福祉 27,305 31,025

複合サービス事業 1,189 1,078

サービス業（他に分類されないもの） 12,978 11,955

計 202,999 192,185

産業大分類別従業者数（倉敷市）

資料：経済センサス
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8.0 

8.3 
8.7 8.7 

7.7

8.6
9.0 10.0

14.2

9.8
10.5

11.3

0.0

5.0

10.0

15.0

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（％）

（６）市議会議員の状況

本市の市議会議員の女性比率は，平成 29 年１月現在で 16.3％となっており，２

割を下回っています。

（７）市職員の状況

本市職員における課長級以上の女性管理職比率は，微増傾向にありますが，令和元

年度では 8.7％と，国，県より低くなっています。

市議会議員数

選挙期日 うち女性 比率

平成 13 年１月 28 日 43 人 4 人 9.3%

平成 17 年１月 23 日 43 人 3 人 7.0%

平成 21 年１月 25 日 43 人 4 人 9.3％

平成 25 年１月 27 日 43 人 4 人 9.3％

平成 29 年１月 22 日 43 人 7 人 16.3％

資料：庁内資料

市職員の女性管理職比率

資料：倉敷市（庁内資料），岡山県，全国（内閣府；地方公共団体における男女

共同参画社会※の形成又は女性に関する施策の推進状況）

倉敷市 岡山県 全国
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２ 倉敷市における男女共同参画の課題

本市の第三次ハーモニープランでのこれまでの取り組みや，令和元年度に実施した

市民アンケート調査及び市内事業者アンケート調査の結果，男女共同参画をめぐる社

会動向の変化，第５次男⼥共同参画基本計画等の国の方針を踏まえて，第三次ハーモ

ニープランから引き続く課題と，新たに取り組むべき課題を整理し，第四次ハーモニ

ープラン策定に向けた課題を明確にしました。

（１）固定的な性別役割分担意識※の解消

・市民アンケート調査では，「男は仕事，女は家庭」という考え方に同感する人は全体

で 8.1％と年々減少しており，固定的な性別役割分担意識は解消されつつあります。

・市民アンケートでは，慣習・しきたりについての平等感は，いずれの年代でも「男

性が優位」の回答が最も多く，男性と女性で意識の差がみられており，特に 30 歳

代，50 歳代でその特徴が顕著になっています。

・知識習得や意識啓発を中心とした取り組みから，それぞれの性別やライフステージ※

に応じて，市民の幅広い年齢層に，身近でわかりやすく，男女共同参画の意義や必

要性について理解を促し，実践につながる啓発活動を行うことが必要です。

・男女共同参画に関するさまざまな取り組みが進められているものの，依然として社

会全体が変わるまでには至っておらず，長年にわたり人々の中に形成された固定的

な性別役割分担意識や性差に関する偏見や固定観念，無意識の思い込み（アンコン

シャス・バイアス※）が残っています。

① 「男は仕事，女は家庭」という考え

方について

36.2
22.1

19.8 15.8
15.5

11.2

8.1

49.7 
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11.1 
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12.9 
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0.0
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Ｈ３ Ｈ８ Ｈ12 Ｈ17 Ｈ21 Ｈ26 Ｒ１

（％）

全体 男性 女性

同感する 同感しない

どちらとも言えない 無回答

回答者数 =

全体 901

男性 370

女性 521

8.1

11.1

6.0

46.3

48.9

45.1

43.3

38.4

47.2

2.3

1.6

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

② 「男は仕事，女は家庭」という考え

方に「同感する」と答えた人の推移

資料：男女共同参画に関する市民アンケート
結果（令和元年）

資料：男女共同参画に関する市民アンケート
結果（令和元年）
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③ 男女平等意識について

【年代別】

資料：男女共同参画に関する市民アンケート結果（令和元年）
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わからない 無回答
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わからない 無回答
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男性 43
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性的少数者やセクシュアル・マイノリティとも言われ，身体と心の性が一致しない，性愛

の対象が必ずしも異性に向かわない等の性自認，性的指向を持つ人々の総称です。「LGBT」

と表現することもありますが，これは代表的な性自認，性的指向である，レズビアン，ゲイ，

バイセクシュアル，トランスジェンダーそれぞれの頭文字をとったものです。

L レズビアン（Ｌｅｓｂｉａｎ）同性を好きになる女性

G ゲイ（Ｇａｙ）同性を好きになる男性

B バイセクシュアル（Ｂｉｓｅｘｕａｌ）異性も同棲も好きになる人

T トランスジェンダー（Ｔｒａｎｓｇｅｎｄｅｒ）身体と心の性が一致しない人

これらの他にも，自分の性がわからないまたは決めたくない，他人に恋愛感情を抱かない

などさまざまな性自認，性的指向を持つ人々がいます。このような多様な性を表すために，

性的指向（Ｓｅｘｕａｌ Ｏｒｉｅｎｔａｔｉｏｎ）

性自認（Ｇｅｎｄｅｒ Ｉｄｅｎｔｉｔｙ）

の頭文字をとったＳＯＧＩ（ソジ）という言葉もあり，LGBT よりも広い概念を表しま

す。

～性的マイノリティ～

（２）性的マイノリティ※への理解促進

・市民アンケートでは，性的マイノリティまたはＬＧＢＴ※という言葉の認知度につい

ては，ほぼ７割が「知っている」と回答していますが，40 歳代以降では，年代があ

がるにつれて認知度が低くなる傾向となっています。

・市民アンケートでは，性的マイノリティの人権を守るためには，男女ともに「学校

教育現場での取り組み（性の多様性に関わる授業，制服・トイレの配慮）」が必要と

の回答が最も多く，すべての人が互いを認め合い，ありのままの自分で暮らすこと

のできる社会を実現するため，子どもの頃からの教育が必要です。

・近年，インターネットをはじめとした多様なメディアを通じた人権侵害が問題とな

っています。

① 性的マイノリティまたはＬＧＢＴの言葉の認知度について

資料：男女共同参画に関する市民アンケート結果（令和元年）

回答者数 =

全体 901

男性 370

女性 521

67.9

67.8

68.7

27.4

29.2

26.3

4.7

3.0

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている 知らない 無回答

キーワード
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回答者数 =

男性 83

女性 131

43.4

45.0

49.4

41.2

7.2

13.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%70歳以上

① 性的マイノリティ※またはＬＧＢＴ※の言葉の認知度について

【年代別】

資料：男女共同参画に関する市民アンケート結果（令和元年）

② 性的マイノリティの人権を守るために必要な取り組みについて

資料：男女共同参画に関する市民アンケート結果（令和元年）

知っている 知らない 無回答

％

学校教育現場での取り組み

（性の多様性に関わる授業，制

服・トイレの配慮）

相談窓口の設置

広報紙，ホームページ，講演会

等での啓発活動

公的施設や窓口での不便解消
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40.7

58.2

0 20 40 60 80 100

全体 （回答者数 = 901）

男性 （回答者数 = 370）

女性 （回答者数 = 521）

回答者数 =

男性 43

女性 35

76.7

80.0
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男性 49
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0% 20% 40% 60% 80% 100%40 歳代

回答者数 =
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女性 89

69.0
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29.6

24.7

1.4
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回答者数 =

男性 80

女性 110

77.5

66.4

18.8

30.9

3.8

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%60 歳代
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（３）男性が子育てや介護にかかわることができるさまざまな

環境整備

・子育てや介護にかかわる，さまざまな負担の軽減や仕事との両立支援を図るため，

子育て支援サービスや介護サービスの拡充や，子育てや介護と仕事を両立できる職

場等の環境整備が必要です。

・子育てや介護を地域社会全体で支援していくための相談や交流ができる拠点づくり

を進めていくことが必要です。

・子育て等の家庭での責任の多くを女性が担っている現状があり，働き方改革の推進

や，男性の育児休業の取得等の推進を契機として，子育て等を男女が共に担うべき

ものとして，参画できるような環境整備を一層推進することが求められます。

・新型コロナウイルスの感染症の拡大において，テレワークの導入やオンラインの活

用が進み，多様で柔軟な働き方が求められます。

① 仕事，家庭，プライベートにおいて望ましいと思う生活について

② 現在の生活状況について

資料：男女共同参画に関する市民アンケート結果（令和元年）

回答者数 =

全体 901

男性 370

女性 521

2.9

4.9

1.5

11.4

10.3

12.5

4.8

6.5

3.5

11.2

17.6

6.9

3.3

4.6

2.5

15.3

13.2

16.9

45.1

38.4

50.3

6.0

4.6

6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

男性

女性

回答者数 =

全体 901

男性 370

女性 521

回答者数 =

全体 901

男性 370

女性 521

14.5

21.9

9.6

17.1

12.7

20.5

5.7

7.6

4.2

15.9

12.2

18.8

8.0

10.3

6.5

16.2

16.5

16.1

15.1

12.4

17.1

7.5

6.5

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

男性

女性

回答者数 =

全体 901

男性 370

女性 521

仕事を優先 家庭を優先 プライベートを優先

仕事と家庭を優先 仕事とプライベートを優先 家庭とプライベートを優先

仕事と家庭とプライベートを調和 無回答

仕事を優先 家庭を優先 プライベートを優先

仕事と家庭を優先 仕事とプライベートを優先 家庭とプライベートを優先

仕事と家庭とプライベートを調和 無回答
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③ 仕事，家庭，プライベートの調和を進めるために必要なことについて

資料：男女共同参画に関する市民アンケート結果（令和元年）

％

労働時間の短縮や休日の増加

を推進する

働き方，仕事の進め方を見直す

残業時間を減らす

賃金・仕事内容など，労働条件

での男女格差をなくす

男女がともに家事・育児・介護

へ参加するよう促進する

保育施設や介護のための施

設・サービスを拡充する

育児や介護のための休暇制度

を充実する

育児や介護休暇中の諸手当を

充実する

結婚・出産・介護などの理由で

退職した社員の再雇用制度を

充実する

仕事と家庭の両立などについて

相談できる窓口を設置する

フレックスタイム制や在宅勤務

制度を導入する

30.7

35.6

15.3

27.3

37.0

30.6

17.6

13.4

21.9

9.9

16.5

38.4

39.5

20.3

29.2

25.1

31.6

17.0

12.2

24.1

8.1

17.6

25.9

33.4

12.1

26.5

45.5

30.3

18.4

14.4

20.5

10.9

16.1

0 20 40 60 80 100

全体 （回答者数 = 901）

男性 （回答者数 = 370）

女性 （回答者数 = 521）
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（４）職場における男女間格差の解消及び女性が働きやすい

環境づくりの促進

・事業所アンケートでは，職場における男女共同参画を困難にしている要因として，「女

性と男性の体力や能力に違いがあるから」，「男性の家事参加が遅れており，女性のみの

家事・育児・介護などの負担が大きいから」，「女性は，結婚・出産・育児・介護により

長期休暇や退職などがあるため」と回答した方の割合が高くなっています。

・女性活躍推進法※に基づく取り組みを含めた積極的改善措置（ポジティブ・アクショ

ン※）の推進等による，職場における女性の参画拡大，男女間格差の是正や女性の能

力発揮を促進するための支援が求められています。

・市民アンケートでは，セクシュアル・ハラスメント※を受けたことがある女性は，令

和元年には平成 26 年に比べ 0.5％増加しており，依然として 1 割程度の女性がセ

クシュアル・ハラスメントを受けています。

・男女を問わずセクシュアル・ハラスメントは身近にあるという認識を持ち，防止に

向けての啓発を一層進める必要があります。

① 職場における男女共同参画を困難にしている要因について

資料：男女共同参画に関する事業所アンケート結果（令和元年）

※積極的改善措置（ポジティブ・アクション）：固定的な男女の役割分担意識や過去の経緯から，男女労

働者の間に差が生じている場合，このような差を解消しようと，個々の企業が行う自主的かつ積極的な

取り組みのこと。

※セクシュアル・ハラスメント：相手の意に反した性的な性質の言動で，身体への不必要な接触，性的関係の強要，性

的なうわさの流布などさまざまなものがある。一般に「セクハラ」と略して使われる。職場以外でも問題になっている。

％

男性の家事参加が遅れており，

女性のみの家事・育児・介護な

どの負担が大きいから

女性と男性の体力や能力に違

いがあるから

女性の意識の問題

男性の意識の問題

経営者・管理職の意識の問題

事業所にとってのメリットが期待

できないから

課題解決のための具体的方法

がわからない

経営上ゆとりがない

税制や年金などの社会的制度・

慣行

女性は，結婚・出産・育児・介護

により長期休暇や退職などがあ

るため

57.1

64.3

21.4

18.4

22.4

10.2

6.1

16.3

8.2

55.1

0 20 40 60 80 100回答者数 = 98
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② 身近なところ（職場・地域・学校）におけるセクシュアル・

ハラスメント※の有無について

【令和元年調査】

資料：男女共同参画に関する市民アンケート結果（令和元年）

【平成 26 年調査】

資料：男女共同参画に関する市民アンケート結果（平成 26 年）

回答者数 =

全体 901

男性 370

女性 521

10.2

4.6

14.4

1.8

3.2

0.8

26.6

28.4

25.5

55.3

58.4

53.7

6.1

5.4

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自分自身が受けたことがある 自分自身がしたことがある

見たり聞いたりしたことがある ない

無回答

自分自身が受けたことがある 自分自身がしたことがある

見たり聞いたりしたことがある ない

無回答

回答者数 =

全体 923

男性 393

女性 519

9.2

3.1

13.9

0.8

1.5

0.2

26.4

28.5

25.2

58.1

62.1

55.1

5.5

4.8

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

男性

女性

回答者数 =

全体 923

男性 393

女性 519



30

（５）家庭，地域社会へ男女ともに参加できるような

環境づくり及び，無意識の思い込みの解消

・市民アンケート調査では，「男は仕事，女は家庭」という考え方に同感する人は全体で

8.1％と年々減少しており，固定的な性別役割分担意識※は解消されつつあります。

・市民アンケート調査では，家庭での男女平等意識について，「平等になっている」と

回答した人が，男性で 52.2％，女性で 35.3％と５年前に比べ男女間の差が広がっ

ています。

・市民アンケート調査では，地域社会の中で，男女が平等になっていると思う人の割

合が 21.2％と増加傾向になっています。

・地域の多様化する課題・ニーズに対応していくためには，さまざまな視点から課題

解決ができる多様な人材の確保が必要となっており，性別や年齢等を問わず地域活

動の担い手として参加していくことが重要です。

・男女共同参画を家庭や地域など生活の場に広げるため，無意識の思い込み（アンコ

ンシャス・バイアス※）も含め，性別に基づく固定観念が男女どちらかに不利に働か

ないように取り組むことが必要です。

・本市においては，平成 30 年に大規模な自然災害が発生しました。男女共同参画の

視点を踏まえ，防災や復興対策を行うことが必要です。

➀ 男女平等意識について

資料：男女共同参画に関する市民アンケート結果（令和元年）

回答者数 =

全体 901

男性 370

女性 521

41.8

52.2

35.3

33.5

23.2

41.5

7.2

9.5

5.8

14.5

13.5

15.5

2.9

1.6

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

男性

女性

回答者数 =

全体 901

男性 370

女性 521

平等になっている 男性が優位である 女性が優位である

わからない 無回答

家
庭
の
中
で
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➀ 男女平等意識について

② 男女平等意識について「平等になっている」と答えた人の推移

資料：男女共同参画に関する市民アンケート結果（令和元年）

10.8 10.6
13.6

17.9 19.2
17.6

21.2

18.1 17.7 

23.7 24.2 

29.0 

23.9 

29.2 

6.4 6.0 7.2 

14.0 
11.9 13.1 

15.9 

0.0

20.0

40.0

Ｈ３ Ｈ８ Ｈ12 Ｈ17 Ｈ21 Ｈ26 Ｒ１

（％）

31.8 30.1

29.0

39.2 39.0
42.8 41.8

45.8 
42.7 

35.2 

46.4 47.2 
50.9 

52.2 

23.3 21.8 
25.1 

34.8 33.2 
37.0 35.3 

0.0

20.0

40.0

60.0

Ｈ３ Ｈ８ Ｈ12 Ｈ17 Ｈ21 Ｈ26 Ｒ１

（％）

回答者数 =

全体 901

男性 370

女性 521

21.2

29.2

15.9

44.1

35.9

50.7

2.7

5.1

1.0

25.1

25.4

25.3

7.0

4.3

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

男性

女性

回答者数 =

全体 901

男性 370

女性 521

平等になっている 男性が優位である 女性が優位である

わからない 無回答

地
域
社
会
の
中
で

地域社会の中で家庭の中で

全体 男性 女性 全体 男性 女性
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（６）政策・方針決定過程への女性の参画促進

・市審議会等における女性委員の登用や市職員の管理職への女性の登用は徐々に進ん

できていますが，審議会委員における女性の割合は令和元年では目標値を下回って

います。

・市民アンケートでは，あらゆる分野で女性が登用され，方針決定の場へ女性が参画

することについて，男女ともに実現していないと答える方が，約４割と変化がみら

れていません。

・方針決定の場への女性の参画は十分でないため，女性のリーダーが活躍しやすい環

境づくりとともに，方針決定の場に参画する女性の数を増やすことが必要です。

・性別や人種差別等を背景に，組織内で本来の能力・資質・成果が正当に評価されず，

管理職への登用や昇進等を阻まれる状態（グラスシーリング：見えないガラスの天

井）の問題が指摘されており，女性活躍の障壁を取りのぞく取り組みが必要です。

① あらゆる分野で女性が登用され，方針決定の場へ女性が参画することに

ついて

資料：男女共同参画に関する市民アンケート結果（令和元年）

実現している ほぼ実現している あまり実現していない

実現していない わからない 無回答

回答者数 =

全体 901

男性 370

女性 521

2.1

2.4

1.9

11.3

13.8

9.6

28.7

29.2

29.0

12.0

12.7

11.7

34.6

33.0

36.1

11.2

8.9

11.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

男性

女性

回答者数 =

全体 901

男性 370

女性 521
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（７）性差に応じた健康づくりへの支援

・市民アンケートでは，男女共同参画社会※実現のために，市に取り組みを期待するこ

ととして，「妊娠・出産に限らず，女性の健康についての相談窓口を充実させる」と

回答した人が，男女ともに約４％となっており，女性への健康支援の重要性につい

ての認識が低くなっています。

・生涯にわたる女性の健康づくりには，ライフステージ※に応じた健康の保持やリプロ

ダクティブ・ヘルス／ライツ※を踏まえた支援が重要です。

・互いの性差に応じた健康について理解を深め，男女の健康を生涯にわたり包括的に

支援するための取り組みが必要です。

・市民のヘルスリテラシー（健康について最低限知っておくべき知識）の向上を図り，

一人ひとりが健康づくりに関心を持ち，取り組めるよう支援することが必要です。

① 男女共同参画社会実現のために，市に取り組みを期待することについて

資料：男女共同参画に関する市民アンケート結果（令和元年）

※リプロダクティブ・ヘルス／ライツ：妊娠・出産というしくみを体に持つ，女性の一生を通した健康の

ことを，リプロダクティブ・ヘルスといい，強制でなく安全で満足な性生活を営めること，また，いつ

何人子どもを産むか，あるいは産まないかということを女性自身の意思で選択していく権利を，リプロ

ダクティブ・ライツ（性と生殖の自己決定権）という。これらを総称して「性と生殖に関する健康及び

権利」と訳されている。

全体 （回答者数 = 901）

男性 （回答者数 = 370）

女性 （回答者数 = 521）

％

男女平等意識を育てるための学校教育を充実させる

男女平等意識を育てるための生涯学習を充実させる

男女差別となる慣習やしきたりなどを改めるための啓発

を積極的に行う

男性の家事・育児・介護への積極的参加を進めるための

市民啓発を行う

ＤＶの防止と被害者の支援を積極的に行う

ＤＶなどの相談窓口を充実させる

企業に対し，男女平等の雇用環境の充実を働きかける

企業に対し「ワーク・ライフ・バランス」や働き方改革を働

きかける

育児の支援を行うための制度や保育施設を充実させる

高齢者や障がい者のための施設や在宅介護サービスの

充実を図る

妊娠・出産に限らず，女性の健康についての相談窓口を

充実させる

あらゆる分野で男女が共に参画し，方針決定の場におい

ても男女共同参画を図る

人権を侵害するような露骨な性や暴力の表現を，メディ

アからなくすよう働きかける

27.3

23.0

19.2

19.4

15.0

9.4

25.4

24.6

26.4

37.3

4.1

20.1

12.7

30.5

26.2

23.2

15.1

19.7

13.0

26.5

23.2

26.2

34.1

3.8

19.5

9.7

25.1

20.9

16.9

22.8

11.7

7.1

25.1

25.9

27.1

40.1

4.2

20.9

14.8

0 20 40 60 80 100
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（８）さまざまな困難を抱える人々への包括的な支援

・女性は男性に比べ子育て・介護の負担の偏りが多いことなど，複合的な困難を抱え

ている場合もあり，さまざまな困難な状況に置かれている人々が安心して暮らせる

包括的な支援体制の構築が必要となっています。

・貧困問題は，ひとり親をはじめとする子育て世帯においては，社会経済的な構造の

問題を背景として，世代を超えて連鎖することが指摘されています。

・女性は結婚や出産，育児等によりキャリアに影響を受けやすく，また，家計補助的

な非正規雇用を特徴とする働き方や離婚等により，生活上の困難に陥ることも少な

くありません。さらに，新型コロナウイルス感染症の拡大は，社会的に弱い立場に

ある人々に，より深刻な影響をもたらしており，不安定な就業を継続せざるを得な

い単身女性，高齢女性も含め，すべての年代の女性に対するさまざまな支援が必要

となっています。

（９）ＤＶ※や性暴力等さまざまな暴力の根絶と安心して相談できる

体制の強化

・ＤＶについて，女性では 9.4％，男性では 2.2％の人が「自分自身が受けたことが

ある」と回答しています。また，全体では 62.1％の人が「どこへも相談しなかっ

た」と回答しており，被害者が抱え込まず，安心して相談できる体制を強化するこ

とが必要です。

・暴力の被害者に対しては，相談から保護・自立支援，自立後の継続的支援にいたる

まで，専門的な支援を早期から切れ目なく行うことが必要です。

・性暴力は女性に向けられることが多く，また，未成年者が被害者となる場合もあり，

その被害は潜在化，深刻化しやすい状況にあります。被害者が相談しやすい環境を

整備し，適切な保護を行うとともに，加害者の更生を支援し，暴力の抑止につなげ

ていくことが必要です。

・新型コロナウイルス感染症の拡大により，家庭内での暴力の増加や深刻化が懸念さ

れ，非常時にも相談しやすい体制を構築していくことが必要です。
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① 身近におけるドメスティック・バイオレンス※の有無について

② 暴力を受けたことを打ち明けたり，相談した経験について

資料：男女共同参画に関する市民アンケート結果（令和元年）

回答者数 =

全体 901

男性 370

女性 521

6.4

2.2

9.4

1.2

2.2

0.6

20.8

18.6

22.5

65.0

70.8

62.0

6.5

6.2

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自分自身が受けたことがある 自分自身がしたことがある

見たり聞いたりしたことがある ない

無回答

相談した どこへも相談しなかった 無回答

回答者数 =

全体 58

男性 8

女性 49

29.3

34.7

62.1

100.0

55.1

8.6

10.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

男性

女性

回答者数 =

全体 58

男性 8

女性 49
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第３章 計画の基本的な考え方

１ 計画の基本理念（めざす将来像）

色とりどりのメロディが調和することで豊かなハーモニーを奏でるように，一人ひ

とりの持つ個性や能力が美しく混ざり合い調和することで，私たちは，きっと豊かな

社会を創ることができます。

私たちがめざすのは，性別や世代などの違いを認め合い，国籍や価値観、生き方も

「多様」であることが尊重され，「違い」に価値を見出すことができる「ダイバーシテ

ィ※」の実現した社会。

今後５年間，私たちは，『誰もが個性と能力を発揮していきいきと活躍できるまち』

を基本理念（めざすべき将来像）として掲げ、誰もが望む生き方を選択できる男女共

同参画社会※の形成促進を倉敷市において図ります。

誰もが個性と能力を発揮して

いきいきと活躍できるまち
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２ 計画の基本目標

本市では，基本理念の実現に向け，次の４つの基本目標を掲げています。この基本

目標では，現状・課題の分析により強調した視点の設定とアプローチの方向性を示し

ています。

基本目標Ⅰ 多様性のある社会を実現する意識を醸成する

現状・課題

単身世帯や共働き世帯の増加，生涯未婚率の増加等，世帯の形態や家族のあり方に

対する価値観は時代とともに変化し，働き方改革やダイバーシティ※の浸透によるラ

イフスタイルの多様化は，本市においてもその傾向が顕著となっています。また，性

的マイノリティ※の方々の人権に配慮した施策を望む声も高まりを見せています。

また，グローバル化※が進展する中で，SDGｓ※を念頭に置き，持続可能な社会を構

築することが，課題解決の有効な手段として提示されています。人種，国籍や障がい

の有無などの外見的な違いだけでなく，価値観，ライフスタイル，性的指向※や性自認※

等，一人ひとりの内面的な違いを理解し，尊重することが重要となっています。

強調した視点

ダイバーシティ 性の多様性への理解

施策の方向性

これまで進めてきた，固定的性別役割分担意識※の解消や，性別にかかわりなく多様

な生き方を選択できる環境づくりを引き続き推進するとともに，ダイバーシティの必

要性を市民が深く理解し，あらゆる社会の場におい

て，ダイバーシティが実現するよう，さまざまな機会

を通して意識の醸成を図ります。

また，本市では，これまでも性の多様性やジェンダ

ー※についての教育や啓発に取り組んでおり，今後も

性的マイノリティの理解促進に向け，同性パートナー

シップ制度の構築等，実効性のある取り組みについて検討を進めていきます。

※グローバル化：グローバリゼーション（globalization）のことで，社会的あるいは経済的な連関が，

国家や地域などの境界を超えて，地球規模に拡大してさまざまな変化を巻き起こす現象。

重点目標１ 男女共同参画の促進に向けた意識の浸透

重点目標２ 多様性の理解促進，人権の尊重
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基本目標Ⅱ 性別にかかわらず誰もがいきいきと活躍する社会を創る

（女性活躍推進計画）

現状・課題

本市では，女性の年齢別労働力率※の上昇や共働き世帯の増加から，社会で就労する

女性が増加しています。また，これまでの取り組みにより，市内事業所の男女共同参

画の認識は，一定の広がりを見せています。しかし，女性の“職場における「男性優

遇」”の意識は依然として強く，その改善が求められています。

一方，人生 100 年時代を迎え，生涯にわたり豊かな人生を実現するためには，仕事

以外にも家庭や地域社会において，多様な活動に参画することが重要とされており，

特に男性が家庭，地域において積極的に役割を担うことが強く求められています。

強調した視点

女性活躍 働き方改革 アンコンシャス・バイアス※の解消

施策の方向性

女性が出産，子育て，介護等の理由により離職することなく，多様なライフスタイ

ルに応じた働き方の選択ができるように，長時間労働の是正や男性中心型の労働慣行

の変革など職場環境整備を促す施策に取り組むとともに，男性の家庭・地域活動等へ

の参画を促進するために，家事・育児，介護等への男性の参画，性別やその人の持つ

価値観や考え方などにかかわらず多様な働き方ができる職場環境の整備等を事業所へ

働きかけていきます。

また，働き方改革や新型コロナウイルスの感染拡大においてテレワーク等の柔軟な働

き方の必要性が大きく見直されることとなりました。ＩＣＴ※技術の利活用などをとおし

たワーク・ライフ・バランス※等働き方改革のさらなる浸透を促進します。

男女間・世代間の意識や行動のギャップを認識し，地域や家庭へ参画しやすい環境

をつくるために働き方の見直しや固定概念の打破を進め誰もがともに協力しながら，

家庭・地域社会で活躍できる環境づくりを促進します。

※労働力率：就業者数と完全失業者数とを合わせた労働力人口が 15 歳以上の人口に占める割合のこと。

完全失業者とは，働く能力と意思を持ち，しかも本人が現に求職活動をしているにも関わらず，就業の

機会が社会的に与えられていない者を指す。

※ＩＣＴ：Information & Communication Technology の略。情報通信技術を表す言葉で，日本ではＩＴ

が同義で使われているが，ＩＴにコミュニケーションを加えたＩＣＴの方が，国際的には定着している。

重点目標３ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進

重点目標４ 働く場における男女共同参画の促進

重点目標５ 家庭，地域社会における男女共同参画の促進

重点目標６ 政策・方針決定過程への女性の参画の促進
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基本目標Ⅲ 安心して暮らせる生活環境を創る

現状・課題

本市では，単身世帯や高齢世帯，ひとり

親世帯が増加するとともに，非正規雇用

労働者も増加するなど生活上の困難に陥

りやすい状況が幅広い世代に広がってい

ます。

特に貧困については，母子家庭である

ひとり親世帯でその割合が高く，その影

響は子どもの貧困にも大きな影響を与え

ています。現在の生活上の困難に対応するとともに，個々の世帯の実情に合った切れ

目のない支援により，世代間連鎖を断ち切ることが必要です。

また，健康寿命の延伸等，男女が生涯にわたり健康に生活するための施策も求めら

れています。

強調した視点

世帯・雇用環境の変化 貧困の世代間連鎖 包括的な支援体制の構築

施策の方向性

高齢者や障がい者，ひとり親家庭など生活上の困難に陥りやすい人々に対して，相

談や各種支援サービス等の環境整備を行い，さまざまな困難を抱える人々が安心して

暮らせる男女共同参画の視点に立った包括的な支援体制の構築に取り組みます。

災害や新型コロナウイルス感染拡大などの非常時においては，社会的に弱い立場に

ある人の方が困難な状況に陥りやすいといわれています。このような状況を改善する

ためには，平常時から男女共同参画意識の浸透を図ることが大切であり，さまざまな

機会をとおして男女共同参画意識の醸成を図ります。

また，生涯にわたり心豊かな暮らしを実践するために，性差に応じた健康課題に対

応できるよう健康づくりや介護予防についての正しい知識を普及し，健康支援に努め

ます。

重点目標７ 生涯にわたる女性をはじめとした健康支援

重点目標８ 困難を抱える人々への包括的な支援体制の構築

重点目標９ 防災・復興対策における男女共同参画の促進
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基本目標Ⅳ あらゆる暴力を防止する社会を創る（ＤＶ※防止計画）

現状・課題

暴力は重大な人権侵害であり，男女共同参画社会※を実現していくうえで克服すべ

き重要な課題です。

性犯罪・性暴力，配偶者等からの暴力，ストーカー行為，職場等におけるハラスメ

ントは深刻な社会問題となっており，特に重大な人権侵害であるドメスティック・バ

イオレンス※（DV）については当事者とならないための教育や啓発，暴力を容認しな

い社会認識の徹底が求められています。

また，児童虐待との関連性が指摘されるなど，DV とその周りの環境を包括した支

援体制が求められており，国においてもパープルリボン※とオレンジリボン※とのダブ

ルキャンペーンが実施されるなど他機関との連携を重視した施策の展開が求められて

います。

さらに，近年では，性暴力，各種ハラスメント等についても社会的な認識が進んで

おり，ＤＶ以外の暴力にも積極的な周知，啓発が求められています。

強調した視点

あらゆる暴力の根絶（ＤＶ・性暴力・虐待など）・被害者も加害者も生まない取り組み

施策の方向性

相談窓口の周知，相談対応の質の向上，防止対策や被害者支援な

ど，あらゆる暴力の根絶のための幅広い取り組みをとおして，安心

して暮らせるまちづくりを推進するとともに，さまざまな世代に向

けた教育や啓発を行い DV や性暴力，各種ハラスメント等を許さな

い社会意識の醸成を図ります。

また，国や県，市等の関係機関，民間ＮＰＯとの連携を深め，包

括的，多層的な DV 被害者支援を行います。

※パープルリボン：女性に対する暴力根絶運動

の国際的なシンボル。一人

でも多くの人が暴力や虐待

に対し関心を持つことや，

現在暴力を受けている人が

勇気をもてるように，とい

う願いが込められている。

※女性に対する暴力根絶のためのシンボルマーク：女性に対する暴力の問題に対する社会における認識

を深めるため，内閣府が制定したシンボルマーク。女性が腕をクロスさせた姿を描いており，女性の表

情，握りしめたこぶし，クロスさせた腕により， 女性に対する暴力を断固として拒絶する強い意志を

表している。

※オレンジリボン：子どもの虐待防止のシンボル。

子ども虐待の現状を周りに知

らせ，子どもを救うために一人

ひとりができることを考え，虐

待を受けた子どもたちの幸

福を願う気持ちが込められて

いる。

重点目標１０ あらゆる暴力の根絶

重点目標１１ 被害者の早期発見・早期対応と自立支援

女性に対する

暴力根絶のための

シンボルマーク※



41

３ 計画の体系

〔 重点目標 〕〔 基本目標 〕

１ 男女共同参画の促進に向けた
意識の浸透

誰
も
が
個
性
と
能
力
を
発
揮
し
て

い
き
い
き
と
活
躍
で
き
る
ま
ち

２ 多様性の理解促進，人権の尊重

３ ワーク・ライフ・バランス※

（仕事と生活の調和）の推進

４ 働く場における男女共同参画の
促進

５ 家庭，地域社会における男女共
同参画の促進

６ 政策・方針決定過程への女性の
参画促進

７ 生涯にわたる女性をはじめとし
た健康支援

８ 困難を抱える人々への包括的な
支援体制の構築

９ 防災・復興対策における男女共
同参画の促進

11 被害者の早期発見・早期対応と
自立支援

Ⅰ 多様性のある社会を実現す

る意識を醸成する

Ⅲ 安心して暮らせる生活環境

を創る

Ⅱ 性別にかかわらず誰もがい

きいきと活躍する社会を創

る（女性活躍推進計画）

Ⅳ あらゆる暴力を防止する社

会を創る（ＤＶ防止計画）

10 あらゆる暴力の根絶

〔 基本理念 〕
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〔 目標達成のための施策の方針 〕

（１）社会制度・慣行の見直しに向けた啓発の充実

（２）男女共同参画意識を育む教育の推進と環境整備

（３）多様な生涯学習の機会の提供

（４）男女共同参画に関する調査・研究の推進と情報収集・提供

（５）メディア等における男女の人権に配慮した表現の促進

（６）性の商品化を許さない意識の浸透

（７）性的指向
※
・性自認

※
等に関する理解の促進

（８）外国にルーツを持つ人々への理解の促進

（９）国際化の中での男女共同参画の促進

（10）ワーク・ライフ・バランスの普及啓発

（11）多様なライフスタイルに対応した子育て・介護者支援策の充実

（12）事業者等による取り組みの促進

（13）雇用機会における平等の促進

（14）就業環境の改善

（15）女性の就業継続と再就職の促進

（16）さまざまな職業への男女共同参画の促進

（17）女性の起業支援

（18）女性のキャリアアップ支援

（19）家庭における男女共同参画の促進

（20）地域における男女共同参画の促進

（21）男性にとっての男女共同参画の推進

（22）行政における女性の参画促進

（23）地域活動における女性の参画促進

（24）事業所における女性の参画促進

（25）生涯にわたる男女の健康の包括的な支援

（26）女性の性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス/ライツ
※
）についての意識づくり

（27）複合的な困難を抱える人への支援

（28）高齢者や障がい者等の自立支援

（29）ひとり親家庭等の自立支援

（30）防災・復興対策における男女共同参画の促進

（31）ＤＶ
※
を防止する教育・啓発の推進

（32）性暴力を防止する教育・啓発の推進

（33）働く場におけるさまざまな暴力の防止

（34）加害者への対応

（35）被害者の早期発見と相談体制の充実

（36）被害者の安全確保と自立支援

（37）関係機関との連携強化と民間団体等との協働

（38）ＤＶが起きている家庭等の子どもへの支援の強化
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第４章 計画の内容

基基本目標Ⅰ 多様性のある社会を実現する意識を醸成する

標 重点目標１ 男女共同参画の促進に向けた意識の浸透

【めざす方向】

誰もが固定的性別役割分担意識※にとらわれず，自己肯定感を持ち，地域や社会で活

躍できる男女共同参画社会※を実現するためには，家庭，学校，地域，職場などの場を

通して，子どもの頃から人権尊重や男女の相互理解と協力について学び，男女共同参

画の意義に対する理解を深めることが重要です。

また，個人や集団の間に存在しているさまざまな違いを認め合い，多様な価値観を

取り入れるダイバーシティ※への理解を促進し，社会のあらゆる分野において，教育・

学習・啓発の機会の充実を図ります。

【施策の方針】

（１）社会制度・慣行の見直しに向けた啓発の充実

市民一人ひとりが男女共同参画やダイバーシティについての趣旨や意義に対する理

解を深め，家庭，学校，地域，職場などにおいて，無意識の思い込み（アンコンシャ

ス・バイアス※），固定概念にとらわれた社会制度や慣行の見直しを行うことにより，

男女共同参画の積極的な実践につなげ，新たな価値・発想によって社会が活性化する

よう，多様な媒体を活用し，幅広い年齢層に対して身近でわかりやすい意識啓発に努

めます。

［持続可能な開発目標（SDGs※）］
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① 社会制度・慣行等の見直しに向けた啓発活動の実施

（２）男女共同参画意識を育む教育の推進と環境整備

男女平等・男女共同参画の視点に立った人権教育等を継続して推進するとともに，

一人ひとりの個性や能力に応じて進路選択ができるよう，子どもの頃から男女共同参

画の理解促進に努め，固定的な性別役割分担意識※や性差に関する偏見の解消につな

げます。また，学校園，家庭，地域の連携を図り，多様な教育活動の中で，発達段階

に応じた男女平等・男女共同参画意識の浸透を図ります。

① 保育・教育の場における男女平等と男女共同参画の意識づくり

② 性・命にかかわる保育・教育の充実

施策の内容 関連事業 所管

広報紙や啓発パンフレット，ホームページ
を通して，社会制度・慣行等を見直すきっ
かけとなるような広報・講座を活用した啓
発に努めます。

・啓発イベントの開催

・男女共同参画推進セミナーの開催

・出前講座の開催

・作品展の開催

・情報誌「「WITH テリア」，リーフレ
ットの発行

・懸垂幕の掲示と啓発パネルの展示

・広報くらしき，ホームページ掲載

・各種講座の開催

・男女共同参画推進センター登録団
体への事業委託

男女共同
参画課

男女共同
参画推進
センター

施策の内容 関連事業 所管

固定的性別役割分担の点検や男女混合名
簿の導入等により，男女平等・男女共同参
画を推進する環境づくりと子どもの心身
の発達段階に応じた保育・学習内容と指導
の充実を図ります。また，個人の能力に応
じて進路選択ができるよう，男女共同参画
の視点に立った生徒指導・進路指導に努め
ます。

・保育関係者対象の研修会・講演会の
開催

・公開保育の実施

・男女平等・男女共同参画を推進す
る教育の充実

・男女混合名簿の導入

保育・
幼稚園課

・学校園人権教育研修事業

・男女平等・男女共同参画を推進す

る教育の充実

・中学校における男女混合名簿の導
入

・人権教育の推進

人権教育
推進室

指導課

施策の内容 関連事業 所管

年齢や発達段階に応じた適切な性に関す
る指導を実施するとともに，命の尊さにつ
いての保育・教育の充実に努めます。

・学校園人権教育研修事業【再掲】

・発達段階に応じた命の尊さについ
ての保育・教育の実施

・発達段階に応じた適切な性に関す
る指導の実施

保育・
幼稚園課

人権教育
推進室

指導課

保健体育課
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③ 男女共同参画に関する資料の作成と活用

④ 人権教育の推進

⑤ 庁内推進体制の充実

施策の内容 関連事業 所管

中学２年生を対象とした啓発誌「ＯＮＥ
ＳＴＥＰ ＵＰ」を市内全中学校へ配布
し，学級活動，人権学習，総合的な学習の
時間等で活用します。

・啓発誌「ＯＮＥ ＳＴＥＰ ＵＰ」
の配布

男女共同
参画課

・学校園人権教育研修事業【再掲】

・人権教育の推進【再掲】

人権教育
推進室

指導課

施策の内容 関連事業 所管

保育・教育の場や社会教育の場などさまざ
まな学習の場で，男女平等・男女共同参画
意識が形成される人権教育の推進を図り
ます。

・出前講座の実施
男女共同
参画課

・公開保育の実施【再掲】

・講演会の開催

・男女平等・男女共同参画を推進す

る教育の充実【再掲】

・人権教育の推進

保育・
幼稚園課

・学校園人権教育研修事業【再掲】

・中学校における男女混合名簿の導
入【再掲】

・人権教育の推進【再掲】

人権教育
推進室

指導課

施策の内容 関連事業 所管

庁内で男女共同参画を積極的に推進する
ため，男女共同参画に関わる部署へ「男女
共同参画推進員」の配置を検討し，施策を
効果的に展開するとともに，推進体制の充
実を図ります。

・庁内における「男女共同参画推進
員」の配置

男女共同

参画課
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（３）多様な生涯学習の機会の提供

市民の身近な場において，男性や若者も参加しやすい工夫を行いながら，幅広い世

代に向けてセミナー・講座等を開催するなど，さまざまな媒体や多様な機会の活用を

通して学習の場の提供に努め，男女平等と男女共同参画を身近な問題として認識でき

るよう理解の促進に努めます。

① 男性や若者も参加しやすい講座・セミナー等の開催

② 公民館における講座の充実

（４）男女共同参画に関する調査・研究の推進と情報収集・提供

男女共同参画に関する情報や資料を収集し，その情報を広く市民に多様な手段で提

供し，男女共同参画に対する市民の意識を高めます。

① 男女共同参画に関する情報の収集・提供

施策の内容 関連事業 所管

開催日時の工夫等，男性や若者も参加しや
すい学習の場を提供し，男女共同参画の意
義についての理解を促進します。

・男性や若者を中心としたセミナ
ー・講座の開催

男女共同
参画課

施策の内容 関連事業 所管

地域にもっとも身近な生涯学習施設であ
る公民館において，男女平等と男女共同参
画の意識浸透につながる事業を関連部署
と連携しながら，展開することにより，啓
発活動に努めます。

・各種講座・講演会の実施
市民学習
センター

施策の内容 関連事業 所管

図書館などにおいて，男女共同参画に関す
る書籍や資料の収集・貸出・特集を行うこ
とにより，市民の意識啓発を行います。

・資料収集・提供 中央図書館

・図書室での書籍の収集・貸出
市民学習
センター

市民及び事業所を対象に，男女共同参画に
関するアンケートを実施し，結果をホーム
ページや冊子により公表し啓発を図ると
ともに，ダイジェスト版を各種講座などで
啓発資料として活用します。

・市民及び事業所を対象に行った男
女共同参画に関するアンケート結
果の公表と活用

男女共同
参画課

国・県・他都市等の男女共同参画に関する
資料等について情報収集し，ホームページ
等を通して情報提供を行います。

・男女共同参画に関する情報収集
・提供

男女共同
参画課

・書籍の収集・貸出

男女共同
参画推進
センター

人権や男女平等・男女共同参画に関するＤ
ＶＤ・ビデオの貸出を行います。

・人権啓発ＤＶＤ・ビデオの購入・貸
出及び啓発冊子の作成，配布 人権推進室
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重点目標２ 多様性の理解促進，人権の尊重

【めざす方向】

私たちが普段何気なく見かける広告や映像などには，男性を中心としてきた社会の

仕組みや無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス※）につながる表現が含まれて

いることがあります。

教育現場やメディア等において人権，男女平等・男女共同参画に配慮した表現を推

進し，性的マイノリティ※や外国にルーツを持つ人々など，さまざまな背景を抱える

人々も安心して暮らせる環境の整備に取り組むとともに，理解を深めるための啓発等

を行います。

【施策の方針】

（５）メディア等における男女の人権に配慮した表現の促進

市の刊行物等において，人権侵害につながる表現がないか，性別の固定的な概念に

つながる表現がないか確認し，多様性や人権に配慮した表現の使用を推進します。

① 表現における配慮の推進

施策の内容 関連事業 所管

市の刊行物やウェブサイトにおいて，人権
や男女平等・男女共同参画に配慮した表現
を推進します。

・広報誌など市の刊行物等における
人権，男女平等・共同参画に配慮し
た表現の推進

くらしき
情報発信課

・男女共同参画の視点からの表現の
推進

男女共同
参画課

メディアやインターネット上で発信され
る情報を市民一人ひとりが主体的に評価
する能力の向上を図ります。

・情報リテラシーに関する情報提供
男女共同
参画課
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（６）性の商品化を許さない意識の浸透

人間の尊厳を傷つける性の商品化の根絶に向けて，人権侵害や犯罪を防止するため，

性の商品化を許さない意識の浸透を図ります。

① 性に起因する人権侵害や犯罪防止の啓発

（７）性的指向※・性自認※等に関する理解の促進

性的マイノリティ※の方が，その人らしさを尊重され，お互いに多様性を認め合う社

会の実現をめざし，性的指向・性自認等に対する正しい理解を広め，偏見や差別の解

消を図ることにより，社会全体が多様性を尊重し，認め合う環境づくりを進めます。

① 性的指向・性自認等に関する理解の促進

※アライ：英語の「同盟，支援」を意味する「ally」を語源とする言葉。レズビアン，ゲイ，バイ・セク

シャルなど，性的マイノリティの方を理解し支援する方のこと，またはその考え方を指す。

施策の内容 関連事業 所管

性に起因する人権侵害や犯罪を防止する
ため，広報・啓発に努め，一人ひとりを尊
重する市民意識の醸成を図ります。

・啓発パンフレットなどの作成・
配布などの啓発活動

男女共同
参画課

施策の内容 関連事業 所管

性的指向・性自認等に対する偏見や差別の
解消をめざし，性的指向等に関する正しい
知識と理解を深め，問題解決に向けた啓発
活動に取り組みます。

・人権啓発ＤＶＤ・ビデオの購入・
貸出及び啓発冊子の作成，配布
【再掲】

人権推進室

・男女共同参画推進セミナーの開催
【再掲】

男女共同
参画課

男女共同
参画推進
センター

・啓発誌「ＯＮＥ ＳＴＥＰ ＵＰ」
の配布【再掲】

・出前講座でＬＧＢＴ，ＳＯＧＩ等
について取り上げる。

・市職員向けマニュアル作成と周知

男女共同
参画課

ＬＧＢＴなど性的マイノリティの方のパ
ートナー関係を尊重するために市が公的
に証明する制度の導入を検討します。

・パートナーシップ宣誓制度の導入
の検討

・性的マイノリティの理解者（アライ※）
の普及啓発

男女共同
参画課
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② 児童生徒の性的指向※・性自認※等に関するきめ細かな対応

③ 保護者に対する教育・啓発の推進

施策の内容 関連事業 所管

性的指向・性自認に関する正しい知識を身
につけ，児童生徒へ適切に対応するための
教員研修を行います。

・教職員向け指導資料の活用

・学校園人権教育研修事業【再掲】

人権教育
推進室

性別違和を感じる児童生徒に対し，学校生
活におけるきめ細かな支援を行います。ま
た，性的指向・性自認に関して悩みを抱え
る児童生徒に対する相談体制を充実させ
ます。多様な性の在り方を正しく理解し，
互いを認め合う人権教育を推進します。

・学校園人権教育研修事業【再掲】

・人権教育の推進【再掲】

人権教育
推進室

指導課

保健体育課

施策の内容 関連事業 所管

性的指向・性自認に関する正しい知識を身
につけ，児童生徒へ適切に対応するための
保護者への教育・啓発を行います。

・保護者向け教育・啓発資料の作成
と活用

・ＰＴＡ人権教育推進事業

人権教育
推進室
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（８）外国にルーツを持つ人々への理解の促進

外国にルーツを持つ人々が安心して暮らすことができるよう環境の整備を行い，理

解を深めるための情報提供や学習機会の充実を図ります。

① 外国における男女共同参画の学習

② 外国人住民への対応

（９）国際化の中での男女共同参画の促進

互いの文化や価値観を理解し尊重する視点を持つとともに，国際感覚を育む学習や

外国人との交流の機会を提供します。

① 国際相互理解の促進

② 世界の女性を取りまく環境についての情報提供

施策の内容 関連事業 所管

外国のジェンダー※意識や男女共同参画に
ついてのセミナー等を開催します。

・男女共同参画推進セミナーの開催
【再掲】

男女共同
参画推進
センター

施策の内容 関連事業 所管

外国人住民などに向けて，生活に関わるさ
まざまな相談に対応できる相談窓口を運
営します。

・外国人相談窓口運営事業 国際課

施策の内容 関連事業 所管

さまざまな国や地域の文化を知る機会を
提供し，互いの多様性についての理解を促
進します。

・国際交流協会への支援（倉敷国際ふ
れあい広場など） 国際課

施策の内容 関連事業 所管

国・県・他都市の情報誌や男女共同参画白
書などの情報を収集し，男女共同参画推進
センターに設置するとともに，ホームペー
ジなどにおいても情報提供します。

・世界の動きの情報収集及び情報
提供

・ホームページでの情報提供

男女共同
参画課

男女共同
参画推進
センター



51

基本目標Ⅱ 性別にかかわらず誰もがいきいきと活躍する社会を創る（女性活躍推進計画）

重点目標３ ワーク・ライフ・バランス※（仕事と生活の調和）の推進

【めざす方向】

ワーク・ライフ・バランスの実現は，働くことを希望するすべての人が仕事と子育

て・介護などの生活との二者択一を迫られることなく，働き続け，能力を発揮するこ

とにつながります。

長時間労働の是正や労働生産性の向上など働き方改革を進め，性別にかかわらず働

きたい人すべてが望む働き方ができるよう，制度の周知と活用を促進するとともに，

多様なライフスタイルに応じた子育て・介護サービス等の充実に努めます。

また，新型コロナウイルス感染症の拡大により，さらに多様化したライフスタイル

に合わせてワーク・ライフ・バランスがさらに推進されるように，施策の充実を図り

ます。

【施策の方針】

（10）ワーク・ライフ・バランスの普及啓発

働き方改革や男女共同参画推進についてのセミナ－等を実施し，ワーク・ライフ・

バランスの意識を醸成します。また，市役所内においても長時間労働の是正など，ワ

ーク・ライフ・バランスの向上のための環境づくりを推進します。

① ワーク・ライフ・バランスの意識の醸成

施策の内容 関連事業 所管

ワーク・ライフ・バランスに対する社会全
体の意識を高めるとともに，働き方改革を
推進するため，事業所と働く方それぞれに
対してセミナー等を実施します。

・働き方改革啓発推進事業 労働政策課

セミナー等により，ワーク・ライフ・バラ
ンスが図られるよう，法制度の周知や意識
啓発を行います。

・男女共同参画推進セミナーの開催
【再掲】

・高梁川流域女性活躍推進事業

男女共同
参画課

男女共同
参画推進
センター

［持続可能な開発目標（SDGs※）］
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② 市職員のワーク・ライフ・バランス※の実践

（11）多様なライフスタイルに対応した子育て・介護者支援策の充実

子育てや介護と仕事や地域活動が両立できるよう，待機児童ゼロに向けた保育サー

ビスの量と質の確保や，子育て支援サービスの充実や育児・介護等の情報提供に努め

ます。

① 保育所の待機児童の解消

② 保育についてのきめ細かい情報提供

③ ファミリー・サポート・センター※の充実

※ファミリー・サポート・センター：地域において育児や介護の援助を受けたい人と行いたい人が会員と

なり，育児や介護について助け合う会員組織のこと。相互援助活動例：子どもの一時預かりや保育施設

への送迎など。

施策の内容 関連事業 所管

市職員のワーク・ライフ・バランスの向上
を図るための環境づくりを行います。

・長時間労働の是正，休暇取得推進 人事課

施策の内容 関連事業 所管

くらしき子ども未来プラン後期計画に基
づき，保育所の待機児童の解消を図りま
す。

・待機児童対策
保育・

幼稚園課

施策の内容 関連事業 所管

各社会福祉事務所に保育コンシェルジュ
を配置し，保護者の就労状況や子どもに合
った就園案内を行います。

・保育所情報の提供
保育・

幼稚園課

施策の内容 関連事業 所管

子育て家庭の負担軽減のため，ファミリ
ー･サポート･センターで，子育ての援助を
受けたい人と子育ての援助を行いたい人
の，相互援助活動の連絡・調整を行い，提
供会員の活動回数を増やすとともに，提供
会員の拡大を図り，子育てを助け合う事業
の充実を図ります。

・ファミリー・サポート・センター事
業

子育て
支援課
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④ 放課後児童クラブの充実

⑤ 子育てに関する相談・支援体制の充実

⑥ 地域の子育て支援拠点等の充実

⑦ 子育て支援ネットワークの構築

⑧ 介護に関する相談体制の充実

施策の内容 関連事業 所管

保護者が仕事等で昼間家庭にいない小学
生のために，放課後や長期休業日等に安心
して過ごす遊びや生活の場を提供し，児童
の健全育成を図ります。

・放課後児童クラブ実施事業
子育て
支援課

施策の内容 関連事業 所管

子ども家庭総合支援拠点において，すべて
の子どもとその家庭及び妊産婦等の相談
に応じ，包括的・継続的な支援を行います。

・子ども家庭総合支援拠点運営事業

【参考】子ども家庭総合支援拠点＝
子ども相談センターであるため，
既存事業を含め，当課の全事業が
該当する。例：こんにちは赤ちゃん
訪問事業等

子ども相談
センター

地域のつながりの希薄化による妊婦・母親
の孤立感・負担感解消のため，妊娠期から
子育て期にわたるまでの切れ目ない支援
を行います。

・子育て世代包括支援センター運営
事業

健康
づくり課

施策の内容 関連事業 所管

地域子育て支援拠点等を設け，親子や親同
士が集い楽しめる機会や場を提供し，子育
ての情報提供や相談体制を充実させ，子育
ての悩みや不安の解消を図ります。

・地域子育て支援拠点事業

・子育て広場開設事業

・子育てサロン

子育て
支援課

施策の内容 関連事業 所管

倉敷市子育て支援センターを中心として，
地域子育て支援拠点，児童館のネットワー
ク化を図り，それらを地域の拠点として，
母親クラブ・子育てサロン，民間団体など
の団体間のつながりを促進します。

・子育て力向上事業
子育て
支援課

施策の内容 関連事業 所管

介護負担の軽減を図るため，介護保険制度
の情報提供を行うなど，介護に関する相
談・支援を行います。

・窓口相談員の設置

・介護保険制度のパンフレットによ
る広報活動

・高齢者支援センターにおける介護
に関する相談支援

介護保険課

健康長寿課

（地域包括

ケア推進室）
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⑨ 子育てに関する情報の提供

（12）事業者等による取り組みの促進

ワーク・ライフ・バランス※の実現に向けて，多様な働き方への支援や子育て支援の

促進や女性活躍推進に関する取り組みを推進している事業所等への支援や，事業所等

における労働時間短縮の啓発を行います。

① 多様な働き方への環境整備に取り組む事業所への優遇措置

② 働き方改革を踏まえた労働時間短縮のための啓発

③ 積極的な取り組みを行っている事業所への表彰制度の実施

施策の内容 関連事業 所管

「子育てハンドブックＫＵＲＡ」や「子育
て応援マップ」を市内各所の子育て支援情
報コーナー等で配布します。また，ホーム
ページ等さまざまな媒体を通して子育て
に関する情報を提供し，多様なライフスタ
イルに対応した子育てを支援します。

・「子育て」情報発信強化事業 子育て
支援課

施策の内容 関連事業 所管

男女共同参画に関する優れた取り組みを
行う事業所を認定し，その事業所に対する
特典を設け，取り組みを推進します。

・男女共同参画推進事業所認定制度
男女共同
参画課

施策の内容 関連事業 所管

定時退庁の促進など労働時間短縮のため
の意識啓発を行います。

・市職員のワーク・ライフ・バランス推
進強化月間の実施

人事課

労働者の通勤時間の短縮や，業務の効率化
という観点から，テレワークや在宅ワーク
等の普及啓発を行うことで，労働時間の短
縮を図ります。

・働き方改革啓発推進事業【再掲】 労働政策課

市内に事業所を有する事業所等の人事担
当者へ女性活躍の推進を働きかけます。

・女性活躍推進事業
男女共同
参画課

施策の内容 関連事業 所管

事業所の子育て支援の促進を図るため，従
業員に対する仕事と子育ての両立支援に
加え，企業活動を通じた子どもと子育て家
庭への支援や，地域の子育て支援活動など
への応援を行っている事業所等に対し，表
彰を行います。

・倉敷市保健福祉功労者表彰（児童
福祉功労・事業所）

子育て
支援課
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④ 厚生労働大臣が定める女性活躍を推進する事業所認定マーク「えるぼし」及び

子育てサポート企業の認定マーク「くるみん」の普及啓発

※次世代育成支援対策推進法：次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される環境を整備するた

めに、国、地方公共団体、企業、国民が担う責務を明らかにした法律。※平成 17 年４月１日施行。

平成 26 年度末までの時限立法であったが、法改正により令和７年３月 31 日まで延長。

施策の内容 関連事業 所管

将来の安定した労働力確保のために非常

に重要な課題である女性活躍推進につい
て，「えるぼし」「くるみん」等の制度を事
業所に対して周知し，普及を図ります。

・市町雇用対策協議会運営事業

・事業所への周知

労働政策課

男女共同

参画課

一人ひとりの事情に応じた多様な働き方ができる環

境整備等に積極的に取り組む市内の事業所等を認定し，

公表することにより，事業所等における男女共同参画の

推進及び発展を図ることを目的とした制度です。

（１）性別等にとらわれない多様性のある人材活用と

制度運用

（２）仕事と家庭の両立支援

（３）女性の活躍推進

以上の３つの観点から優れた取り組みを行う事業所を

認定しています。

～倉敷市男女共同参画推進事業所認定制度～

「くるみん」は次世代育成支援対策推進法※に基づく

認定制度です。

次世代育成支援対策推進法に基づき，一般事業主行動

計画を策定した企業のうち，計画に定めた目標を達成

し，一定の基準を満たした企業は，申請を行うことによ

って「子育てサポート企業」として，厚生労働大臣の認

定（くるみん認定）を受けることができます。

～くるみん～

「えるぼし」は女性活躍推進法※に基づく認定制度です。

一定の認定基準を満たし，女性の活躍を推進している

状況が優良だと認定された企業が取得できます。

えるぼし認定を取得した企業は「女性がライフイベン

トの変化を迎えても働きやすい」「男女関係なく活躍で

きる」という認知度が高まり，女性の注目を集めています。

～えるぼし～

キーワード

キーワード

キーワード
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重点目標４ 働く場における男女共同参画の促進

【めざす方向】

すべての人がその能力を十分に発揮するために，性別を理由とする差別や不合理な

格差を解消するとともに，就労環境の確保・改善に向けた取り組みや多様な働き方を

可能とする環境づくりを進める事業所への支援や女性の起業支援を行います。

【施策の方針】

（13）雇用機会における平等の促進

事業所に対し，男女雇用機会均等法や育児・介護休業法，女性活躍推進法※の趣旨や

内容について周知・啓発を図り，男女間の賃金格差，昇進・昇格の格差の是正などに

ついて事業所などに働きかけ，性別にかかわりなく，働きやすく，能力を発揮できる

職場環境づくりを促進します。

① 事業所内の男女平等と男女共同参画の意識の醸成

② 関係法令や制度に関しての情報提供

③ 男女雇用機会均等と待遇の確保対策に対する事業所内人事担当者の意識醸成

施策の内容 関連事業 所管

事業主等へ，人権問題について正しい理解
と認識を深めるための企業への人権啓発
研修等を行います。

・労働対策関係事業 労働政策課

施策の内容 関連事業 所管

男女雇用機会均等法や育児・介護休業法，
女性活躍推進法の趣旨や内容の周知を図
るとともに，同一労働同一賃金をはじめと
した男女平等や男女共同参画に関する理
解と協力を働きかけます。

・労働対策関係事業【再掲】 労働政策課

・男女共同参画推進セミナーの開催
【再掲】

・ワーク・ライフ・バランスをテーマ
とした出前講座の開催

男女共同
参画課

施策の内容 関連事業 所管

公正採用人権啓発等を行います。 ・労働対策関係事業【再掲】 労働政策課
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④ 性別にかかわらない市職員の採用，配置等の実施

（14）就業環境の改善

新型コロナウイルス感染症の拡大を契機としたテレワークの導入やオンラインの活

用は，通勤時間の削減等だけでなく，これまでの働き方に対して，多様な可能性をも

たらしています。事業所・市民に対しテレワークの導入を働きかけるとともに，仕事

と私生活を楽しむことができる「イクボス※」を増やす取り組みを市内の事業所に普及

することで，就業環境の改善に努めます。

① テレワークの推進

② イクボスを増やす取り組みの推進

※イクボス：職場で共に働く部下・スタッフのワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の両立）を考え，

その人のキャリアと人生を応援しながら，組織の業績も結果を出しつつ，自らも仕事と私生活を楽しむ

ことができる上司（経営者・管理職）のこと。

施策の内容 関連事業 所管

性別にかかわらず，適正な採用，配置等を
行います。

・職員採用試験

・人事管理
人事課

施策の内容 関連事業 所管

事業所・市民に対して，テレワークの普及
啓発を行うことで，通勤時間の削減や長時
間労働の改善を図ります。

・働き方改革啓発推進事業【再掲】 労働政策課

事業所・市民を対象にテレワークへの理解
を推進するためのセミナーを実施します。

・女性活躍推進事業【再掲】
男女共同
参画課

施策の内容 関連事業 所管

職場で共に働く部下やスタッフのワー
ク・ライフ・バランス※を考え，その人の
キャリアと人生を応援しながら，自らも仕
事と私生活を楽しむことができる上司を
「イクボス」とし，職場の意識改革につな
がる啓発活動を行います。

・男女共同参画推進事業所認定にお
いてとくに優れた取り組みを行う
企業へのさらなる認定基準の検討

男女共同
参画課

・市管理職員への制度周知や研修実
施

・ワーク・ライフ・バランスの観点を
含む人事評価の実施

人事課
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（15）女性の就業継続と再就職の促進

性別にかかわらず働きやすい職場づくりに向けた啓発を行うとともに，女性が子育

て等をしながらも，就労の継続や再就職など多様な働き方が選択できるよう，女性の

職業能力の開発・向上に向けた支援等を行います。

① 女性が働きやすい職場環境（風土）の意識啓発

② 再就職支援のための講座の開催

③ 市職員の意識づくり

④ 保育士等からの相談体制の充実，保育士の離職防止に向けた支援

施策の内容 関連事業 所管

男女を問わない育児休業の取得や職場復
帰までの職場環境（風土）について，事業
所に向けた意識啓発を行います。

・労働対策関係事業【再掲】 労働政策課

施策の内容 関連事業 所管

再チャレンジする女性の就業能力の開
発・向上のためのセミナーを開催します。

・女性の再就職支援講座の開催

・スキルアップセミナーの開催

男女共同
参画課

施策の内容 関連事業 所管

性別にかかわらず，誰もが活躍できる共同
参画の意識を持ち，率先して，男女共同参
画社会※の実現を担えるよう，職員研修を
行います。

・職員研修の実施 職員研修所

施策の内容 関連事業 所管

保育所で働いている保育士や保育士資格
取得を希望する方からの相談や離職防止
を目的とした研修を実施します。

・倉敷市保育士・保育所支援
センター運営事業

保育・
幼稚園課
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（16）さまざまな職業への男女共同参画の促進

性別にかかわらず，自らの意思で将来の職業を選択し，生きがいを持って働くこと

ができるよう，キャリア教育や意識啓発の推進，就労環境の確保を促進します。

① 啓発誌「ＯＮＥ ＳＴＥＰ ＵＰ」の活用

② 事業主に対する正規雇用化促進についての働きかけ

③ 女性の新規就農者の確保

④ 女性消防吏員の活躍推進

施策の内容 関連事業 所管

中学２年生を対象とした啓発誌「ＯＮＥ
ＳＴＥＰ ＵＰ」を市内全中学校へ配布
し，学級活動，人権学習，総合的な学習の
時間等で活用します。

・啓発誌「ＯＮＥ ＳＴＥＰ ＵＰ」
の配布【再掲】

男女共同
参画課

・学校園人権教育研修事業【再掲】

・人権教育の推進【再掲】

人権教育
推進室

指導課

施策の内容 関連事業 所管

事業所に対して，正規雇用化促進の働きか
けを行います。

・市町雇用対策協議会運営事業
【再掲】 労働政策課

施策の内容 関連事業 所管

就農相談会等により，女性の新規就農者の
確保に努めます。

・就農促進トータルサポート事業

・農業次世代人材投資事業
農林水産課

施策の内容 関連事業 所管

女性の積極的採用や職域拡大をめざし，女
性活躍への取り組み事例を公開するなど，
啓発に努めます。

・女性消防吏員活躍推進事業 消防総務課
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（17）女性の起業支援

女性の起業を支援するため，インキュベーション※施設の運営，ネットワークづくり

の支援，相談応対，セミナー開催，低利な事業資金融資等を行います。

① くらしきベンチャーオフィスの運営

② 児島デザイナーズインキュベーションの運営

③ 起業家等のネットワークの形成支援

④ くらしき創業サポートセンターによる起業支援

⑤ 創業サポート特別資金

※インキュベーション：成立して間がない新企業に国や地方公共団体などが経営技術・金銭・人材などを

提供し育成すること。

施策の内容 関連事業 所管

創業 5年未満の起業家に，倉敷駅前の好立
地なオフィスを安価で提供するとともに，
専任のインキュベーションマネージャに
よる経営指導及び創業相談を行います。

また，女性起業家や起業をめざす女性を対
象としたセミナーや交流会を開催します。

・高梁川流域創業サポートセンター
広域連携事業

商工課

施策の内容 関連事業 所管

アパレル・デザイン関連事業に特化した創
業 5年未満の起業家に，児島産業振興セン
ター内にあり，工業用ミシン等の設備使用
も可能なオフィスや工房を安価で提供す
るとともに，専任のインキュベーションマ
ネージャによる経営指導を行います。

・児島産業振興センター運営事業 商工課

施策の内容 関連事業 所管

女性起業家，女性経営者及び起業をめざす
女性を対象とした交流会又は勉強会の開
催に要する経費の一部を補助します。

・がんばる中小企業応援事業 商工課

施策の内容 関連事業 所管

商工会議所，商工会，金融機関等で構成す
る，くらしき創業サポートセンターによる
窓口相談，起業塾の開催等により総合的な
起業支援を行います。

・高梁川流域創業サポートセンター
広域連携事業【再掲】

商工課

施策の内容 関連事業 所管

くらしき創業サポートセンターの支援等
を受けた創業 1 年未満の創業者に対して
低利な融資を行うとともに，融資に係る信
用保証料を全額補給します。

・創業者支援融資事業 商工課
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（18）女性のキャリアアップ支援

女性が自身の能力を高め，いきいきと働き続けることができるよう，女性のキャリ

アアップ・能力向上のための研修や啓発パンフレットによる情報提供などを行います。

① 非正規雇用から正規雇用への転換や再就職を希望する人に対する

各種セミナーなどの案内

② 啓発パンフレットの設置・配布

③ 働く女性のための講座開催

④ 子育てをしながら就職を希望している方への就労支援の周知

施策の内容 関連事業 所管

職場におけるスキルアップにつながる講
座やセミナーなどの広報活動を行います。

・市町雇用対策協議会運営事業

・事業所への周知

労働政策課

施策の内容 関連事業 所管

国・県の啓発チラシや起業家支援に関する
情報パンフレットを窓口に設置し，配布し
ます。

・啓発パンフレットの設置・配布

男女共同
参画推進
センター

施策の内容 関連事業 所管

女性の就業継続の促進や，労働法などの正
しい理解と認識を深めるため，パンフレッ
ト等を活用し事業所へ普及啓発を行いま
す。

・市町雇用対策協議会運営事業
【再掲】 労働政策課

女性のキャリア形成を支援する講座を実
施します。

・女性活躍推進事業【再掲】
男女共同
参画課

施策の内容 関連事業 所管

子育てをしながら就職を希望している方
に対して，キッズコーナーの設置など子ど
も連れで来所しやすい環境を整備します。
また，仕事と子育ての両立がしやすい求人
情報の提供など，総合的かつ一貫した就職
支援をおこなっているマザーズハローワ
ークを関係機関と連携しパンフレット等
により啓発周知します。

・総合的就業・生活支援事業

・マザーズハローワークの周知

労働政策課

男女共同
参画課

男女共同
参画推進
センター
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重点目標５ 家庭，地域社会における男女共同参画の促進

【めざす方向】

家庭や地域は，社会を構成するための生活の基本的な場です。家庭や地域活動にお

いて，固定的性別役割分担意識※にとらわれず，誰もがともに社会に参画できるよう，

家庭での意識改革を図るための取り組みや地域活動における男女平等と男女共同参画

意識の啓発に努めます。

【施策の方針】

（19）家庭における男女共同参画の促進

家事・育児・介護等の家庭生活への男性の参画を促進するため，男性に対する男女

共同参画への趣旨や意義についての理解促進や意識改革を図ります。

また，子育てなどに関する男女間の認識のギャップだけでなく，世代間のギャップ

の解消に向けて啓発に取り組みます。

① 家庭の教育力向上のための支援

② 男性の生活・自活能力を高めるための事業の実施

施策の内容 関連事業 所管

保護者や地域住民等を対象に，集団で学習
する「家庭教育学級」の中でも，養育者や
保護者の男女平等と男女共同参画意識を
高め，明るい家庭づくりと家庭教育力の向
上を図ります。

・家庭教育学級開設事業 生涯学習課

施策の内容 関連事業 所管

地域にもっとも身近な生涯学習施設であ
る公民館において，男性の生活・自活能力
を高めるための事業を関連部署と連携し
ながら，展開します。

・くらしき市民講座などの各種講座
の開催

・各種講座・講演会の実施【再掲】

市民学習
センター

男性の生活・自活能力を高めるための事業
を関連部署と連携しながら，展開します。

・家事・育児・介護への参画を
テーマにした講座の開催

男女共同
参画課

男女共同
参画推進
センター
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③ 子育てに関する常識の世代間ギャップの解消

（20）地域における男女共同参画の促進

多様化する地域の課題やニーズに対応していくためには多様な人材の確保が必要で

す。そのために，一人ひとりが持つ知識や経験能力を十分に発揮でき，性別や年齢に

かかわらず地域で暮らす誰もが地域社会の担い手となるよう男女共同参画の意識を啓

発します。

① 男女共同参画を推進する人材育成

② 地域で実施される啓発活動への支援

施策の内容 関連事業 所管

変化・進歩する育児に関する知識を祖父母
が学ぶ講座を開催し，子育てに関する常識
の世代間ギャップ解消に努めます。

・各種講座・講演会の実施【再掲】
市民学習
センター

変化・進歩する育児に関する知識につい
て，セミナーを開催し世代間ギャップ解消
に努めます。

・男女共同参画推進セミナーの開催
【再掲】

男女共同
参画課

施策の内容 関連事業 所管

男女共同参画を推進するため，さまざまな
分野において活躍できる人材の育成に努
めます。

・男女共同参画推進セミナーの開催
【再掲】

・男女共同参画人材バンクの周知

男女共同
参画課

男女共同
参画推進
センター

施策の内容 関連事業 所管

人権学習推進事業を通して，地域で取り組
まれる男女平等と男女共同参画意識の啓
発活動への支援に努めます。

・人権学習推進事業の実施
市民学習
センター
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③ 地域で実施される団体活動への支援

（21）男性にとっての男女共同参画の推進

男性向け講座の実施や各種制度の普及・周知により，男性の仕事と育児の両立の促

進を図るとともに，男性の家事，育児，介護への参画や育児休業等取得に関する社会

的な機運の醸成を図ります。

① 男性の家事・育児・介護への参画意識の醸成

② 男性のための円滑なコミュニケーション能力向上のための支援

施策の内容 関連事業 所管

異なる年齢の子どもたち，地域の大人がと
もに活動し，地域社会全体で子どもの育成
に取り組む子ども会を支援します。

・子ども会の支援
市民学習
センター

よりよい地域社会をつくるために婦人会
が実施する，研修会・講座・集会・活動等
の実施を支援します。

・婦人会活動の支援
市民学習
センター

コミュニティ協議会を対象とした交流会
（研修会）を開催し，地域で活躍する人に
学び合いの場を提供します。

・コミュニティ協議会の活動に対す
る支援

市民活動
推進課

団体の自主的な活動の場の提供等を行う
ことにより，男女共同参画を推進する人材
の育成や関係団体の連携が図られるよう
支援します。

・男女共同参画推進センター登録団
体への支援

男女共同

参画課

施策の内容 関連事業 所管

男性の家事・育児・介護への参画をテーマ
にした講座を開催し，意識の醸成に努めま
す。

・各種講座・講演会の実施

男女共同
参画推進
センター

施策の内容 関連事業 所管

男性を対象としたコミュニケーション能
力をアップするための講座を開催します。

・各種講座の実施【再掲】

男女共同
参画推進
センター
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③ 父親の子育てへの関わりの促進

④ 育児・介護休業制度の普及・啓発

施策の内容 関連事業 所管

父親を対象とした家事・育児への関わりを
促進する講座・イベントなどを，協働や他
事業との連携により開催します。

・各種講座・講演会の実施【再掲】

市民学習
センター

男女共同
参画推進
センター

施策の内容 関連事業 所管

育児・介護休業法等に関する正しい理解と
認識を深めるため，パンフレット等を活用
し事業所へ普及啓発を行います。

・市町雇用対策協議会運営事業
【再掲】

労働政策課

育児・介護休業法等に関する正しい理解と
認識を深めるため，市職員へ制度等の周知
徹底を図ります。

・育児・介護との両立支援ハンドブッ
クの作成・配布 人事課
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重点目標６ 政策・方針決定過程への女性の参画促進

【めざす方向】

自治会，ＰＴＡ，事業所等あらゆる分野における政策・方針決定過程への女性の参

画の拡大に向け，市においては，審議会や各附属機関の委員等への積極的な女性の登

用，女性活躍推進法※に基づく事業主行動計画の策定などに取り組みます。

また，地域活動を行う団体や事業所等に意識啓発や情報提供を行い，方針の立案及

び決定に女性の参画が拡大するよう働きかけます。

【施策の方針】

（22）行政における女性の参画促進

政策・方針決定過程に対してさらに女性の活躍が進むことは，さまざまな価値観を

反映した豊かな社会の形成につながることから，審議会や各附属機関の委員等への積

極的な女性の登用に取り組みます。

また，新型コロナウイルス感染症拡大の影響は，性別により異なるため，その違い

を踏まえた政策課題やさまざまな意見を十分反映できる市政運営に努めるとともに，

女性の活躍を推進するための取り組みを規定した行動計画を策定し，行政における女

性の参画を促進します。

① 各種審議会等の女性委員の登用の促進

② 性別にかかわらない市職員の管理職への登用

施策の内容 関連事業 所管

各種審議会等の女性委員の比率が上昇す
るよう，各種審議会等を所管している担当
課に対し，女性委員の積極的な登用を求め
ます。

・各種審議会等への女性委員の登用
を求める依頼文の送付

総務課

男女共同
参画課

男女共同参画を推進する登録人材を積極
的に審議会等において登用していくよう
働きかけます。

・男女共同参画推進人材登録制度

・審議会における女性比率の目標
及び人材登録制度の庁内周知

男女共同
参画課

施策の内容 関連事業 所管

性別にかかわらず，真に能力ある人材を管
理職に登用します。

・人事管理【再掲】

・人材育成事業
人事課
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③ 女性活躍推進法※に基づく特定事業主行動計画の策定及び公表

（23）地域活動における女性の参画促進

コミュニティ協議会，自治会，ＰＴＡ等の地域活動の場において，方針決定の場に

おける女性の登用がすすむよう，地域のあらゆる場において，啓発や情報提供を行い，

固定的性別役割分担意識※の解消を図り，多様な人材が主体的に地域活動や社会貢献

活動に参画できる環境づくりを進めます。

① コミュニティ協議会に対する支援

② 男女共同参画推進リーダーの養成

③ 男女共同参画社会※づくり功労者の表彰

施策の内容 関連事業 所管

女性職員の活躍に関する状況把握・課題分
析を踏まえ，女性の活躍を推進するための
取り組みを規定した行動計画を策定し，こ
れを公表します。また，毎年，その取り組
み状況を公表します。

・女性活躍推進法に基づく特定事業
主行動計画の策定及び公表

人事課

施策の内容 関連事業 所管

コミュニティ協議会を対象とした交流会
（研修会）を開催し，地域で活躍する人に
学び合いの場を提供します。

・コミュニティ協議会の活動に対す
る支援【再掲】

市民活動
推進課

施策の内容 関連事業 所管

男女共同参画について広く学習機会の充
実を図ったり，登録団体の支援を行ったり
することで，審議会などの方針決定の場で
活躍できる人材を養成します。

・男女共同参画推進セミナーの開催
【再掲】

・男女共同参画推進センター登録団
体への支援【再掲】

男女共同
参画課

施策の内容 関連事業 所管

男女共同参画を積極的に推進している市
民を表彰し，その取り組みを公表します。

・男女共同参画社会づくり表彰事業
（個人の部）

男女共同
参画課
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（24）事業所における女性の参画促進

女性の雇用や方針決定過程への参画，女性管理職等の積極的な登用について，事業

所の理解促進に努めます。

① 事業主に対する女性の方針決定過程への参画拡大についての働きかけ

施策の内容 関連事業 所管

セミナーや情報誌などにより管理職等へ
の女性の積極的登用について啓発します。

・市町雇用対策協議会運営事業
【再掲】 労働政策課

・男女共同参画推進事業所認定制度
【再掲】

・女性活躍推進事業【再掲】

男女共同
参画課
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基本目標Ⅲ 安心して暮らせる生活環境を創る

重点目標７ 生涯にわたる女性をはじめとした健康支援

【めざす方向】

男女がともに身体的性差に関して正しい知識を持ち，妊娠または出産などにおいて

双方がより良い協力関係を保つとともに，性と生殖に関する女性の自己決定権が尊重

され，男女がライフステージ※に応じて，それぞれの心身の健康の保持・増進ができる

よう支援します。

【施策の方針】

（25）生涯にわたる男女の健康の包括的な支援

市民が生涯にわたり健康を保持できるよう，心や体の健康に関するさまざまな情報

提供・健康相談事業を実施し，ライフステージや性差に応じた主体的な健康づくりへ

の取り組みを支援します。

① 健康相談の充実

② 母子保健施策の充実

施策の内容 関連事業 所管

心や体の悩みなどについて，窓口や電話な
どの健康相談を充実します。

・健康相談
健康
づくり課

施策の内容 関連事業 所管

母子の健康な生活を支援するため，妊娠か
ら出産子育てまでの一貫した健康診査，保
健指導，相談などのサービスを充実しま
す。

・妊産婦乳児健康診査事業
健康
づくり課

幼児の健康保持増進のために幼児健診を
実施します。

・幼児健康診査事業
健康
づくり課

［持続可能な開発目標（SDGs※）］
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③ さまざまな悩みについての相談体制の充実

④ 心の健康づくり支援

⑤ 疾病予防と健康づくりの充実

施策の内容 関連事業 所管

健康や生活の安定と自立のために，性別を
問わず必要に応じて適切な相談ができる
よう各種相談の相談時間・体制の充実を図
ります。また，専門相談員を配置するなど
質の向上や相談しやすい環境をつくりま
す。

・相談事業

・専門家によるカウンセリング

・性的マイノリティ※のための相談
窓口設置

男女共同
参画課

男女共同
参画推進
センター

施策の内容 関連事業 所管

自殺やうつ病予防など心と体の健康づく
りのための知識の普及や啓発，相談体制の
充実を図ります。

・心の健康づくり講座

・自殺予防対策事業（職域との連携
を含む）

・心の健康相談

保健課

施策の内容 関連事業 所管

性差を踏まえた心身の健康に関する正し
い知識の普及･啓発を行い生活習慣病の予
防対策を推進します。

・健診の受診機会の少ない女性への
健診機会の提供

・働く女性に配慮した健診の実施

・女性の健康づくり推進事業

・健康増進事業

健康
づくり課

栄養改善協議会へ委託し，男性料理教室を
開催することにより，バランスの良い食
事・正しい食生活の実践，健康づくりへの
意識を高めます。

・保健衛生普及事業（男性料理教室）
健康
づくり課
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（26）女性の性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス/

ライツ※）についての意識づくり

女性一人ひとりがライフデザインやキャリアデザインを描くなかで，健康を守りな

がら妊娠・出産を実現するなどさまざまな生き方を，女性自身が自由に決められるよ

う，性と生殖に関する健康・権利を啓発するとともに，妊娠期から子育て期にわたる

切れ目のない健康支援を行います。

① 安全な妊娠出産の確保

② 性感染症の予防のための正しい知識の普及

③ 出前講座の開催

④ 心と体の健康講座の実施

施策の内容 関連事業 所管

妊娠･出産期の健康管理の充実とともに，
経済的負担の軽減を図ります。
また，妊娠を望む女性への不妊治療に関す
る相談・経済的支援の充実を図ります。

・おやこ健康手帳の交付･妊婦相談の
実施

・妊婦健康診査公費負担・特定不妊
治療費助成など経済的支援の実施

・産後ケア事業

・妊産婦乳児健康診査事業【再掲】

・特定不妊治療助成事業

健康
づくり課

地域のつながりの希薄化による妊婦・母親
の孤立感・負担感解消のため，妊娠期から
子育て期にわたるまでの切れ目ない支援
を行います。

・子育て世代包括支援センター運営
事業【再掲】

健康
づくり課

施策の内容 関連事業 所管

エイズや性感染症の予防に関する啓発活
動，相談･検査を通して健康支援をします。

・エイズ・性感染症予防普及啓発活動

・エイズ・性感染症相談

・エイズ・性感染症検査

保健課

施策の内容 関連事業 所管

「いつまでも輝いて 女性の健康を応援
します」をテーマに出前講座を開催し，健
康づくりを支援します。

・健康教育・出前講座
健康
づくり課

施策の内容 関連事業 所管

女性の心と体の健康をテーマとする講座
を実施し，健康づくりについての啓発に努
めます。

・心と体の健康講座の実施

男女共同
参画推進
センター
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⑤ 女性の検診の受診勧奨

⑥ 学童・思春期における健康教育の充実

重点目標８ 困難を抱える人々への包括的な支援体制の構築

【めざす方向】

高齢者や障がい者，ひとり親等のさまざまな困難を抱える人々が，社会を支える重

要な一員として，問題・課題の解決に向けて，安心して相談できる支援体制の構築に

つなげます。

また，新型コロナウイルス感染症の拡大は，経済社会全体にも大きな影響を及ぼし，

生活に困窮する方やさまざまな困難を抱える人々にも，より深刻な影響をもたらして

いるため，一人ひとりの生活上の困りごとに寄り添った幅広い支援を行います。

【施策の方針】

（27）複合的な困難を抱える人への支援

経済状況や健康状態，社会的孤立など，個々が抱える複雑化・多様化する問題の解

決を図るため，住民，地域団体，社会福祉協議会等の福祉団体，行政が連携し，福祉

等の諸施策について，情報の提供や総合的な支援を行います。

① 生活に困窮された方に対する自立に向けた相談支援

施策の内容 関連事業 所管

女性のがん（乳がん，子宮がん）の早期発
見，早期治療の必要性を啓発します。

・健康教育・出前講座【再掲】
健康
づくり課

施策の内容 関連事業 所管

発達段階に応じた性に関する指導を通し
て，心身の機能の発達と心の健康について
指導の充実を図ります。

・保健教育の推進 保健体育課

施策の内容 関連事業 所管

生活困窮に関する相談に対して，行政の各
部署・民間団体等が連携して支援します。

・生活困窮者自立支援事業 福祉援護課



73

② 民生委員・児童委員活動の充実

③ 被保護者の健康管理支援

（28）高齢者や障がい者等の自立支援

高齢者や障がい者やその家族が，住み慣れた地域社会のなかで，安心して暮らし続

けていくために，在宅生活の継続を可能とするさまざまな支援やサービスを提供する

とともに，支援を必要としている人が支援やサービスにつながるよう情報提供を行い

ます。

また，生きがいづくり，多様な地域活動への参加や，地域での支え合いの体制づく

りを推進し，高齢者や障がい者等が健康で自立した生活を送るための支援を充実しま

す。

① 高齢者への生活支援

施策の内容 関連事業 所管

担当地区の民生委員・児童委員が生活相談
や助言，福祉サービスの情報提供や援助を
行います。

・民生委員・児童委員活動 福祉援護課

施策の内容 関連事業 所管

健診異常値を未治療のまま放置したり，生
活習慣病の治療を中断したりしている被
保護者に対し，医療機関へ受診勧奨等の健
康管理支援を行うことで，被保護者の健康
や生活の向上を図ります。

・被保護者健康管理支援事業 生活福祉課

施策の内容 関連事業 所管

援護を必要とする在宅のひとり暮らし高
齢者等に，栄養バランスに配慮した食事を
宅配するとともに，安否確認を実施し，在
宅生活を支援します。

・給食サービス事業

健康長寿課
(地域包括ケ
ア推進室)

住宅に困窮する高齢者や障がい者世帯に
対し，市営住宅入居の支援を行います。ま
た，高齢者が安心して自立した生活を営む
ことができるよう，高齢者向けの優良な賃
貸住宅の供給を促進します。

・高齢者向け優良賃貸住宅供給促進
事業

住宅課
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② 高齢者の孤立防止と活動支援

③ 高齢者の日常生活支援

④ 認知症高齢者を支える地域づくり

⑤ 高齢者の就労支援

⑥ 障がい者の日常生活支援

※ふれあいサロン：家に閉じこもりがちな高齢者等を対象に，社会参加・健康づくり・仲間づくりなどを

目的として活動する場。

施策の内容 関連事業 所管

高齢者の閉じこもりを防ぎ，外出の機会を
確保するとともに，高齢者が活動的な生活
を営めるように気軽に集える機会の拡充
を図ります。

・老人福祉センター，憩の家の活用

・老人クラブ活動助成事業
健康長寿課

・ふれあいサロン※事業

健康長寿課
(地域包括ケ
ア推進室)

施策の内容 関連事業 所管

高齢者が居宅において安心して暮らすこ
とができるよう，日常生活用具の給付等の
きめ細かなサービスを提供します。

・緊急通報装置設置等在宅福祉事業

・高齢者日常生活用具給付事業
健康長寿課

施策の内容 関連事業 所管

認知症サポーターの養成に努め，理解を促
進することにより，地域の見守り支援体制
の強化を図ります。

・認知症サポーター養成講座の開催

健康長寿課
(地域包括ケ
ア推進室)

施策の内容 関連事業 所管

ハローワーク倉敷中央に設置された「生涯
現役支援窓口」を通して，高年齢求職者に
対するチーム支援や 55 歳以上の求職者の
個別求人開拓を推進し，高齢者の就職促進
を図ります。

・総合的就業・生活支援事業

・ハローワーク生涯現役支援窓口の
周知

労働政策課

施策の内容 関連事業 所管

障がい者が自立した日常生活・社会生活を
営むことができるよう，ヘルパーの派遣，
手話通訳の派遣，補装具の給付，相談支援
等のサービスを提供します。

・コミュニケーション支援事業

・障がい者支援センター（Ⅰ型）事業

・居宅介護事業

・補装具費給付事業

障がい
福祉課
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⑦ 障がい児の支援体制の充実

⑧ 権利擁護等の充実

（29）ひとり親家庭等の自立支援

ひとり親家庭等が抱える複合的な問題に応じるために，関係機関との連携を図り，

生活支援，就業支援，経済的支援等を充実していきます。

① 児童扶養手当の支給

② 母子家庭等高等職業訓練促進給付金制度・自立支援教育訓練給付金制度

③ 母子・父子自立支援員の設置

施策の内容 関連事業 所管

相談員による一貫した支援や発達に関す
る専門相談等を行うことにより障がい児
の包括的な支援を行います。

・総合療育相談センター事業
障がい
福祉課

施策の内容 関連事業 所管

高齢者や障がい者の権利擁護に関する支
援を行います。（成年後見制度に関する相
談受付や市長申立てによる制度利用等）

・成年後見制度市長申立

・成年後見制度利用促進事業
福祉援護課

施策の内容 関連事業 所管

ひとり親家庭で 18 歳到達後最初の 3月 31
日までの児童（心身に障がいのある場合は
20 歳未満）を監護している親または養育
者に手当を支給します。

・児童扶養手当給付事業
子育て
支援課

施策の内容 関連事業 所管

母子家庭の母または父子家庭の父が，就労
に有利な特定の資格を取得するため養成
機関で修業する場合や就労を目的とした
教育訓練講座を受講する場合に，給付金を
支給します。

・母子家庭等自立支援給付金事業
子育て
支援課

施策の内容 関連事業 所管

ひとり親家庭の相談や母子父子寡婦福祉
資金の貸付相談などを受けます。

・母子・父子自立支援事業
子育て
支援課
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④ 生活の支援

⑤ 就学の支援

⑥ ひとり親家庭等に対する医療費の助成

⑦ 学習の支援

⑧ ひとり親家庭等の自立支援についての相談体制の充実

施策の内容 関連事業 所管

生活や子どもの養育が困難となった母子
家庭が安心して生活できるよう，母子生活
支援施設において自立促進のための生活
支援を実施します。

・母子生活支援施設運営事業

子ども相談
センター

子育て
支援課

住宅に困窮するひとり親家庭に対し，市営
住宅入居の支援を行います。

・ひとり親家庭支援事業 住宅課

施策の内容 関連事業 所管

経済的な理由により，就学が困難な高校生，
大学生等に対し，奨学金制度を実施します。

・奨学金給付貸付事業 学事課

経済的な理由により，小・中学校に通う子ど
もの就学援助を希望する保護者に対し，学用
品や給食などの経費の一部援助を行います。

・就学援助事業 学事課

施策の内容 関連事業 所管

ひとり親家庭等の養育者と児童に対し，保
険診療による医療費の自己負担分の一部
を助成します。

・ひとり親家庭等医療費助成事業 医療給付課

施策の内容 関連事業 所管

中学生を対象に高校進学に向けた学習支
援，進路相談，生活相談を行います。

・学習教室「くらすぽ」運営事業 福祉援護課

小学生のいる家庭等を対象に，専門支援員
が家庭訪問を行い，生活習慣・学習習慣の
習得に向けた支援を行います。

・小学生等訪問型学習・生活支援事業 福祉援護課

施策の内容 関連事業 所管

困難を抱える家庭が安心して生活できるよ
う，スクールソーシャルワーカーの派遣を県
に依頼し，学校生活上のことや家庭のこと等
の保護者や児童生徒の相談支援を行います。

・スクールソーシャルワーカーを活
用した行動連携推進事業

指導課

ひとり親家庭の自立について相談支援を
行います。

・相談事業【再掲】

男女共同
参画推進
センター
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重点目標９ 防災・復興対策における男女共同参画の促進

【めざす方向】

平成 30 年 7 月豪雨による甚大な被害が生じた真備地区の状況を踏まえ，さまざま

な立場の人に配慮した防災意識の向上や，平常時からの男女共同参画の視点を取り入

れた防災・復興対策を促進します。

【施策の方針】

（30）防災・復興対策における男女共同参画の促進

女性と男性のニーズの違いや，性的指向※・性自認※に配慮した避難所運営や避難所

運営マニュアルの作成に努めるとともに，自主防災組織や消防団員などの防災活動へ

の女性の参画を促し，平常時からの男女共同参画の視点を取り入れた防災・復興対策

に取り組みます。また復興対策において，障がい者，高齢者，女性等の意見が反映さ

れるよう環境整備に努めます。

① 地域防災計画等への男女共同参画の視点の反映

② 避難所運営及び避難所運営マニュアル等への男女共同参画の視点の反映

③ 自主防災組織への男女共同参画の促進

※パブリックコメント：行政の政策立案過程で国民の意見を募る制度（意見公募手続き）。2005 年 6 月の

行政手続法の改正で新設された。行政機関がホームページなどを通じて素案を公表し，国民が，電子メ

ール，郵便などの方法で意見を提出する。

施策の内容 関連事業 所管

パブリックコメント※等で女性をはじめと
した多様な意見を集約し，地域防災計画等
へ反映させます。

・パブリックコメントの実施 危機管理課

施策の内容 関連事業 所管

災害から受ける影響やニーズに関する性
別による相違点や性的マイノリティ※への
配慮といった内容を避難所運営マニュア
ルに盛り込み，周知を図ります。また,避難
所運営におけるハラスメント防止に取り
組みます。

・男女共同参画の視点に立った避難
所運営とマニュアルの策定

防災推進課

男女共同

参画課

施策の内容 関連事業 所管

出前講座等により，自主防災組織，地域で
の防災活動への女性の参画を働きかけま
す。

・自主防災組織育成事業 防災推進課
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④ 女性消防団員の入団促進

⑤ 防災士の育成

⑥ 男女共同参画の視点の必要性への啓発

⑦ 災害の経験を活かした男女共同参画の視点からの防災・復興の調査研究

災害対応力を強化する女性の視点

～男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン～

これまで，災害対応において，女性の参画が十分

に確保されず，女性と男性のニーズの違いなどが配

慮されないといった課題が生じてきました。

こうした観点から，令和２年５月に，内閣府男女

共同参画局から「災害対応力を強化する女性の視点

～男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライ

ン～」が示されました。

このガイドラインには，地方公共団体や自主防災

組織などが，平常時からの災害の備えや災害発生時

において，男女共同参画の視点から取り組むべき事

項が掲載されています。

内閣府男女共同参画局のホームページで確認で

きます。

施策の内容 関連事業 所管

市民の防災力向上のため，女性団員を中心
にさらなる啓発活動の充実に努めます。

・火災等に関する予防啓発活動の拡
充

消防総務課

施策の内容 関連事業 所管

防災士育成講座を実施し，男女共同参画の
視点も取り入れた防災活動についての啓
発を行います。

・防災士育成講座の実施 防災推進課

施策の内容 関連事業 所管

災害に備え，平常時から男女共同参画の視
点の必要性等について啓発し,意識改革を
進めます。

・男女共同参画推進セミナーの開催

・出前講座の開催

男女共同

参画課

施策の内容 関連事業 所管

真備復興計画の事業評価や他市の先進事
例等の調査・研究を行います。

・真備復興計画の事業評価の研究

・他市の先進事例等の調査・研究

男女共同

参画課
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基本目標Ⅳ あらゆる暴力を防止する社会を創る（ＤＶ※防止計画）

重点目標10 あらゆる暴力の根絶

【めざす方向】

暴力は，犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であり，それが社会的な問題であ

るという認識を広く浸透・徹底させるため，実態に即した相談や啓発を行います。

また，学校教育の場で暴力の根絶に向けた人権教育を行うとともに，職場における

セクシュアル・ハラスメント※やマタニティ・ハラスメント※等を防止するため，相談

窓口の周知や対応策に関する情報提供を行うことにより，事業所や市民に対する啓発

活動を促進します。

【施策の方針】

（31）ＤＶを防止する教育・啓発の推進

関係機関と連携し，ＤＶは児童虐待も含む重大な人権侵害であるという認識を高め，

若年層を含め，幅広い世代に対して正しい知識と理解を深めるための教育，広報や啓

発活動を推進します。

① 幼児期からの教育をはじめとした暴力を容認しない社会環境整備

※マタニティ・ハラスメント：妊娠・出産・育休などを理由とする，解雇・雇い止め・降格などの不利益

な取り扱いを行うこと。

施策の内容 関連事業 所管

男女平等観が形成される人権教育を推進
します。

・人権教育の推進【再掲】
保育・
幼稚園課

・学校園人権教育研修事業【再掲】

・人権教育の推進【再掲】

人権教育
推進室

指導課

学校においては，性別にかかわらず，自分の性
を大切にするとともに相手の性も尊重するよ
う，発達段階に応じてデートＤＶ※について
学習する時間を設けるなど，自分のことと
して考える機会となるよう努めます。

また，デートＤＶ被害者が最初に相談する
相手として，親しい友人や保護者を選んで
いる傾向もあり，若者やその保護者にパン
フレット等の配布を行うなど，普及啓発を
推進し，デートＤＶの防止に努めます。

・学校園人権教育研修事業【再掲】

・ＰＴＡ人権教育推進事業【再掲】

・中学・高等学校におけるデートＤＶ防
止講演会の開催

人権教育
推進室

・性に関する指導 指導課

・青少年の補導及び相談活動
青少年育成
センター

・人権擁護委員等との協働によるデ
ートＤＶをテーマとした出前講
座の開催。

男女共同
参画課

［持続可能な開発目標（SDGs※）］



80

② 発生防止及び抑制に向けた啓発の推進

施策の内容 関連事業 所管

パンフレットやリーフレット等による周
知と人権啓発広報誌，報道機関等による人
権尊重の意識啓発を行うとともに，イベン
トや講座等による啓発を行います。

・ＤＶ※防止に関する啓発パンフレ
ットの作成・配布

・ＤＶ防止講座などの開催

・ＤＶ防止の出前講座の開催

・ＤＶ防止の啓発ビデオ等の収集・
提供

・高校においてデートＤＶ※の啓発
チラシ設置，ポスター掲示

男女共同
参画課

ＤＶは人権を侵害する行為であるという
理解を深め，その発生を防止し，早期に発
見するため広く市民への意識啓発を行い
ます。

・ＤＶパネル展（共催）
男女共同
参画課

「女性に対する暴力根絶のためのシンボ
ルマーク※（パープルリボン※）」による啓
発活動を男女共同参画推進センター及び
隣保館において実施します。

・パープルリボン運動

男女共同
参画課

男女共同
参画推進
センター

人権推進室

「子どもの虐待防止のためのシンボルマ
ーク（オレンジリボン※）」と「女性に対す
る暴力根絶のためのシンボルマーク（パー
プルリボン）」を連携した啓発を実施する
ことにより，啓発効果の向上を図ります。

・オレンジリボン運動

・パープルリボン運動【再掲】

男女共同
参画課

子ども相談
センター
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（32）性暴力を防止する教育・啓発の推進

性犯罪・性暴力の根絶に向けて，被害者にも加害者にもならないための教育・啓発

活動をはじめとした暴力を容認しない社会環境の整備を促進します。

① 暴力被害の予防教育・啓発の実施

（33）働く場におけるさまざまな暴力の防止

職場におけるあらゆるハラスメントの防止に向けて，事業所等に対し，継続的に啓

発を図り，各種ハラスメントにおける相談窓口の周知を図ることで，働きやすい環境

づくりを推進します。

① 企業内人権啓発研修の実施

② セクシュアル・ハラスメント等の講座の実施

※パワー・ハラスメント：職場において行われる①優越的な関係を背景とした言動であって，②業務上必

要かつ相当な範囲を超えたものにより，③労働者の就業環境が害されるものであり，①から③までの３

つの要素を全て満たすものをいう。

※カスタマー・ハラスメント：消費者，顧客や取引先からの悪質なクレームや不当な要求のことをいう。

施策の内容 関連事業 所管

児童生徒が暴力の被害者にも加害者にも
ならないよう，あらゆる性暴力を防止する
ための教育・啓発を推進します。

・学校園人権教育研修事業【再掲】
人権教育
推進室

性暴力被害についての相談窓口をチラシ，
ポスター等で周知します。

・性暴力被害相談窓口の周知

男女共同
参画課

講座，セミナー等による性暴力予防につい
て啓発します。

・講座・セミナーの開催

施策の内容 関連事業 所管

セクシュアル・ハラスメント※やマタニテ
ィ・ハラスメント※，パワー・ハラスメン
ト※，カスタマー・ハラスメント※にに関す
る事業主の意識改革につながる企業への
人権啓発研修等を実施します。

・労働対策関係事業【再掲】 労働政策課

施策の内容 関連事業 所管

事業所を対象にセクシュアル・ハラスメン
トやマタニティ・ハラスメント，パワー・
ハラスメント等の防止のための講座等を
実施し，広報・啓発に努めます。

・出前講座の実施【再掲】
男女共同
参画課
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③ セクシュアル・ハラスメント※等の相談窓口の充実

④ 職場におけるハラスメントの防止啓発

（34）加害者への対応

被害者支援の一環として重要となるＤＶ※加害者更生プログラム実施にあたり，先

進事例の研究や民間団体と協働しての実施を検討します。

① 加害者更生プログラム実施のための基盤づくり

施策の内容 関連事業 所管

セクシュアル・ハラスメントやマタニテ
ィ・ハラスメント※，パワー・ハラスメン
ト※等の相談窓口の充実に努めます。

・セクシュアル・ハラスメント等

の相談窓口の充実

・各種ハラスメントの相談窓口の

周知

男女共同
参画課

男女共同
参画推進
センター

施策の内容 関連事業 所管

職場におけるハラスメント等の防止に向
けて，事業所に対してパンフレット等を活
用し，継続的に普及啓発を図ります。

・市町雇用対策協議会運営事業

【再掲】
労働政策課

・啓発チラシの配布
男女共同
参画課

・市職員を対象とするハラスメン

ト対策整備事業
人事課

施策の内容 関連事業 所管

ＤＶ加害者の更生をめざしたプログラム
に関する先進事例を研究するとともに，民
間団体と協働してプログラムの実施を検
討します。

・加害者更生プログラム実施に向

けた研究

男女共同
参画課
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重点目標11 被害者の早期発見・早期対応と自立支援

【めざす方向】

ＤＶ※を防止し，被害者の早期発見，早期対応を図るため，暴力防止のための広報・

啓発を進めるとともに，相談窓口の周知を図り，相談支援体制の充実と周知を図りま

す。

また，新型コロナウイルス感染拡大により，生活不安やストレスによるＤＶ被害等

の増加，深刻化が懸念されていることから，一人ひとりの状況に応じた相談や周知・

啓発を行います。

さらに，被害者支援のための相談事業等については，ＤＶ被害者だけでなく，子ど

もの安全にも配慮し，民間団体や関係機関との連携強化に努め，被害者や被害者家族

の自立支援につなげていきます。

【施策の方針】

（35）被害者の早期発見と相談体制の充実

被害者の早期発見，早期対応を図るため，外国人や障がい者等にも配慮した相談業

務を実施します。また，相談や支援にかかわる職員の専門性の向上を図り，被害者の

立場に立った相談対応に努めます。

また，新型コロナウイルスの感染拡大など，非常時にも相談しやすい体制を構築し

ていきます。

① 被害者の早期発見

施策の内容 関連事業 所管

「民生委員・児童委員協議会」や民間団体
に，早期発見や通報などの働きかけを行い
ます。

・民生委員・児童委員活動【再掲】 福祉援護課

・民生委員・児童委員協議会への
働きかけ

・民間団体との連携

男女共同
参画課
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② 被害者相談の実施

③ 相談体制の充実

施策の内容 関連事業 所管

ＤＶ※被害者からの相談を受けるととも
に，必要な助言，情報提供を行います。

・市民相談 生活安全課

・家庭児童相談事業

・児童虐待防止事業

子ども相談
センター

・青少年相談活動
青少年育成
センター

・相談事業（配偶者暴力相談支援
センター※）【再掲】

男女共同
参画課

男女共同
参画推進
センター

高齢者に関する相談を受けるとともに，必
要な助言，情報提供を行います。

・高齢者支援センター運営事業

健康長寿課
(地域包括ケ
ア推進室)

施策の内容 関連事業 所管

相談員の資質向上等，配偶者暴力相談支援
センターとしての機能の充実を図ります。

・相談員の資質向上のための研修等
への参加

・弁護士，臨床心理士によるスーパー
バイズの実施

男女共同
参画課

男女共同
参画推進
センター

外国人住民などのＤＶ被害者へ他機関が
行う多言語での相談窓口などの情報提供
を行います。

・他機関の多言語相談窓口などの情
報提供

国際課

外国人住民などのＤＶ被害者からの相談
を受け付け，庁内の適切な窓口と連携しま
す。

・外国人相談窓口運営事業
【再掲】

国際課

窓口案内等や点字による情報提供を行い
ます。

・障がい者ガイドＢＯＯＫの配布
障がい
福祉課

障がい者などが相談しやすい相談体制を
整備します。

・障がい者相談員設置事業
障がい
福祉課

被害者を早期に発見するためにＤＶの相
談機関の周知を図ります。

・ＤＶ相談カードの作成・配布
男女共同
参画課
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④ 地域の健全育成活動及び情報収集

⑤ 防犯・安全対策の強化

施策の内容 関連事業 所管

中学校区ごとに委嘱している少年補導委
員による地域の健全育成活動及び情報収
集を行います。

・少年補導委員活動
青少年育成
センター

施策の内容 関連事業 所管

岡山県警察不審者情報をもとに，青色パト
ロールカーで周辺を重点的に巡回すると
ともに，警察など関係機関からの情報収集
を行います。

・青色回転灯設置パトロール車活動

生活安全課

青少年育成
センター
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（36）被害者の安全確保と自立支援

被害者の状況と意向に配慮しながら，必要に応じて関係機関と連携して，被害者の

安全確保を図ります。

また，被害者が地域で自立した生活を送れるよう，さまざまな支援を行います。

① 被害者の安全確保

施策の内容 関連事業 所管

緊急時の安全な避難場所を提供します。
・一時緊急避難場所の提供

・保護施設に避難する際の同行支援

男女共同
参画課

男女共同

参画推進

センター

県や他市町村と連携し，安全・安心な生活
環境を提供します。

・母子生活支援施設広域入所事業
子ども相談
センター

・民間の避難施設利用
男女共同

参画課

同伴家族である子どもへの支援を行いま
す。

・母子生活支援施設広域入所事業
【再掲】

・児童虐待の早期発見

・保育所等での支援

・関係機関との連携

子ども相談
センター

保育・
幼稚園課

健康
づくり課

指導課

介護等が必要な高齢者を同伴している場
合の支援を行います。

・生活支援ショートステイ事業

・介護保険サービスについての情報
提供と相談体制の整備

福祉援護課

介護保険課
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② 被害者の自立を支援する環境整備

施策の内容 関連事業 所管

住宅に困窮する被害者に対し，市営住宅入
居の支援を行います。

・ＤＶ※被害者支援事業 住宅課

民間賃貸住宅への入居支援を行います。 ・生活保護の相談・実施 生活福祉課

就職のための情報提供，技能・資格を身に
つけるなどの就業支援講座を開催します。

・職業情報の提供 労働政策課

・女性の再就職支援講座の開催

男女共同
参画課

男女共同
参画推進
センター

事業所等に雇用への協力を働きかけ，被害
者に就業に関する情報提供を行います。

・市町雇用対策協議会運営事業【再
掲】

・総合的就業・生活支援事業【再掲】
労働政策課

・事業所等への雇用協力依頼及び
被害者への情報提供

男女共同
参画推進
センター

各種保健福祉制度に関する情報提供を行
います。

・各種福祉制度の情報提供 福祉援護課

・障がい者ガイドＢＯＯＫの配布
【再掲】

障がい
福祉課

・家庭児童相談事業【再掲】

・児童虐待防止事業【再掲】

子ども相談
センター

生活困窮者に対して自立に向けての相談
支援を行います。

・生活困窮者自立支援事業【再掲】 福祉援護課

医療機関との連携による被害者の心の支
援を行います。

・関係機関との連携による個別支援
健康
づくり課

住民基本台帳事務におけるＤＶ・ストーカ
ー行為・児童虐待等の被害者の保護のため
の支援を行います。

・住民基本台帳事務における
支援措置

市民課

同伴児童について，教育・保育関係者へ周
知します。

・児童虐待対応

保育・
幼稚園課

指導課
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（37）関係機関との連携強化と民間団体等との協働

被害者支援について，一人ひとりが抱えるさまざまな問題に寄り添いながら，早期

に適切な支援へとつなげていきます。関係機関と協議調整を行い適切な役割分担と連

携を図るとともに，民間支援団体と連携・協働し，民間支援団体がその特性を生かし

て継続的に活動できるよう積極的に協力します。

① 関係機関との連携強化と民間団体との協働

施策の内容 関連事業 所管

被害者支援について関係機関と協議調整
を行い適切な役割分担と連携を図ります。

・ＤＶ※被害者等相談支援ネットワ
ーク連絡会の開催

・児童虐待について，子ども相談セン
ター，児童相談所との連携

・関係機関相互の情報交換

・ケース検討会議

・行政と民間支援団体との連携の強
化

男女共同
参画課

男女共同
参画推進
センター

・市生活困窮者自立支援調整会議 福祉援護課

一人ひとりが抱えるさまざまな問題に寄
り添い，早期に適切な支援へと繋げていく
ことができるように，庁内・庁外の関係機
関のネットワーク強化に取り組みます。

・自殺対策ネットワーク会議 保健課
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（38）ＤＶ※が起きている家庭等の子どもへの支援の強化

子どもの見ている前で夫婦間で暴力を振るうこと（面前 DV）は子どもへの心理的

虐待にあたり，子どもの精神や行動面に深刻な影響を与えます。DV が起きている家

庭等の子どもへの支援を強化するため，関係機関等と連携し，適切な支援を行います。

① 相談体制の充実

② 関係機関との連携

③ ＤＶが起きている家庭等の子どもへの心身の健康に関する支援

※要保護児童対策地域協議会：児童福祉法第２５条により，要保護児童等の早期発見及びその保護を目的

として，関係機関が連携し，情報を共有しながら要保護児童等への適切な対応を図るために設置する機

関。協議会とその下に実務者会議を置き，警察，児童相談所，医師会，民生委員・児童委員，関係主管

課等で構成される。

施策の内容 関連事業 所管

それぞれの子どもの状況に応じて心のケ
アやサポート体制を整えるため，関係機関
等との連携に努めます。

・相談事業【再掲】

男女共同
参画課

男女共同
参画推進
センター

施策の内容 関連事業 所管

ＤＶが起きている家庭等で養育が心配さ
れる子どもについて，配偶者暴力相談支援
センター※と児童虐待対応部署が連携し，
包括的かつ継続的な支援を行います。

・関係機関との連携

男女共同
参画課

男女共同
参画推進
センター

子ども相談
センター

ＤＶが起きている家庭等で養育が心配さ
れる子どもについて，要保護児童対策地域
協議会※の構成機関が連携し，子どもに関
する情報や支援方針を共有し，適切な支援
を行います。

・児童虐待防止事業【再掲】
子ども相談
センター

施策の内容 関連事業 所管

ＤＶが起きている家庭等をはじめ，住民票
がなくても居住していることが明らかな
場合は，予防接種や健診等のサービスを提
供したり，保健師が健康相談に応じたりし
ます。

・相談事業【再掲】

・妊産婦乳児健康診査事業【再掲】

・幼児健康診査事業【再掲】

健康
づくり課

・予防接種事業 保健課
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第５章 計画の推進と推進体制の整備

１ 計画の進行管理と評価の実施

本計画の実効性を確保するために，庁内においては，男女共同参画課が中心となり

計画の進捗状況を定期的に確認し計画の進行管理を行います。また，国や県等の関係

機関と連携を図り，各主体の取り組み状況の把握に努めます。

本計画をより実効性のあるものとするためには，施策の効果等を検証・評価し，必

要に応じて実施方法などを見直していくことが重要となります。計画の評価にあたっ

ては，市男女共同参画審議会での審議のほか，関連計画などを策定している市関係部

局等とも連携を図り，計画最終年度においては，第６章の評価指標と目標値や事業の

評価，見直しを行います。

なお，評価結果については，男女共同参画審議会において毎年度，評価，審議を行

い，結果の共有を全庁で図ることにより，次年度以降の施策の推進へ生かします。ま

た，必要に応じて「倉敷市人権施策推進本部」及び「倉敷市人権施策推進会議」での

協議を行うこととしています。

※庁内推進体制

庁
内
関
係
部
署

市
男
女
共
同
参
画
審
議
会

計画・実績

の報告

評価・助言

男
女
共
同
参
画
課

相談・助言

計画・実績

の報告
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２ 計画の推進体制

（１）庁内推進体制の充実

男女共同参画の推進は，行政のあらゆる分野にかかわっています。本計画では特に

かかわりの深い取り組みを掲載していますが，すべての組織，職員が男女共同参画の

視点をもって業務を遂行することが重要となります。

組織としては，男女共同参画施策の事業評価を毎年行い，担当課が抱える課題につ

いて男女共同参画課が個別に相談に応じるなど，指標達成に向けた事業展開を連携し

て行います。

本計画の実効性を担保するため，計画の進行管理と，職員の男女共同参画意識の向

上を目的に，男女共同参画に関わる部署に「男女共同参画推進員」の配置を検討しま

す。

（２）市民，事業者等との連携の推進

本計画の推進を着実なものにするためには，市民・地域・事業所の理解と協力のも

とに計画を推進し，市民一人ひとりや事業所等がその意義を十分に理解し，自らのこ

ととして取り組むことが重要です。

本市では，本計画を総合的・効果的に推進するため，「倉敷市男女共同参画条例」に

基づき，市民・事業者等がそれぞれの役割を担い男女共同参画社会の実現に向けて，

相互に連携を図ります。

また，ＮＰＯなどの市民団体との連携，協働を図ることで，より細かなニーズや行

政の支援が届きにくい困りごとなどへの対応を図ります。

（３）国，県，他都市との連携及び協力

本市の男女共同参画の取り組みは，国際的な動きや国，県の動きと連動しながら進

めてきました。今後も本計画を進めるうえで，国，県及びその他関係機関に対して，

必要な働きかけを行っていきます。

また，男女共同参画の施策をより充実したものにしていくために，国や県等と積極

的に交流を図り，補助金なども積極的に活用し，施策の充実を図ります。
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３ 男女共同参画推進センター（ウィズアップくらしき）の充実

男女共同参画関係団体の交流の場であると同時に市民に向けた男女共同参画の推

進・啓発の場として，男女共同参画センターが男女共同参画社会※の実現に向けた活動

の拠点施設となるよう，利用者の視点に立った取り組みの工夫を行い，性別や世代を

超えた幅広い層の利用や講座事業等への参加拡大を図ります。

男女共同参画推進センター登録団体の活性化を目的に団体間の相互交流や自主的な

活動の場，学習機会の提供等を行い，男女共同参画を推進する人材の育成や関係団体

の連携が図られるよう支援します。

ＤＶ※，家庭，職場，地域などあらゆる悩みに対応できる相談窓口として適切な情報

を提供するとともに，配偶者暴力相談支援センター※の機能を生かして，関係機関と連

携した被害者保護や男女共同参画を支援する拠点施設として機能の充実・強化を図り

ます。

また，高梁川流域圏域市町との関係会議の開催や情報提供をとおして交流を深め，

圏域における中核機能の強化を図ります。
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第６章 評価指標と目標値

１ 評価指標一覧

基本目標 重点目標 評価指標
基準値

（H26）

実績値

（H31）

目標値

（R７）

Ⅰ

多
様
性
の
あ
る
社
会
を
実
現
す
る
意
識
を
醸
成
す
る

１ 男女共

同参画の促

進に向けた

意識の浸透

慣習・しきたりで，男女が

平等になっていると思う人

の割合

8.8% 9.9% 13%

学校の中で，男女が平等に

なっていると思う人の割合
29.7% 26.3% 40%

２ 多様性

の 理 解 促

進，人権の

尊重

日々の生活の中で，身の回

りの人権が大切にされてい

ると思う人の割合

50.6% 52.6% 55%

性的マイノリティ※または

ＬＧＢＴ※という言葉の意

味を知っている人の割合★

－ 67.9% 80%

地域社会の一員として生活

できていると感じている外

国人の割合★

－ 43% 50%

Ⅱ

性
別
に
か
か
わ
ら
ず
誰
も
が
い
き
い
き
と
活
躍
す
る
社
会
を
創
る

（
女
性
活
躍
推
進
計
画
）

３ ワ ー

ク ・ ラ イ

フ・バラン

ス
※
（仕事と

生 活 の 調

和）の推進

自分や家庭の事情に合った

働き方ができていると思っ

ている人の割合

65.9% 73.2% 82%

１日（平日）の平均の労働

時間が 10 時間以上の男性

の割合

19.9% 16.0% 12%

これまで育児休業を取得し

たことがある人の割合（就

学前児童の父親）

5.2% 7.9% 20%

これまで育児休業を取得し

たことがある人の割合（就

学前児童の母親）

77.4% 79.3% 91%

市の男性職員の育児休業取

得率（一般行政職）★
－ 7.1% 20%

「ワーク･ライフ・バラン

ス」について，言葉，内容

ともに知っていて，既に取

り組んでいる（又は取り組

む予定）事業所の割合

2.9% 5.1% 11%

★･･･第四次計画より新たに追加した指標
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基本目標 重点目標 評価指標
基準値

（H26）

実績値

（H31）

目標値

（R７）

保育所等の待機児童数

28 143 0 人

家族に対して必要な介護サ

ービスが受けられていると

思っている人の割合

81.0%
78.5%

（Ｈ30）
83%

働き方改革啓発推進セミナ

ーの参加者数★
－ 36 人 100 人

４ 働く場

における男

女共同参画

の促進

積極的改善措置（ポジティ

ブ・アクション※）に取り
組んでいる事業所の割合

28.6% 32.7% 39%

働いている職場が，子育て

に対する理解があると思っ

ている人の割合

53.5% 66.1% 70%

セクシュアル・ハラスメン

ト
※
を受けたことがある女

性の割合

13.9% 14.4% 10%

がんばる中小企業応援事業費

補助金女性起業家ネットワー

ク支援補助事業採択件数

－ 2件
10 件

（R3～R7 累計）

創業サポートセンターを活

用した創業者のうち女性が

占める割合★

－ 23.8% 30%

全消防吏員数に対する女性

消防吏員数の割合★
－ 2.0% 5%

５ 家庭，

地域社会に

おける男女

共同参画の

促進

家庭の中で，男女が平等に

なっていると思う人の割合
42.8% 41.8% 50%

地域の中で，男女が平等に

なっていると思う人の割合
17.6% 21.2% 25%

「男は仕事，女は家庭」と

いう考え方に同感しない人

の割合

42.7% 51.6% 63%

家庭教育学級参加者数 13,429 人 6,026 人 10,000 人

人権学習推進事業参加者数 人 51,489 人 65,000 人

子育てを家族で協力して行

っている人の割合（就学前

児童の保護者）

84.3% 86.1% 92%

子育てを家族で協力して行

っている人の割合（小学校

の保護者）

84.3% 86.1% 92%

★･･･第四次計画より新たに追加した指標
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基本目標 重点目標 評価指標
基準値

（H26）

実績値

（H31）

目標値

（R７）

６ 政策・

方針決定過

程への女性

の参画促進

市の審議会等の女性委員比

率（地方自治法第 202 条の

３に基づく審議会等のうち

広域除く）

29.6% 30.4% 40%

女性委員のいない審議会等

の数（地方自治法第 202 条

の３に基づく審議会等のう

ち広域除く）

9 4 3

市職員の女性管理職比率

（課長級相当職以上）
－ 8.7% 13%

男女共同参画人材バンク登

録者数(累計）
101 140 240

Ⅲ

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
生
活
環
境
を
創
る

７ 生涯に

わたる女性

をはじめと

した健康支

援

乳がん検診受診率（市検診

対象者に対する率）
22.6%

20.0%

（Ｈ30）
30%

子宮頸がん検診受診率（市

検診対象者に対する率）
20.8%

17.1%

（Ｈ30）
30%

男性料理教室の開催回数★ － 56 回 65 回

８ 困難を

抱える人々

への包括的

な支援体制

の構築

地域やコミュニティの中

で，困っているときに相談

できる人がいると思ってい

る人の割合

45.2% 48.4% 55%

倉敷市生活自立相談支援セ

ンターの新規相談受付件数

★

－ 1,917 件 2,000 件

ふれあいサロン※の実施箇

所数★
－ 275 箇所 320 箇所

中学生等への学習支援にお

ける利用決定者数の累計★
－ 105 人 560 人

中学生等への学習支援にお

ける高校進学者数の累計★
－ 36 人 210 人

★･･･第四次計画より新たに追加した指標
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基本目標 重点目標 評価指標
基準値

（H26）

実績値

（H31）

目標値

（R７）

９ 防災・

復興対策に

おける男女

共同参画の

促進

防災士育成講座受講者数

女性の累計の割合★
18.7% 18.5% 20%

防災士合格者の女性の累

計★
－ 63 人 80 人

自主防災組織等への出前

講座・講演会・研修の開

催回数★

－ 109 回 110 回

Ⅳ

あ
ら
ゆ
る
暴
力
を
防
止
す
る

社
会
を
創
る

（
Ｄ
Ｖ
※

防
止
計
画
）

10 あらゆ

る暴力の根

絶

「ＤＶを受けたことがあ

る」と答えた人（女性）

の割合

8.9% 6.4% 4%

ＤＶに関する相談窓口を

知っている市民の割合★
－ － 60%

11 被害者

の 早 期 発

見・早期対

応と自立支

援

ＤＶ被害者で，相談した

ことがある人のうち，公

の相談窓口へ相談したと

答えた人

32.1% 23.5% 40%

★･･･第四次計画より新たに追加した指標
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第＊章 参考資料

１ 第四次倉敷市男女共同参画基本計画の策定経過

倉敷市男女共同参画審議会 倉 敷 市 議会及び市民

令和元年８月 16 日

～９月 17 日

＊男女共同参画に関するアンケー
ト実施（市民・事業所）

令和２年４月 14 日

＊市長から諮問（倉敷市男女共同参

画基本計画の策定について）

＊第１回倉敷市男女共同参画審議会
・次期（第四次）計画にかかる策
定要領及び策定までのスケジュ
ールについて審議

令和２年６月２日

＊第１回ワーキンググループ会議
・現行（第三次）計画の概要及び
達成状況について報告

・現行ＤＶ防止計画の概要及び
男女共同参画に関するアン
ケート結果について報告

・次期（第四次）計画にかかる策
定要領，策定スケジュールにつ
いて報告

令和２年７月１日

＊第２回ワーキンググループ会議
・SWOT分析からの重点課題の検
討について協議

・本市骨子（案）について協議
・パートナーシップ制度導入に
ついて協議

令和２年７月 21 日

＊第２回倉敷市男女共同参画審議会
・現行（第三次）計画の進捗状
況について報告

・国の次期計画骨子（案）につい
て報告

・本市の現状と課題を整理
本市骨子（案）について審議

令和２年８月 31 日

＊第３回ワーキンググループ会議
・7/21 開催の審議会での委員
意見について報告

・計画策定事業照会シートの照
会結果について協議

・評価指標・素案に係る作業に
ついて協議

令和２年９月 29 日

＊第３回倉敷市男女共同参画審議会
・次期（第四次）倉敷市男女共
同参画基本計画の素案につい
て協議

令和２年 11 月 10 日

＊第４回ワーキンググループ会議
・9/29 開催の審議会での委員
意見について報告

・男女共同参画基本計画の素案
について協議

令和２年 10 月 29 日

＊第４回倉敷市男女共同参画審議会
・次期（第四次）倉敷市男女共
同参画基本計画の素案につい
て協議

令和２年 11 月 16 日
＊計画素案についてパブリックコメン

ト実施
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２ 倉敷市男女共同参画審議会への諮問書，
倉敷市男女共同参画審議会からの答申書
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３ 倉敷市男女共同参画審議会委員名簿

◎会長，○副会長 倉敷市男女共同参画条例第２９条により設置

氏名 役職名 選出区分

◎眞次 浩司
ま つぐ こう じ

倉敷市立短期大学 教授

学識経験者（５名）

土居 里江
ど い り え

くらしき作陽大学音楽学部 准教授

○ 山 本 愛子
やまもと あいこ

岡山弁護士会 弁護士

荒井 佐和子
あら い さ わ こ

川崎医療福祉大学医療福祉学部臨床心理学科 講師

大 澤 貴美子
おおさわ き み こ 岡山大学 グローバル人材育成院

グローバル・ディスカバリー・プログラム 准教授

入 船 郁子
いりふね い く こ

岡山労働局雇用環境・均等室長

関係行政機関の職員

（５名）

大平 秀子

おおひら ひで こ

岡山県男女共同参画推進センター 所長

乾 知樹
いぬい ともき

倉敷市小学校長会（倉敷市立第一福田小学校長）

福 添 信子
ふくぞえ のぶ こ

倉敷市中学校長会（倉敷市立郷内中学校長）

文屋 勝
ぶん や まさる

倉敷警察署生活安全課警部補

安藤 正人
あんどう まさ と

倉敷人権擁護委員協議会 委員

関係団体から

推薦された者（４名）

真田 洋子

さな だ よう こ

倉敷市ＰＴＡ連合会 副会長

岡部 由佳
おか べ ゆ か 連合岡山 倉敷地域連絡会

（全天満屋労働組合 支部書記次長）

砂田 トシミ
すなだ と し み

倉敷市民生委員児童委員協議会 監事

板谷 利昭
いただに としあき

㈱クラレ 倉敷事業所 総務部部長

事業者から推薦された者

（３名）堂処 篤史

どう しょ あつ し

倉敷商工会議所青年部会長

日下 知章
くさ か とも あき

山陽新聞社 倉敷本社 取締役 倉敷本社代表

小野 淑子
お の よし こ

市民公募

市 民（３名）衛藤 靖乃
え とう やす の

市民公募

坂本 美恵子
さかもと み え こ

市民公募
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４ 男女共同参画社会基本法

目次
前文
第一章 総則（第一条―第十二条）
第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関す
る基本的施策（第十三条―第二十条）

第三章 男女共同参画会議（第二十一条―第二十
八条）

附則

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の

平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々な取組が、

国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められて

きたが、なお一層の努力が必要とされている。

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が

国の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上で、男女

が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別

にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮することが

できる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となってい

る。

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を

二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置付

け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策の推進を図っていくことが重要で

ある。

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を

明らかにしてその方向を示し、将来に向かって国、地方公

共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組

を総合的かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。

第一章 総則
（目的）

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会

経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実

現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形

成に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及

び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定め

ることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計

画的に推進することを目的とする。

（定義）

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義

は、当該各号に定めるところによる。

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成

員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野にお

ける活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等

に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受するこ

とができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成するこ

とをいう。

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間

の格差を改善するため必要な範囲内において、男女のい

ずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することを

いう。

（男女の人権の尊重）

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての

尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取扱

いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機

会が確保されることその他の男女の人権が尊重される

ことを旨として、行われなければならない。

（社会における制度又は慣行についての配慮）

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会にお

ける制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等を

反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立

でない影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形

成を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、

社会における制度又は慣行が男女の社会における活動

の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なものと

するように配慮されなければならない。

（政策等の立案及び決定への共同参画）

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等

な構成員として、国若しくは地方公共団体における政策

又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同し

て参画する機会が確保されることを旨として、行われな

ければならない。

（家庭生活における活動と他の活動の両立）

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女

が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の

介護その他の家庭生活における活動について家族の一

員としての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の

活動を行うことができるようにすることを旨として、行

われなければならない。

（国際的協調）

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会にお

ける取組と密接な関係を有していることにかんがみ、男

女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなけ

ればならない。

（国の責務）

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共同参画

社会の形成についての基本理念（以下「基本理念」とい

う。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合

的に策定し、及び実施する責務を有する。

（地方公共団体の責務）

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同

参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じた施策及

びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施

策を策定し、及び実施する責務を有する。

（国民の責務）

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会の

あらゆる分野において、基本理念にのっとり、男女共同

参画社会の形成に寄与するように努めなければならな

い。

（法制上の措置等）

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置

その他の措置を講じなければならない。

（年次報告等）

平成 11 年６月 23 日法律第 78 号

最終改正 平成 11 年 12 月 22 日法律第 160 号
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第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形

成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策についての報告を提出しなければな

らない。

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の

形成の状況を考慮して講じようとする男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作

成し、これを国会に提出しなければならない。

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する
基本的施策

（男女共同参画基本計画）

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男女共同

参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男

女共同参画基本計画」という。）を定めなければならな

い。

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定

めるものとする。

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策の大綱

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため

に必要な事項

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、

男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決定を求め

なければならない。

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があっ

たときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画を公表しな

ければならない。

５ 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更につい

て準用する。

（都道府県男女共同参画計画等）

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、

当該都道府県の区域における男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都

道府県男女共同参画計画」という。）を定めなければな

らない。

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項につい

て定めるものとする。

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべ

き男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的か

つ計画的に推進するために必要な事項

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共

同参画計画を勘案して、当該市町村の区域における男女

共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基

本的な計画（以下「市町村男女共同参画計画」という。）

を定めるように努めなければならない。

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又

は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更したときは、

遅滞なく、これを公表しなければならない。

（施策の策定等に当たっての配慮）

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形

成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施

するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しな

ければならない。

（国民の理解を深めるための措置）

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、

基本理念に関する国民の理解を深めるよう適切な措置

を講じなければならない。

（苦情の処理等）

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策又は男女共同参画社会の形成に影

響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理の

ために必要な措置及び性別による差別的取扱いその他

の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人

権が侵害された場合における被害者の救済を図るため

に必要な措置を講じなければならない。

（調査研究）

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参

画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究その他の

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に

必要な調査研究を推進するように努めるものとする。

（国際的協調のための措置）

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の

下に促進するため、外国政府又は国際機関との情報の交

換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相

互協力の円滑な推進を図るために必要な措置を講ずる

ように努めるものとする。

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策及び民間の団体が男女共

同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援する

ため、情報の提供その他の必要な措置を講ずるように努

めるものとする。

第三章 男女共同参画会議
（設置）

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」

という。）を置く。

（所掌事務）

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項に規定

する事項を処理すること。

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大

臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成の促進に関す

る基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議

すること。

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があ

ると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、

意見を述べること。

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策の実施状況を監視し、及び政府の施策が男女共

同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると

認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意

見を述べること。
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（組織）

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内をもって

組織する。

（議長）

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。

２ 議長は、会務を総理する。

（議員）

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大

臣が指定する者

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する

者のうちから、内閣総理大臣が任命する者

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数

の十分の五未満であってはならない。

３ 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議

員の数は、同号に規定する議員の総数の十分の四未満で

あってはならない。

４ 第一項第二号の議員は、非常勤とする。

（議員の任期）

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二年とす

る。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残任期間と

する。

２ 前条第一項第二号の議員は、再任されることができる。

（資料提出の要求等）

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要

があると認めるときは、関係行政機関の長に対し、監視

又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、

説明その他必要な協力を求めることができる。

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があ

ると認めるときは、前項に規定する者以外の者に対して

も、必要な協力を依頼することができる。

（政令への委任）

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び

議員その他の職員その他会議に関し必要な事項は、政令

で定める。

附 則 抄
（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から施行する。

（男女共同参画審議会設置法の廃止）

第二条 男女共同参画審議会設置法（平成九年法律第七号）

は、廃止する。

（経過措置）

第三条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会

設置法（以下「旧審議会設置法」という。）第一条の規

定により置かれた男女共同参画審議会は、第二十一条第

一項の規定により置かれた審議会となり、同一性をもっ

て存続するものとする。

２ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第四条第一

項の規定により任命された男女共同参画審議会の委員

である者は、この法律の施行の日に、第二十三条第一項

の規定により、審議会の委員として任命されたものとみ

なす。この場合において、その任命されたものとみなさ

れる者の任期は、同条第二項の規定にかかわらず、同日

における旧審議会設置法第四条第二項の規定により任

命された男女共同参画審議会の委員としての任期の残

任期間と同一の期間とする。

３ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第五条第一

項の規定により定められた男女共同参画審議会の会長

である者又は同条第三項の規定により指名された委員

である者は、それぞれ、この法律の施行の日に、第二十

四条第一項の規定により審議会の会長として定められ、

又は同条第三項の規定により審議会の会長の職務を代

理する委員として指名されたものとみなす。

附 則
（平成一一年七月一六日法律第一〇二号） 抄
（施行期日）

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成

十一年法律第八十八号）の施行の日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から

施行する。

一 略

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第二

十三条、第二十八条並びに第三十条の規定 公布の日

（委員等の任期に関する経過措置）

第二十八条 この法律の施行の日の前日において次に掲

げる従前の審議会その他の機関の会長、委員その他の職

員である者（任期の定めのない者を除く。）の任期は、

当該会長、委員その他の職員の任期を定めたそれぞれの

法律の規定にかかわらず、その日に満了する。

一から十まで 略

十一 男女共同参画審議会

（別に定める経過措置）

第三十条 第二条から前条までに規定するもののほか、こ

の法律の施行に伴い必要となる経過措置は、別に法律で

定める。

附 則
（平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄
（施行期日）

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成

十三年一月六日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。

一 第九百九十五条（核原料物質、核燃料物質及び原子炉

の規制に関する法律の一部を改正する法律附則の改正

規定に係る部分に限る。）、第千三百五条、第千三百六条、

第千三百二十四条第二項、第千三百二十六条第二項及び

第千三百四十四条の規定 公布の日
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５ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）

平成 27 年９月４日法律第 64 号

最終改正 令和元年６月５日同第 24 号

目次
第一章 総則（第一条―第四条）
第二章 基本方針等（第五条・第六条）
第三章 事業主行動計画等
第一節 事業主行動計画策定指針（第七条）
第二節 一般事業主行動計画等（第八条―第
十八条）

第三節 特定事業主行動計画（第十九条）
第四節 女性の職業選択に資する情報の公表
（第二十条・第二十一条）

第四章 女性の職業生活における活躍を推進す
るための支援措置（第二十二条―第二十九条）

第五章 雑則（第三十条―第三十三条）
第六章 罰則（第三十四条―第三十九条）
附則

第一章 総則
（目的）

第一条 この法律は、近年、自らの意思によって職業生

活を営み、又は営もうとする女性がその個性と能力を

十分に発揮して職業生活において活躍すること（以下

「女性の職業生活における活躍」という。）が一層重要

となっていることに鑑み、男女共同参画社会基本法（平

成十一年法律第七十八号）の基本理念にのっとり、女

性の職業生活における活躍の推進について、その基本

原則を定め、並びに国、地方公共団体及び事業主の責

務を明らかにするとともに、基本方針及び事業主の行

動計画の策定、女性の職業生活における活躍を推進す

るための支援措置等について定めることにより、女性

の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、

もって男女の人権が尊重され、かつ、急速な少子高齢

化の進展、国民の需要の多様化その他の社会経済情勢

の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現するこ

とを目的とする。

（基本原則）

第二条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生

活における活躍に係る男女間の格差の実情を踏まえ、

自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとす

る女性に対する採用、教育訓練、昇進、職種及び雇用

形態の変更その他の職業生活に関する機会の積極的な

提供及びその活用を通じ、かつ、性別による固定的な

役割分担等を反映した職場における慣行が女性の職業

生活における活躍に対して及ぼす影響に配慮して、そ

の個性と能力が十分に発揮できるようにすることを旨

として、行われなければならない。

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を

営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護その他の家

庭生活に関する事由によりやむを得ず退職することが

多いことその他の家庭生活に関する事由が職業生活に

与える影響を踏まえ、家族を構成する男女が、男女の

別を問わず、相互の協力と社会の支援の下に、育児、

介護その他の家庭生活における活動について家族の一

員としての役割を円滑に果たしつつ職業生活における

活動を行うために必要な環境の整備等により、男女の

職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可能

となることを旨として、行われなければならない。

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、

女性の職業生活と家庭生活との両立に関し、本人の意

思が尊重されるべきものであることに留意されなけれ

ばならない。

（国及び地方公共団体の責務）

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職

業生活における活躍の推進についての基本原則（次条

及び第五条第一項において「基本原則」という。）にの

っとり、女性の職業生活における活躍の推進に関して

必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければなら

ない。

（事業主の責務）

第四条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、

又は雇用しようとする女性労働者に対する職業生活に

関する機会の積極的な提供、雇用する労働者の職業生

活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備その他

の女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を

自ら実施するよう努めるとともに、国又は地方公共団

体が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関

する施策に協力しなければならない。

第二章 基本方針等
（基本方針）

第五条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活

における活躍の推進に関する施策を総合的かつ一体的

に実施するため、女性の職業生活における活躍の推進

に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定め

なければならない。

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるもの

とする。

一 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的

な方向

二 事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組に関する基本的な事項

三 女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に

関する次に掲げる事項

イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援

措置に関する事項

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環
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境の整備に関する事項

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する

施策に関する重要事項

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業生活におけ

る活躍を推進するために必要な事項

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決

定を求めなければならない。

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があ

ったときは、遅滞なく、基本方針を公表しなければな

らない。

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。

（都道府県推進計画等）

第六条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府

県の区域内における女性の職業生活における活躍の推

進に関する施策についての計画（以下この条において

「都道府県推進計画」という。）を定めるよう努めるも

のとする。

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められ

ているときは、基本方針及び都道府県推進計画）を勘

案して、当該市町村の区域内における女性の職業生活

における活躍の推進に関する施策についての計画（次

項において「市町村推進計画」という。）を定めるよう

努めるものとする。

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町

村推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。

第三章 事業主行動計画等
第一節 事業主行動計画策定指針

第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、

事業主が女性の職業生活における活躍の推進に関する

取組を総合的かつ効果的に実施することができるよう、

基本方針に即して、次条第一項に規定する一般事業主

行動計画及び第十九条第一項に規定する特定事業主行

動計画（次項において「事業主行動計画」と総称する。）

の策定に関する指針（以下「事業主行動計画策定指針」

という。）を定めなければならない。

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事

項につき、事業主行動計画の指針となるべきものを定

めるものとする。

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の

内容に関する事項

三 その他女性の職業生活における活躍の推進に関する

取組に関する重要事項

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業

主行動計画策定指針を定め、又は変更したときは、遅

滞なく、これを公表しなければならない。

第二節 一般事業主行動計画等

（一般事業主行動計画の策定等）

第八条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般

事業主」という。）であって、常時雇用する労働者の数

が三百人を超えるものは、事業主行動計画策定指針に

即して、一般事業主行動計画（一般事業主が実施する

女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関

する計画をいう。以下同じ。）を定め、厚生労働省令で

定めるところにより、厚生労働大臣に届け出なければ

ならない。これを変更したときも、同様とする。

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を

定めるものとする。

一 計画期間

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の

実施により達成しようとする目標

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推

進に関する取組の内容及びその実施時期

３ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計

画を定め、又は変更しようとするときは、厚生労働省

令で定めるところにより、採用した労働者に占める女

性労働者の割合、男女の継続勤務年数の差異、労働時

間の状況、管理的地位にある労働者に占める女性労働

者の割合その他のその事業における女性の職業生活に

おける活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活に

おける活躍を推進するために改善すべき事情について

分析した上で、その結果を勘案して、これを定めなけ

ればならない。この場合において、前項第二号の目標

については、採用する労働者に占める女性労働者の割

合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、労働時

間、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割

合その他の数値を用いて定量的に定めなければならな

い。

４ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計

画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定め

るところにより、これを労働者に周知させるための措

置を講じなければならない。

５ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計

画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定め

るところにより、これを公表しなければならない。

６ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計

画に基づく取組を実施するとともに、一般事業主行動

計画に定められた目標を達成するよう努めなければな

らない。

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が三

百人以下のものは、事業主行動計画策定指針に即して、

一般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で定めると

ころにより、厚生労働大臣に届け出るよう努めなけれ

ばならない。これを変更したときも、同様とする。

８ 第三項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事

業主行動計画を定め、又は変更しようとする場合につ

いて、第四項から第六項までの規定は前項に規定する

一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更し

た場合について、それぞれ準用する。

（基準に適合する一般事業主の認定）

第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項の規定

による届出をした一般事業主からの申請に基づき、厚

生労働省令で定めるところにより、当該事業主につい

て、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組

に関し、当該取組の実施の状況が優良なものであるこ

とその他の厚生労働省令で定める基準に適合するもの
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である旨の認定を行うことができる。

（認定一般事業主の表示等）

第十条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「認定一

般事業主」という。）は、商品、役務の提供の用に供す

る物、商品又は役務の広告又は取引に用いる書類若し

くは通信その他の厚生労働省令で定めるもの（次項及

び第十四条第一項において「商品等」という。）に厚生

労働大臣の定める表示を付することができる。

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等

に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付してはな

らない。

（認定の取消し）

第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号

のいずれかに該当するときは、第九条の認定を取り消

すことができる。

一 第九条に規定する基準に適合しなくなったと認める

とき。

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。

三 不正の手段により第九条の認定を受けたとき。

（基準に適合する認定一般事業主の認定）

第十二条 厚生労働大臣は、認定一般事業主からの申請

に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該

事業主について、女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組に関し、当該事業主の策定した一般事業

主行動計画に基づく取組を実施し、当該一般事業主行

動計画に定められた目標を達成したこと、雇用の分野

における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する

法律（昭和四十七年法律第百十三号）第十三条の二に

規定する業務を担当する者及び育児休業、介護休業等

育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

（平成三年法律第七十六号）第二十九条に規定する業

務を担当する者を選任していること、当該女性の職業

生活における活躍の推進に関する取組の実施の状況が

特に優良なものであることその他の厚生労働省令で定

める基準に適合するものである旨の認定を行うことが

できる。

（特例認定一般事業主の特例等）

第十三条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「特例

認定一般事業主」という。）については、第八条第一項

及び第七項の規定は、適用しない。

２ 特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、毎年少なくとも一回、女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する取組の実施の状況を公表しな

ければならない。

（特例認定一般事業主の表示等）

第十四条 特例認定一般事業主は、商品等に厚生労働大

臣の定める表示を付することができる。

２ 第十条第二項の規定は、前項の表示について準用す

る。

（特例認定一般事業主の認定の取消し）

第十五条 厚生労働大臣は、特例認定一般事業主が次の

各号のいずれかに該当するときは、第十二条の認定を

取り消すことができる。

一 第十一条の規定により第九条の認定を取り消すとき。

二 第十二条に規定する基準に適合しなくなったと認め

るとき。

三 第十三条第二項の規定による公表をせず、又は虚偽

の公表をしたとき。

四 前号に掲げる場合のほか、この法律又はこの法律に

基づく命令に違反したとき。

五 不正の手段により第十二条の認定を受けたとき。

（委託募集の特例等）

第十六条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業

主（一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が

三百人以下のものをいう。以下この項及び次項におい

て同じ。）が、当該承認中小事業主団体をして女性の職

業生活における活躍の推進に関する取組の実施に関し

必要な労働者の募集を行わせようとする場合において、

当該承認中小事業主団体が当該募集に従事しようとす

るときは、職業安定法（昭和二十二年法律第百四十一

号）第三十六条第一項及び第三項の規定は、当該構成

員である中小事業主については、適用しない。

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」と

は、事業協同組合、協同組合連合会その他の特別の法

律により設立された組合若しくはその連合会であって

厚生労働省令で定めるもの又は一般社団法人で中小事

業主を直接又は間接の構成員とするもの（厚生労働省

令で定める要件に該当するものに限る。）のうち、その

構成員である中小事業主に対して女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する取組を実施するための人材確

保に関する相談及び援助を行うものであって、その申

請に基づいて、厚生労働大臣が、当該相談及び援助を

適切に行うための厚生労働省令で定める基準に適合す

る旨の承認を行ったものをいう。

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定

する基準に適合しなくなったと認めるときは、同項の

承認を取り消すことができる。

４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定する募集に従

事しようとするときは、厚生労働省令で定めるところ

により、募集時期、募集人員、募集地域その他の労働

者の募集に関する事項で厚生労働省令で定めるものを

厚生労働大臣に届け出なければならない。

５ 職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の規定に

よる届出があった場合について、同法第五条の三第一

項及び第四項、第五条の四、第三十九条、第四十一条

第二項、第四十二条第一項、第四十二条の二、第四十

八条の三第一項、第四十八条の四、第五十条第一項及

び第二項並びに第五十一条の規定は前項の規定による

届出をして労働者の募集に従事する者について、同法

第四十条の規定は同項の規定による届出をして労働者

の募集に従事する者に対する報酬の供与について、同

法第五十条第三項及び第四項の規定はこの項において

準用する同条第二項に規定する職権を行う場合につい

て、それぞれ準用する。この場合において、同法第三

十七条第二項中「労働者の募集を行おうとする者」と

あるのは「女性の職業生活における活躍の推進に関す

る法律第十六条第四項の規定による届出をして労働者

の募集に従事しようとする者」と、同法第四十一条第
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https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_48_3-Pr_1
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_48_3-Pr_1
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_48_4
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_50-Pr_1
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_51
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_40
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_50-Pr_3
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_50-Pr_2
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二項中「当該労働者の募集の業務の廃止を命じ、又は

期間」とあるのは「期間」と読み替えるものとする。

６ 職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条の三の

規定の適用については、同法第三十六条第二項中「前

項の」とあるのは「被用者以外の者をして労働者の募

集に従事させようとする者がその被用者以外の者に与

えようとする」と、同法第四十二条の三中「第三十九

条に規定する募集受託者」とあるのは「女性の職業生

活における活躍の推進に関する法律（平成二十七年法

律第六十四号）第十六条第四項の規定による届出をし

て労働者の募集に従事する者」とする。

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第二

項の相談及び援助の実施状況について報告を求めるこ

とができる。

第十七条 公共職業安定所は、前条第四項の規定による

届出をして労働者の募集に従事する承認中小事業主団

体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研究の成

果を提供し、かつ、これらに基づき当該募集の内容又

は方法について指導することにより、当該募集の効果

的かつ適切な実施を図るものとする。

（一般事業主に対する国の援助）

第十八条 国は、第八条第一項若しくは第七項の規定に

より一般事業主行動計画を策定しようとする一般事業

主又はこれらの規定による届出をした一般事業主に対

して、一般事業主行動計画の策定、労働者への周知若

しくは公表又は一般事業主行動計画に基づく措置が円

滑に実施されるように相談その他の援助の実施に努め

るものとする。

第三節 特定事業主行動計画

第十九条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又は

それらの職員で政令で定めるもの（以下「特定事業主」

という。）は、政令で定めるところにより、事業主行動

計画策定指針に即して、特定事業主行動計画（特定事

業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組に関する計画をいう。以下この条において

同じ。）を定めなければならない。

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を

定めるものとする。

一 計画期間

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の

実施により達成しようとする目標

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推

進に関する取組の内容及びその実施時期

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変

更しようとするときは、内閣府令で定めるところによ

り、採用した職員に占める女性職員の割合、男女の継

続勤務年数の差異、勤務時間の状況、管理的地位にあ

る職員に占める女性職員の割合その他のその事務及び

事業における女性の職業生活における活躍に関する状

況を把握し、女性の職業生活における活躍を推進する

ために改善すべき事情について分析した上で、その結

果を勘案して、これを定めなければならない。この場

合において、前項第二号の目標については、採用する

職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の

差異の縮小の割合、勤務時間、管理的地位にある職員

に占める女性職員の割合その他の数値を用いて定量的

に定めなければならない。

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変

更したときは、遅滞なく、これを職員に周知させるた

めの措置を講じなければならない。

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変

更したときは、遅滞なく、これを公表しなければなら

ない。

６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主行

動計画に基づく取組の実施の状況を公表しなければな

らない。

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を

実施するとともに、特定事業主行動計画に定められた

目標を達成するよう努めなければならない。

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公

表）

第二十条 第八条第一項に規定する一般事業主は、厚生

労働省令で定めるところにより、職業生活を営み、又

は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事

業における女性の職業生活における活躍に関する次に

掲げる情報を定期的に公表しなければならない。

一 その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対

する職業生活に関する機会の提供に関する実績

二 その雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立

に資する雇用環境の整備に関する実績

２ 第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生労働省

令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営も

うとする女性の職業選択に資するよう、その事業にお

ける女性の職業生活における活躍に関する前項各号に

掲げる情報の少なくともいずれか一方を定期的に公表

するよう努めなければならない。

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公

表）

第二十一条 特定事業主は、内閣府令で定めるところに

より、職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業

選択に資するよう、その事務及び事業における女性の

職業生活における活躍に関する次に掲げる情報を定期

的に公表しなければならない。

一 その任用し、又は任用しようとする女性に対する職

業生活に関する機会の提供に関する実績

二 その任用する職員の職業生活と家庭生活との両立に

資する勤務環境の整備に関する実績

第四章 女性の職業生活における活躍を推進する
ための支援措置

（職業指導等の措置等）

第二十二条 国は、女性の職業生活における活躍を推進

するため、職業指導、職業紹介、職業訓練、創業の支

援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推

進するため、前項の措置と相まって、職業生活を営み、

又は営もうとする女性及びその家族その他の関係者か

https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_36-Pr_2
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_42_3
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_36-Pr_2
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_42_3
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_39
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_39
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らの相談に応じ、関係機関の紹介その他の情報の提供、

助言その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとす

る。

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の

一部を、その事務を適切に実施することができるもの

として内閣府令で定める基準に適合する者に委託する

ことができる。

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は

当該事務に従事していた者は、正当な理由なく、当該

事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

（財政上の措置等）

第二十三条 国は、女性の職業生活における活躍の推進

に関する地方公共団体の施策を支援するために必要な

財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものと

する。

（国等からの受注機会の増大）

第二十四条 国は、女性の職業生活における活躍の推進

に資するため、国及び公庫等（沖縄振興開発金融公庫

その他の特別の法律によって設立された法人であって

政令で定めるものをいう。）の役務又は物件の調達に関

し、予算の適正な使用に留意しつつ、認定一般事業主、

特例認定一般事業主その他の女性の職業生活における

活躍に関する状況又は女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組の実施の状況が優良な一般事業主

（次項において「認定一般事業主等」という。）の受注

の機会の増大その他の必要な施策を実施するものとす

る。

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業

主等の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施す

るように努めるものとする。

（啓発活動）

第二十五条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活に

おける活躍の推進について、国民の関心と理解を深め、

かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発活動を行

うものとする。

（情報の収集、整理及び提供）

第二十六条 国は、女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組に資するよう、国内外における女性の職

業生活における活躍の状況及び当該取組に関する情報

の収集、整理及び提供を行うものとする。

（協議会）

第二十七条 当該地方公共団体の区域において女性の職

業生活における活躍の推進に関する事務及び事業を行

う国及び地方公共団体の機関（以下この条において「関

係機関」という。）は、第二十二条第一項の規定により

国が講ずる措置及び同条第二項の規定により地方公共

団体が講ずる措置に係る事例その他の女性の職業生活

における活躍の推進に有用な情報を活用することによ

り、当該区域において女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組が効果的かつ円滑に実施されるよう

にするため、関係機関により構成される協議会（以下

「協議会」という。）を組織することができる。

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の

区域内において第二十二条第三項の規定による事務の

委託がされている場合には、当該委託を受けた者を協

議会の構成員として加えるものとする。

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認める

ときは、協議会に次に掲げる者を構成員として加える

ことができる。

一 一般事業主の団体又はその連合団体

二 学識経験者

三 その他当該関係機関が必要と認める者

４ 協議会は、関係機関及び前二項の構成員（以下この

項において「関係機関等」という。）が相互の連絡を図

ることにより、女性の職業生活における活躍の推進に

有用な情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図

るとともに、地域の実情に応じた女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する取組について協議を行うもの

とする。

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、

内閣府令で定めるところにより、その旨を公表しなけ

ればならない。

（秘密保持義務）

第二十八条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事

務に従事していた者は、正当な理由なく、協議会の事

務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

（協議会の定める事項）

第二十九条 前二条に定めるもののほか、協議会の組織

及び運営に関し必要な事項は、協議会が定める。

第五章 雑則
（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告）

第三十条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要

があると認めるときは、第八条第一項に規定する一般

事業主又は認定一般事業主若しくは特例認定一般事業

主である同条第七項に規定する一般事業主に対して、

報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすること

ができる。

（公表）

第三十一条 厚生労働大臣は、第二十条第一項の規定に

よる公表をせず、若しくは虚偽の公表をした第八条第

一項に規定する一般事業主又は第二十条第二項に規定

する情報に関し虚偽の公表をした認定一般事業主若し

くは特例認定一般事業主である第八条第七項に規定す

る一般事業主に対し、前条の規定による勧告をした場

合において、当該勧告を受けた者がこれに従わなかっ

たときは、その旨を公表することができる。

（権限の委任）

第三十二条 第八条、第九条、第十一条、第十二条、第

十五条、第十六条、第三十条及び前条に規定する厚生

労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところによ

り、その一部を都道府県労働局長に委任することがで

きる。

（政令への委任）

第三十三条 この法律に定めるもののほか、この法律の

実施のため必要な事項は、政令で定める。
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第六章 罰則
第三十四条 第十六条第五項において準用する職業安定

法第四十一条第二項の規定による業務の停止の命令に

違反して、労働者の募集に従事した者は、一年以下の

懲役又は百万円以下の罰金に処する。

第三十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年

以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。

一 第二十二条第四項の規定に違反して秘密を漏らした

者

二 第二十八条の規定に違反して秘密を漏らした者

第三十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月

以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。

一 第十六条第四項の規定による届出をしないで、労働

者の募集に従事した者

二 第十六条第五項において準用する職業安定法第三十

七条第二項の規定による指示に従わなかった者

三 第十六条第五項において準用する職業安定法第三十

九条又は第四十条の規定に違反した者

第三十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十

万円以下の罰金に処する。

一 第十条第二項（第十四条第二項において準用する場

合を含む。）の規定に違反した者

二 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十

条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告を

した者

三 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十

条第二項の規定による立入り若しくは検査を拒み、妨

げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、

若しくは虚偽の陳述をした者

四 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十

一条第一項の規定に違反して秘密を漏らした者

第三十八条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、

使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関

し、第三十四条、第三十六条又は前条の違反行為をし

たときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対

しても、各本条の罰金刑を科する。

第三十九条 第三十条の規定による報告をせず、又は虚

偽の報告をした者は、二十万円以下の過料に処する。

附 則 抄
（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、

第三章（第七条を除く。）、第五章（第二十八条を除く。）

及び第六章（第三十条を除く。）の規定並びに附則第五

条の規定は、平成二十八年四月一日から施行する。

（この法律の失効）

第二条 この法律は、平成三十八年三月三十一日限り、

その効力を失う。

２ 第二十二条第三項の規定による委託に係る事務に従

事していた者の当該事務に関して知り得た秘密につい

ては、同条第四項の規定（同項に係る罰則を含む。）は、

前項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、な

おその効力を有する。

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して

知り得た秘密については、第二十八条の規定（同条に

係る罰則を含む。）は、第一項の規定にかかわらず、同

項に規定する日後も、なおその効力を有する。

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用に

ついては、この法律は、第一項の規定にかかわらず、

同項に規定する日後も、なおその効力を有する。

（政令への委任）

第三条 前条第二項から第四項までに規定するもののほ

か、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で

定める。

（検討）

第四条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合

において、この法律の施行の状況を勘案し、必要があ

ると認めるときは、この法律の規定について検討を加

え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとす

る。

附 則
（平成二九年三月三一日法律第一四号） 抄
（施行期日）

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。

一 第一条中雇用保険法第六十四条の次に一条を加える

改正規定及び附則第三十五条の規定 公布の日

二・三 略

四 第二条中雇用保険法第十条の四第二項、第五十八条

第一項、第六十条の二第四項、第七十六条第二項及び

第七十九条の二並びに附則第十一条の二第一項の改正

規定並びに同条第三項の改正規定（「百分の五十を」を

「百分の八十を」に改める部分に限る。）、第四条の規

定並びに第七条中育児・介護休業法第五十三条第五項

及び第六項並びに第六十四条の改正規定並びに附則第

五条から第八条まで及び第十条の規定、附則第十三条

中国家公務員退職手当法（昭和二十八年法律第百八十

二号）第十条第十項第五号の改正規定、附則第十四条

第二項及び第十七条の規定、附則第十八条（次号に掲

げる規定を除く。）の規定、附則第十九条中高年齢者等

の雇用の安定等に関する法律（昭和四十六年法律第六

十八号）第三十八条第三項の改正規定（「第四条第八項」

を「第四条第九項」に改める部分に限る。）、附則第二

十条中建設労働者の雇用の改善等に関する法律（昭和

五十一年法律第三十三号）第三十条第一項の表第四条

第八項の項、第三十二条の十一から第三十二条の十五

まで、第三十二条の十六第一項及び第五十一条の項及

び第四十八条の三及び第四十八条の四第一項の項の改

正規定、附則第二十一条、第二十二条、第二十六条か

ら第二十八条まで及び第三十二条の規定並びに附則第

三十三条（次号に掲げる規定を除く。）の規定 平成三

十年一月一日

（罰則に関する経過措置）

第三十四条 この法律（附則第一条第四号に掲げる規定

にあっては、当該規定）の施行前にした行為に対する

罰則の適用については、なお従前の例による。

https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_41-Pr_2
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_37-Pr_2
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_37-Pr_2
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_39
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_39
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_40
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_50-Pr_1
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_50-Pr_1
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_50-Pr_2
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_50-Pr_2
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_51-Pr_1
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_51-Pr_1
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（その他の経過措置の政令への委任）

第三十五条 この附則に規定するもののほか、この法律

の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。

附 則 （令和元年六月五日法律第二四号） 抄
（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超え

ない範囲内において政令で定める日から施行する。た

だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。

一 第三条中労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇

用の安定及び職業生活の充実等に関する法律第四条の

改正規定並びに次条及び附則第六条の規定 公布の日

二 第二条の規定 公布の日から起算して三年を超えな

い範囲内において政令で定める日

（罰則に関する経過措置）

第五条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適

用については、なお従前の例による。

（政令への委任）

第六条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行

に関して必要な経過措置は、政令で定める。

（検討）

第七条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合

において、この法律による改正後の規定の施行の状況

について検討を加え、必要があると認めるときは、そ

の結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。
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６ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法）

平成 13 年４月 13 日法律第 31 号

最終改正 令和元年６月 26 日法律第 46 号

目次
前文
第一章 総則（第一条・第二条）
第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等
（第二条の二・第二条の三）

第二章 配偶者暴力相談支援センター等（第三
条―第五条）

第三章 被害者の保護（第六条―第九条の二）
第四章 保護命令（第十条―第二十二条）
第五章 雑則（第二十三条―第二十八条）
第五章の二 補則（第二十八条の二）
第六章 罰則（第二十九条・第三十条）
附則

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の

平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実現に向けた取

組が行われている。

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含

む重大な人権侵害であるにもかかわらず、被害者の救済が

必ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶者からの

暴力の被害者は、多くの場合女性であり、経済的自立が困

難である女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個人

の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げとなっている。

このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現

を図るためには、配偶者からの暴力を防止し、被害者を保

護するための施策を講ずることが必要である。このことは、

女性に対する暴力を根絶しようと努めている国際社会に

おける取組にも沿うものである。

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自

立支援等の体制を整備することにより、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。

第一章 総則
（定義）

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、

配偶者からの身体に対する暴力（身体に対する不法な

攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。

以下同じ。）又はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼ

す言動（以下この項及び第二十八条の二において「身

体に対する暴力等」と総称する。）をいい、配偶者から

の身体に対する暴力等を受けた後に、その者が離婚を

し、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当

該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する

暴力等を含むものとする。

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴

力を受けた者をいう。

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をして

いないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含み、

「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻

関係と同様の事情にあった者が、事実上離婚したと同

様の事情に入ることを含むものとする。

（国及び地方公共団体の責務）

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防

止するとともに、被害者の自立を支援することを含め、

その適切な保護を図る責務を有する。

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等

（基本方針）

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣

及び厚生労働大臣（以下この条及び次条第五項におい

て「主務大臣」という。）は、配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護のための施策に関する基本的な方針

（以下この条並びに次条第一項及び第三項において

「基本方針」という。）を定めなければならない。

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条

第一項の都道府県基本計画及び同条第三項の市町村基

本計画の指針となるべきものを定めるものとする。

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する

基本的な事項

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための

施策の内容に関する事項

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の

ための施策の実施に関する重要事項

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しよ

うとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協

議しなければならない。

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更した

ときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

（都道府県基本計画等）

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該都道

府県における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護のための施策の実施に関する基本的な計画（以下こ

の条において「都道府県基本計画」という。）を定めな

ければならない。

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定

めるものとする。

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する

基本的な方針

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための

施策の実施内容に関する事項

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の

ための施策の実施に関する重要事項

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に

即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、当該市町

村における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護
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のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この

条において「市町村基本計画」という。）を定めるよう

努めなければならない。

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町

村基本計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県

基本計画又は市町村基本計画の作成のために必要な助

言その他の援助を行うよう努めなければならない。

第二章 配偶者暴力相談支援センター等
（配偶者暴力相談支援センター）

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談

所その他の適切な施設において、当該各施設が配偶者

暴力相談支援センターとしての機能を果たすようにす

るものとする。

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設におい

て、当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとして

の機能を果たすようにするよう努めるものとする。

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護のため、次に掲げる業務を行

うものとする。

一 被害者に関する各般の問題について、相談に応ずる

こと又は婦人相談員若しくは相談を行う機関を紹介す

ること。

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は

心理学的な指導その他の必要な指導を行うこと。

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあって

は、被害者及びその同伴する家族。次号、第六号、第

五条、第八条の三及び第九条において同じ。）の緊急時

における安全の確保及び一時保護を行うこと。

四 被害者が自立して生活することを促進するため、就

業の促進、住宅の確保、援護等に関する制度の利用等

について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整

その他の援助を行うこと。

五 第四章に定める保護命令の制度の利用について、情

報の提供、助言、関係機関への連絡その他の援助を行

うこと。

六 被害者を居住させ保護する施設の利用について、情

報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助

を行うこと。

４ 前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、

又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して

行うものとする。

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに

当たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体と

の連携に努めるものとする。

（婦人相談員による相談等）

第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指

導を行うことができる。

（婦人保護施設における保護）

第五条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の保

護を行うことができる。

第三章 被害者の保護
（配偶者からの暴力の発見者による通報等）

第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった

者からの身体に対する暴力に限る。以下この章におい

て同じ。）を受けている者を発見した者は、その旨を配

偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報するよう

努めなければならない。

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当た

り、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかか

ったと認められる者を発見したときは、その旨を配偶

者暴力相談支援センター又は警察官に通報することが

できる。この場合において、その者の意思を尊重する

よう努めるものとする。

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の

規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前二項

の規定により通報することを妨げるものと解釈しては

ならない。

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当た

り、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかか

ったと認められる者を発見したときは、その者に対し、

配偶者暴力相談支援センター等の利用について、その

有する情報を提供するよう努めなければならない。

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての

説明等）

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関す

る通報又は相談を受けた場合には、必要に応じ、被害

者に対し、第三条第三項の規定により配偶者暴力相談

支援センターが行う業務の内容について説明及び助言

を行うとともに、必要な保護を受けることを勧奨する

ものとする。

（警察官による被害の防止）

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行

われていると認めるときは、警察法（昭和二十九年法

律第百六十二号）、警察官職務執行法（昭和二十三年法

律第百三十六号）その他の法令の定めるところにより、

暴力の制止、被害者の保護その他の配偶者からの暴力

による被害の発生を防止するために必要な措置を講ず

るよう努めなければならない。

（警察本部長等の援助）

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部長（道警

察本部の所在地を包括する方面を除く方面については、

方面本部長。第十五条第三項において同じ。）又は警察

署長は、配偶者からの暴力を受けている者から、配偶

者からの暴力による被害を自ら防止するための援助を

受けたい旨の申出があり、その申出を相当と認めると

きは、当該配偶者からの暴力を受けている者に対し、

国家公安委員会規則で定めるところにより、当該被害

を自ら防止するための措置の教示その他配偶者からの

暴力による被害の発生を防止するために必要な援助を

行うものとする。

（福祉事務所による自立支援）

第八条の三 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）

に定める福祉に関する事務所（次条において「福祉事
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務所」という。）は、生活保護法（昭和二十五年法律第

百四十四号）、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十

四号）、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和三十九年

法律第百二十九号）その他の法令の定めるところによ

り、被害者の自立を支援するために必要な措置を講ず

るよう努めなければならない。

（被害者の保護のための関係機関の連携協力）

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、

福祉事務所、児童相談所その他の都道府県又は市町村

の関係機関その他の関係機関は、被害者の保護を行う

に当たっては、その適切な保護が行われるよう、相互

に連携を図りながら協力するよう努めるものとする。

（苦情の適切かつ迅速な処理）

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職

員の職務の執行に関して被害者から苦情の申出を受け

たときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努める

ものとする。

第四章 保護命令
（保護命令）

第十条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生

命等に対する脅迫（被害者の生命又は身体に対し害を

加える旨を告知してする脅迫をいう。以下この章にお

いて同じ。）を受けた者に限る。以下この章において同

じ。）が、配偶者からの身体に対する暴力を受けた者で

ある場合にあっては配偶者からの更なる身体に対する

暴力（配偶者からの身体に対する暴力を受けた後に、

被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合

にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受け

る身体に対する暴力。第十二条第一項第二号において

同じ。）により、配偶者からの生命等に対する脅迫を受

けた者である場合にあっては配偶者から受ける身体に

対する暴力（配偶者からの生命等に対する脅迫を受け

た後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消さ

れた場合にあっては、当該配偶者であった者から引き

続き受ける身体に対する暴力。同号において同じ。）に

より、その生命又は身体に重大な危害を受けるおそれ

が大きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、

その生命又は身体に危害が加えられることを防止する

ため、当該配偶者（配偶者からの身体に対する暴力又

は生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚を

し、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当

該配偶者であった者。以下この条、同項第三号及び第

四号並びに第十八条第一項において同じ。）に対し、次

の各号に掲げる事項を命ずるものとする。ただし、第

二号に掲げる事項については、申立ての時において被

害者及び当該配偶者が生活の本拠を共にする場合に限

る。

一 命令の効力が生じた日から起算して六月間、被害者

の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居

を除く。以下この号において同じ。）その他の場所にお

いて被害者の身辺につきまとい、又は被害者の住居、

勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかい

してはならないこと。

二 命令の効力が生じた日から起算して二月間、被害者

と共に生活の本拠としている住居から退去すること及

び当該住居の付近をはいかいしてはならないこと。

２ 前項本文に規定する場合において、同項第一号の規

定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被

害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加え

られることを防止するため、当該配偶者に対し、命令

の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力

が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、

被害者に対して次の各号に掲げるいずれの行為もして

はならないことを命ずるものとする。

一 面会を要求すること。

二 その行動を監視していると思わせるような事項を告

げ、又はその知り得る状態に置くこと。

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場

合を除き、連続して、電話をかけ、ファクシミリ装置

を用いて送信し、若しくは電子メールを送信すること。

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六

時までの間に、電話をかけ、ファクシミリ装置を用い

て送信し、又は電子メールを送信すること。

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情

を催させるような物を送付し、又はその知り得る状態

に置くこと。

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状

態に置くこと。

八 その性的羞しゆう恥心を害する事項を告げ、若しく

はその知り得る状態に置き、又はその性的羞恥心を害

する文書、図画その他の物を送付し、若しくはその知

り得る状態に置くこと。

３ 第一項本文に規定する場合において、被害者がその

成年に達しない子（以下この項及び次項並びに第十二

条第一項第三号において単に「子」という。）と同居し

ているときであって、配偶者が幼年の子を連れ戻すと

疑うに足りる言動を行っていることその他の事情があ

ることから被害者がその同居している子に関して配偶

者と面会することを余儀なくされることを防止するた

め必要があると認めるときは、第一項第一号の規定に

よる命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者

の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられ

ることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効

力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生

じた日から起算して六月を経過する日までの間、当該

子の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住

居を除く。以下この項において同じ。）、就学する学校

その他の場所において当該子の身辺につきまとい、又

は当該子の住居、就学する学校その他その通常所在す

る場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずる

ものとする。ただし、当該子が十五歳以上であるとき

は、その同意がある場合に限る。

４ 第一項本文に規定する場合において、配偶者が被害

者の親族その他被害者と社会生活において密接な関係

を有する者（被害者と同居している子及び配偶者と同

居している者を除く。以下この項及び次項並びに第十
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二条第一項第四号において「親族等」という。）の住居

に押し掛けて著しく粗野又は乱暴な言動を行っている

ことその他の事情があることから被害者がその親族等

に関して配偶者と面会することを余儀なくされること

を防止するため必要があると認めるときは、第一項第

一号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判

所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危

害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対

し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命

令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日ま

での間、当該親族等の住居（当該配偶者と共に生活の

本拠としている住居を除く。以下この項において同じ。）

その他の場所において当該親族等の身辺につきまとい、

又は当該親族等の住居、勤務先その他その通常所在す

る場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずる

ものとする。

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未満

の子を除く。以下この項において同じ。）の同意（当該

親族等が十五歳未満の者又は成年被後見人である場合

にあっては、その法定代理人の同意）がある場合に限

り、することができる。

（管轄裁判所）

第十一条 前条第一項の規定による命令の申立てに係る

事件は、相手方の住所（日本国内に住所がないとき又

は住所が知れないときは居所）の所在地を管轄する地

方裁判所の管轄に属する。

２ 前条第一項の規定による命令の申立ては、次の各号

に掲げる地を管轄する地方裁判所にもすることができ

る。

一 申立人の住所又は居所の所在地

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又

は生命等に対する脅迫が行われた地

（保護命令の申立て）

第十二条 第十条第一項から第四項までの規定による命

令（以下「保護命令」という。）の申立ては、次に掲げ

る事項を記載した書面でしなければならない。

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する

脅迫を受けた状況

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者か

らの生命等に対する脅迫を受けた後の配偶者から受け

る身体に対する暴力により、生命又は身体に重大な危

害を受けるおそれが大きいと認めるに足りる申立ての

時における事情

三 第十条第三項の規定による命令の申立てをする場合

にあっては、被害者が当該同居している子に関して配

偶者と面会することを余儀なくされることを防止する

ため当該命令を発する必要があると認めるに足りる申

立ての時における事情

四 第十条第四項の規定による命令の申立てをする場合

にあっては、被害者が当該親族等に関して配偶者と面

会することを余儀なくされることを防止するため当該

命令を発する必要があると認めるに足りる申立ての時

における事情

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に

対し、前各号に掲げる事項について相談し、又は援助

若しくは保護を求めた事実の有無及びその事実がある

ときは、次に掲げる事項

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員

の所属官署の名称

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場

所

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第五号

イからニまでに掲げる事項の記載がない場合には、申

立書には、同項第一号から第四号までに掲げる事項に

ついての申立人の供述を記載した書面で公証人法（明

治四十一年法律第五十三号）第五十八条ノ二第一項の

認証を受けたものを添付しなければならない。

（迅速な裁判）

第十三条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件につ

いては、速やかに裁判をするものとする。

（保護命令事件の審理の方法）

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会う

ことができる審尋の期日を経なければ、これを発する

ことができない。ただし、その期日を経ることにより

保護命令の申立ての目的を達することができない事情

があるときは、この限りでない。

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに掲げ

る事項の記載がある場合には、裁判所は、当該配偶者

暴力相談支援センター又は当該所属官署の長に対し、

申立人が相談し又は援助若しくは保護を求めた際の状

況及びこれに対して執られた措置の内容を記載した書

面の提出を求めるものとする。この場合において、当

該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長

は、これに速やかに応ずるものとする。

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配

偶者暴力相談支援センター若しくは所属官署の長又は

申立人から相談を受け、若しくは援助若しくは保護を

求められた職員に対し、同項の規定により書面の提出

を求めた事項に関して更に説明を求めることができる。

（保護命令の申立てについての決定等）

第十五条 保護命令の申立てについての決定には、理由

を付さなければならない。ただし、口頭弁論を経ない

で決定をする場合には、理由の要旨を示せば足りる。

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手

方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日における言

渡しによって、その効力を生ずる。

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やか

にその旨及びその内容を申立人の住所又は居所を管轄

する警視総監又は道府県警察本部長に通知するものと

する。

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴

力相談支援センターの職員に対し相談し、又は援助若

しくは保護を求めた事実があり、かつ、申立書に当該

事実に係る第十二条第一項第五号イからニまでに掲げ

る事項の記載があるときは、裁判所書記官は、速やか

に、保護命令を発した旨及びその内容を、当該申立書
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に名称が記載された配偶者暴力相談支援センター（当

該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援セン

ターが二以上ある場合にあっては、申立人がその職員

に対し相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時が

最も遅い配偶者暴力相談支援センター）の長に通知す

るものとする。

５ 保護命令は、執行力を有しない。

（即時抗告）

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対しては、

即時抗告をすることができる。

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさ

ない。

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消し

の原因となることが明らかな事情があることにつき疎

明があったときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、

即時抗告についての裁判が効力を生ずるまでの間、保

護命令の効力の停止を命ずることができる。事件の記

録が原裁判所に存する間は、原裁判所も、この処分を

命ずることができる。

４ 前項の規定により第十条第一項第一号の規定による

命令の効力の停止を命ずる場合において、同条第二項

から第四項までの規定による命令が発せられていると

きは、裁判所は、当該命令の効力の停止をも命じなけ

ればならない。

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立

てることができない。

６ 抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による命令

を取り消す場合において、同条第二項から第四項まで

の規定による命令が発せられているときは、抗告裁判

所は、当該命令をも取り消さなければならない。

７ 前条第四項の規定による通知がされている保護命令

について、第三項若しくは第四項の規定によりその効

力の停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消

したときは、裁判所書記官は、速やかに、その旨及び

その内容を当該通知をした配偶者暴力相談支援センタ

ーの長に通知するものとする。

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並び

に抗告裁判所が保護命令を取り消した場合について準

用する。

（保護命令の取消し）

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の

申立てをした者の申立てがあった場合には、当該保護

命令を取り消さなければならない。第十条第一項第一

号又は第二項から第四項までの規定による命令にあっ

ては同号の規定による命令が効力を生じた日から起算

して三月を経過した後において、同条第一項第二号の

規定による命令にあっては当該命令が効力を生じた日

から起算して二週間を経過した後において、これらの

命令を受けた者が申し立て、当該裁判所がこれらの命

令の申立てをした者に異議がないことを確認したとき

も、同様とする。

２ 前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規定に

よる命令を発した裁判所が前項の規定により当該命令

を取り消す場合について準用する。

３ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二項の

場合について準用する。

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立て）

第十八条 第十条第一項第二号の規定による命令が発せ

られた後に当該発せられた命令の申立ての理由となっ

た身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の

事実を理由とする同号の規定による命令の再度の申立

てがあったときは、裁判所は、配偶者と共に生活の本

拠としている住居から転居しようとする被害者がその

責めに帰することのできない事由により当該発せられ

た命令の効力が生ずる日から起算して二月を経過する

日までに当該住居からの転居を完了することができな

いことその他の同号の規定による命令を再度発する必

要があると認めるべき事情があるときに限り、当該命

令を発するものとする。ただし、当該命令を発するこ

とにより当該配偶者の生活に特に著しい支障を生ずる

と認めるときは、当該命令を発しないことができる。

２ 前項の申立てをする場合における第十二条の規定の

適用については、同条第一項各号列記以外の部分中「次

に掲げる事項」とあるのは「第一号、第二号及び第五

号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と、

同項第五号中「前各号に掲げる事項」とあるのは「第

一号及び第二号に掲げる事項並びに第十八条第一項本

文の事情」と、同条第二項中「同項第一号から第四号

までに掲げる事項」とあるのは「同項第一号及び第二

号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と

する。

（事件の記録の閲覧等）

第十九条 保護命令に関する手続について、当事者は、

裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧若しくは謄写、

その正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する

事項の証明書の交付を請求することができる。ただし、

相手方にあっては、保護命令の申立てに関し口頭弁論

若しくは相手方を呼び出す審尋の期日の指定があり、

又は相手方に対する保護命令の送達があるまでの間は、

この限りでない。

（法務事務官による宣誓認証）

第二十条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の管

轄区域内に公証人がいない場合又は公証人がその職務

を行うことができない場合には、法務大臣は、当該法

務局若しくは地方法務局又はその支局に勤務する法務

事務官に第十二条第二項（第十八条第二項の規定によ

り読み替えて適用する場合を含む。）の認証を行わせる

ことができる。

（民事訴訟法の準用）

第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を除き、

保護命令に関する手続に関しては、その性質に反しな

い限り、民事訴訟法（平成八年法律第百九号）の規定

を準用する。

（最高裁判所規則）

第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護命令に

関する手続に関し必要な事項は、最高裁判所規則で定

める。
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第五章 雑則
（職務関係者による配慮等）

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜

査、裁判等に職務上関係のある者（次項において「職

務関係者」という。）は、その職務を行うに当たり、被

害者の心身の状況、その置かれている環境等を踏まえ、

被害者の国籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重

するとともに、その安全の確保及び秘密の保持に十分

な配慮をしなければならない。

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者

の人権、配偶者からの暴力の特性等に関する理解を深

めるために必要な研修及び啓発を行うものとする。

（教育及び啓発）

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

の防止に関する国民の理解を深めるための教育及び啓

発に努めるものとする。

（調査研究の推進等）

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護に資するため、加害者の更生

のための指導の方法、被害者の心身の健康を回復させ

るための方法等に関する調査研究の推進並びに被害者

の保護に係る人材の養成及び資質の向上に努めるもの

とする。

（民間の団体に対する援助）

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間

の団体に対し、必要な援助を行うよう努めるものとす

る。

（都道府県及び市の支弁）

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁

しなければならない。

一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務を行

う婦人相談所の運営に要する費用（次号に掲げる費用

を除く。）

二 第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相談所が行

う一時保護（同条第四項に規定する厚生労働大臣が定

める基準を満たす者に委託して行う場合を含む。）に要

する費用

三 第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人

相談員が行う業務に要する費用

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、

社会福祉法人その他適当と認める者に委託して行う場

合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用

２ 市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦人

相談員が行う業務に要する費用を支弁しなければなら

ない。

（国の負担及び補助）

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、都道府

県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同

項第一号及び第二号に掲げるものについては、その十

分の五を負担するものとする。

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費

用の十分の五以内を補助することができる。

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用の

うち、同項第三号及び第四号に掲げるもの

二 市が前条第二項の規定により支弁した費用

第五章の二 補則

（この法律の準用）

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前章までの

規定は、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係におけ

る共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除

く。）をする関係にある相手からの暴力（当該関係にあ

る相手からの身体に対する暴力等をいい、当該関係に

ある相手からの身体に対する暴力等を受けた後に、そ

の者が当該関係を解消した場合にあっては、当該関係

にあった者から引き続き受ける身体に対する暴力等を

含む。）及び当該暴力を受けた者について準用する。こ

の場合において、これらの規定中「配偶者からの暴力」

とあるのは「第二十八条の二に規定する関係にある相

手からの暴力」と読み替えるほか、次の表の上欄に掲

げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表

の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第六章 罰則
第二十九条 保護命令（前条において読み替えて準用す

る第十条第一項から第四項までの規定によるものを含

む。次条において同じ。）に違反した者は、一年以下の

懲役又は百万円以下の罰金に処する。

第三十条 第十二条第一項（第十八条第二項の規定によ

り読み替えて適用する場合を含む。）又は第二十八条の

第二条 被害者 被害者（第二十

八条の二に規

定する関係に

ある相手から

の暴力を受け

た者をいう。以

下同じ。）

第六条第一項 配偶者または

配偶者であっ

た者

同条に規定す

る関係にある

相手又は同条

に規定する関

係にある相手

であった者

第十条第一項

から第四項ま

で、第十一条

第 二 項 第 二

号、第十二条

第一項第一号

から第四号ま

で及び第十八

条第一項

配偶者 第二十八条の

二に規定する

関係にある相

手

第十条第一項 離婚をし、又

はその婚姻が

取り消された

場合

第二十八条の

二に規定する

関係を解消し

た場合
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二において読み替えて準用する第十二条第一項（第二

十八条の二において準用する第十八条第二項の規定に

より読み替えて適用する場合を含む。）の規定により記

載すべき事項について虚偽の記載のある申立書により

保護命令の申立てをした者は、十万円以下の過料に処

する。

附 則 抄
（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過

した日から施行する。ただし、第二章、第六条（配偶

者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第七条、

第九条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限

る。）、第二十七条及び第二十八条の規定は、平成十四

年四月一日から施行する。

（経過措置）

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対

し被害者が配偶者からの身体に対する暴力に関して相

談し、又は援助若しくは保護を求めた場合における当

該被害者からの保護命令の申立てに係る事件に関する

第十二条第一項第四号並びに第十四条第二項及び第三

項の規定の適用については、これらの規定中「配偶者

暴力相談支援センター」とあるのは、「婦人相談所」と

する。

（検討）

第三条 この法律の規定については、この法律の施行後

三年を目途として、この法律の施行状況等を勘案し、

検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講

ぜられるものとする。

附 則 （平成一六年六月二日法律第六四号）
（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過

した日から施行する。

（経過措置）

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前

の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する

法律（次項において「旧法」という。）第十条の規定に

よる命令の申立てに係る同条の規定による命令に関す

る事件については、なお従前の例による。

２ 旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた後

に当該命令の申立ての理由となった身体に対する不法

な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものと同

一の事実を理由とするこの法律による改正後の配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以

下「新法」という。）第十条第一項第二号の規定による

命令の申立て（この法律の施行後最初にされるものに

限る。）があった場合における新法第十八条第一項の規

定の適用については、同項中「二月」とあるのは、「二

週間」とする。

（検討）

第三条 新法の規定については、この法律の施行後三年

を目途として、新法の施行状況等を勘案し、検討が加

えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられる

ものとする。

附 則 （平成一九年七月一一日法律第一一三号）
抄

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過

した日から施行する。

（経過措置）

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前

の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する

法律第十条の規定による命令の申立てに係る同条の規

定による命令に関する事件については、なお従前の例

による。

附 則 （平成二五年七月三日法律第七二号） 抄
（施行期日）

１ この法律は、公布の日から起算して六月を経過した

日から施行する。

附 則 （平成二六年四月二三日法律第二八号）
抄

（施行期日）

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。

一 略

二 第二条並びに附則第三条、第七条から第十条まで、

第十二条及び第十五条から第十八条までの規定 平成

二十六年十月一日

附 則 （令和元年六月二六日法律第四六号） 抄
（施行期日）

第一条 この法律は、令和二年四月一日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める

日から施行する。

一 附則第四条、第七条第一項及び第八条の規定 公布

の日

（その他の経過措置の政令への委任）

第四条 前二条に規定するもののほか、この法律の施行

に伴い必要な経過措置は、政令で定める。

（検討等）

第八条 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行

後三年を目途に、配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護等に関する法律第六条第一項及び第二項の通報

の対象となる同条第一項に規定する配偶者からの暴力

の形態並びに同法第十条第一項から第四項までの規定

による命令の申立てをすることができる同条第一項に

規定する被害者の範囲の拡大について検討を加え、そ

の結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

２ 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行後三

年を目途に、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護等に関する法律第一条第一項に規定する配偶者から

の暴力に係る加害者の地域社会における更生のための

指導及び支援の在り方について検討を加え、その結果

に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
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７ 倉敷市男女共同参画条例

平成 12 年 12 月 22 日

条例第 43 号

最終改正 平成 25 年 12 月 26 日条例第 53 号

目次
第１章 総則（第１条―第 10 条）
第２章 基本的施策（第 11 条―第 25 条）
第３章 ドメスティック・バイオレンスの防止
及び被害者の保護（第 26 条―第 28 条）

第４章 倉敷市男女共同参画審議会（第 29 条―
第 32 条）

第５章 意見の申出等（第 33 条）
第６章 雑則（第 34 条）
附則

第１章 総則
（目的）

第１条 この条例は，男女共同参画社会の形成に関し，

基本理念を定め，市，市民，事業者及び市民団体の責

務を明らかにし，男女共同参画の推進について必要な

事項を定めることにより，男女の人権が尊重される男

女共同参画社会を実現することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意

義は，当該各号に定めるところによる。

(1) 男女共同参画 男女が，性別にかかわりなく個人と

して尊重され，自らの意思によって社会のあらゆる分

野における活動に参画する機会が確保されることによ

り，社会の対等な構成員として，共に活動に参画し，

かつ，責任を分かち合うことをいう。

(2) 積極的改善措置 社会のあらゆる分野における活動

に参画する機会についての男女間の格差を改善するた

め，必要な範囲において，男女いずれか一方に対し，

当該機会を積極的に提供することをいう。

(3) 市民 市内において，住み，働き，学び，又は活動

する個人をいう。

(4) 事業者 市内に事務所又は事業所を有し，事業を営

む個人又は法人その他の団体をいう。

(5) 市民団体 主たる構成員が市民又は事業者である営

利を目的としない団体をいう。

(6) セクシュアル・ハラスメント 相手方の意に反した

性的な言動を行うことにより当該相手方の生活環境を

害すること，又は性的な言動を受けた者の対応を理由

に当該言動を受けた者に不利益を与えることをいう。

(7) ドメスティック・バイオレンス 配偶者，交際の相

手方等親密な関係にあり，又は親密な関係にあった男

女間における身体的，精神的，性的，経済的又は社会

的な苦痛を与える暴力的行為をいう。

（基本理念）

第３条 男女共同参画は，次に掲げる事項を基本理念と

して推進されなければならない。

(1) 男女が，性別により差別されることなく，個人とし

て個性と能力を十分に発揮する機会が確保されるとと

もに，男女の個人としての人権が尊重されること。

(2) 男女が，相互の協力及び社会の支援の下に，子の養

育，家族の介護その他の家庭及び地域における活動並

びに職場における活動に対等に参画できること。

(3) 社会の制度又は慣行が，男女の社会における活動の

自由な選択に対して影響を及ぼさないよう配慮されて

いること。

(4) 男女が，社会の対等な構成員として，市における政

策又は事業者若しくは市民団体における方針の立案及

び決定の場に共同して参画する機会が確保されるこ

と。

(5) 男女が，対等な関係の下に，互いの性についての理

解を深め，妊娠，出産等についての互いの意思を尊重

し，生涯にわたり心身の健康が維持されること。

(6) 男女平等の推進が，国際社会での取組を十分理解し

て行われていること。

（市の責務）

第４条 市は，男女共同参画の推進に関する施策（積極

的改善措置を含む。以下「推進施策」という。）を策定

し，実施する責務を有する。

２ 市は，推進施策を実施するに当たり，市民，事業者

及び市民団体（以下「市民等」という。）並びに県及び

国と相互に連携と協力を図るよう努めなければならな

い。

（市民の責務）

第５条 市民は，男女共同参画社会についての理解を深

め，家庭，職場，学校，地域その他の社会のあらゆる

分野において，自ら積極的に参画し，男女共同参画の

推進に努めなければならない。

２ 市民は，市が実施する推進施策に協力するよう努め

なければならない。

（事業者の責務）

第６条 事業者は，その事業活動において，男女が職場

における活動に対等に参画する機会を確保するよう努

めなければならない。

２ 事業者は，職場における活動と家庭及び地域におけ

る活動との両立に配慮し，男女共同参画の推進に寄与

するよう努めなければならない。

３ 事業者は，その事業活動において，セクシュアル・

ハラスメント防止のための環境整備を行うよう努めな

ければならない。

４ 事業者は，市が実施する推進施策及び推進施策に関

する調査に協力するよう努めなければならない。

（市民団体の責務）
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第７条 市民団体は，その活動において，男女共同参画

の推進に取り組むよう努めなければならない。

２ 市民団体は，市が実施する推進施策に協力するよう

努めなければならない。

（教育における男女共同参画への配慮）

第８条 学校教育その他のあらゆる教育に携わる者は，

男女共同参画社会の形成に果たす教育の重要性にかん

がみ，教育の目的を実現する過程において，男女共同

参画の基本理念に配慮した教育を行うよう努めなけれ

ばならない。

２ 男女は，子どもたちの教育に関し，あらゆる分野に

おいて，共に積極的に参画し，基本理念に配慮した子

育てに協力するよう努めなければならない。

（性別による権利侵害の禁止等）

第９条 すべての人は，家庭，職場，学校，地域その他

の社会のあらゆる分野において，次に掲げる行為を行

ってはならない。

(1) 性別を理由とする差別的取扱い

(2) セクシュアル・ハラスメント

(3) ドメスティック・バイオレンス

(4) ストーカー行為等の規制等に関する法律（平成 12

年法律第 81 号）第３条の規定に基づく禁止行為

２ 市は，前項各号に掲げる行為の防止について必要な

広報その他啓発に努めなければならない。

（情報の表示に関する留意）

第 10 条 すべての人は，新聞，雑誌，ポスター等により

情報を表示する場合，性別による固定的な役割分担，

暴力，性的羞恥心等を助長するような表現を行わない

ように努めなければならない。

第２章 基本的施策
（男女共同参画計画）

第 11 条 市長は，推進施策を総合的かつ計画的に推進す

るための基本的な計画（以下「基本計画」という。）を

策定するものとする。

２ 市長は，基本計画を策定するに当たっては，市民等

の意見を反映することができるよう，適切な措置をと

るものとする。

３ 市長は，基本計画を策定したときは，これを公表し

なければならない。

４ 前２項の規定は，基本計画の変更について準用す

る。

（基本計画の実施状況等の公表）

第 12 条 市長は，基本計画の実施状況等について，公表

するものとする。

（市民等の理解を深めるための措置）

第 13 条 市は，男女共同参画の推進について市民等の理

解を深めるため，広報活動等適切な措置を講ずるもの

とする。

（男女共同参画推進週間）

第 14 条 市は，市民等の男女共同参画を推進するに当た

り，男女共同参画推進週間を毎年６月に設ける。

（教育及び学習の場における男女共同参画の推進）

第 15 条 市は，学校教育及び社会教育（職場における学

習を含む。）において，男女共同参画の推進に関する教

育及び学習に必要な情報を提供するものとする。

（市民等の活動に対する支援）

第 16 条 市は，市民等による男女共同参画の推進に関す

る活動に対して，情報の提供その他の必要な支援に努

めるものとする。

（家庭等と職場の両立支援）

第 17 条 市は，男女が共に家庭及び地域における活動と

職場における活動との両立ができるよう，子の養育，

家族の介護等について，情報の提供その他の必要な支

援に努めるものとする。

（生涯にわたる女性の健康への支援）

第 18 条 市は，男女が互いの身体的特徴及び性について

の理解を深め，対等な関係の下に，妊娠，出産その他

の性及び生殖に関する事項について互いの意思を尊重

し，女性が生涯にわたり健康な生活を営むことができ

るよう，学習の機会，情報の提供その他の必要な支援

に努めるものとする。

（政策決定等の場への女性の参画促進）

第 19 条 市は，市における政策又は事業者若しくは市民

団体における方針の立案及び決定の場への女性の参画

を進めるために，必要な教育及び研修の機会の充実に

努めなければならない。

（自営の商工業又は農林水産業における男女共同参画の

推進）

第 20 条 市は，家族経営等による自営の商工業又は農林

水産業に携わる男女が経営又は地域社会に参画する機

会を等しく確保することができるよう，情報の提供そ

の他の支援に努めるものとする。

（表彰等）

第 21 条 市長は，男女共同参画の推進を積極的に実施し

ている市民等を表彰するとともに，これを公表するも

のとする。

（審議会等における積極的改善措置）

第 22 条 市長その他の執行機関は，附属機関として設置

する審議会等の委員を任命し，又は委嘱するときは，

男女いずれか一方の委員の数が委員の総数の 10 分の４

未満とならないよう努めなければならない。

（調査研究）

第 23 条 市は，推進施策の策定及び実施に関し，調査研

究等必要な措置を講ずるものとする。

（推進体制の整備）

第 24 条 市は，市民等の協力の下に推進施策を推進する

ため，必要な体制の整備に努めるものとする。

２ 市は，倉敷市男女共同参画推進センター（倉敷市男

女共同参画推進センター条例（平成 14 年倉敷市条例第

40 号）第１条の倉敷市男女共同参画推進センターをい

う。以下「推進センター」という。）を拠点として，推

進施策を実施するとともに，市民等による男女共同参

画の推進に関する活動を支援するものとする。

（相談の対応等）

第 25 条 市は，性別による差別的取扱いその他の男女共

同参画の形成を阻害する行為に関し市民等から相談が
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あったときは，必要に応じて関係機関と連携を図り，

適切に対応するよう努めるものとする。

第３章 ドメスティック・バイオレンスの防止
及び被害者の保護

（DV 防止計画）

第 26 条 市長は，ドメスティック・バイオレンスの防止

及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的

な計画（以下「DV 防止計画」という。）を策定するも

のとする。

２ 市長は，DV 防止計画を策定するに当たっては，市民

等の意見を反映することができるよう，適切な措置を

とるものとする。

３ 市長は，DV 防止計画を策定したときは，これを公表

しなければならない。

４ 前２項の規定は，DV 防止計画の変更について準用す

る。

（配偶者暴力相談支援センター）

第 27 条 市は，推進センターにおいて配偶者暴力相談支

援センター（配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護等に関する法律（平成 13 年法律第 31 号）第３条第

２項（同法第 28 条の２において準用する場合を含

む。）の配偶者暴力相談支援センターをいう。）として

の機能を果たすよう努めるものとする。

２ 前項の規定に関し必要な事項は，DV 防止計画で定め

る。

（被害者の緊急時における安全の確保）

第 28 条 市は，第９条第１項第３号に掲げる行為を受け

た者（以下「被害者」という。）からの申出があったと

きは，必要に応じて，被害者（被害者の同伴する家族

を含む。）の安全の確保を行うものとする。

第４章 倉敷市男女共同参画審議会
（設置等）

第 29 条 男女共同参画の推進に関する基本的かつ総合的

な施策及び重要事項を調査審議するため，倉敷市男女

共同参画審議会（以下「審議会」という。）を置く。

２ 審議会は，次に掲げる事項について，市長の諮問に

応じ調査審議するものとする。

(1) 基本計画の策定及び変更に関すること。

(2) DV 防止計画の策定及び変更に関すること。

(3) 前２号に掲げるもののほか，施策の基本的事項及び

重要事項

３ 審議会は，施策の基本的事項及び重要事項について

市長に意見を述べることができる。

（組織等）

第 30 条 審議会は，委員 20 人以内で組織する。

２ 男女のいずれか一方の委員数は，委員の総数の 10 分

の４未満であってはならない。

３ 委員は，次に掲げる者のうちから市長が任命する。

(1) 学識経験者

(2) 関係行政機関の職員

(3) 関係団体から推薦された者

(4) 事業者から推薦された者

(5) 市民

４ 委員の任期は，２年とし，補欠委員の任期は，前任

者の残任期間とする。ただし，再任を妨げない。

５ 審議会に会長及び副会長各１人を置き，委員が互選

する。

６ 会長は，会務を総理し，審議会を代表する。

７ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故あるときは，

その職務を代理する。

（会議）

第 31 条 審議会の会議は，会長が招集し，会長が議長と

なる。

２ 会議は，委員の過半数が出席しなければ開くことが

できない。

３ 会議の議事は，出席委員の過半数で決し，可否同数

のときは，議長の決するところによる。

（専門部会）

第 32 条 審議会は，必要に応じて専門の事項を調査審議

するため，専門部会を置くことができる。

第５章 意見の申出等
（意見の申出等）

第 33 条 市民等は，推進施策又は市が実施する施策で男

女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められるものに

ついて意見がある場合は，市長に申し出ることができ

る。

２ 市長は，前項の規定による申出があったときは，必

要な措置を講ずるよう努めなければならない。

３ 市長は，前２項に定める申出の処理を適切に行うた

め，必要に応じて，審議会の意見を聴くことができ

る。

第６章 雑則
（委任）

第 34 条 この条例に定めるもののほか，必要な事項は，

市長が別に定める。

１ この条例は，平成 13 年４月１日から施行する。

附 則（平成 21 年３月 26 日条例第 17 号）

この条例は，平成 21 年４月１日から施行する。

附 則（平成 25 年 12 月 26 日条例第 53 号）

この条例は，平成 26 年１月３日から施行する。
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８ 男女共同参画に関する年表

世界の動き 国の動き 岡山県の動き 倉敷市の動き

1975 年

（昭和 50 年）

・国際婦人年（目標：

平等・発展・平和）

・国際婦人年世界会議

開催（メキシコシティ）

・「世界行動計画」採択

・婦人問題企画推進本

部を設置

・婦人問題企画推進本

部会議開催

1976 年

（昭和 51 年）

・「国連婦人の十年」開始

(1976 年～1985 年）

1977 年

（昭和 52 年）

・「国内行動計画」策定

1978 年

（昭和 53 年）

・「婦人問題行政連絡協

議会」設置

1979 年

（昭和 54 年）

・(第 34 回国連総会）

「女子差別撤廃条

約」採択

・「岡山の婦人問題を考

える会」が発足，意見

書を発表

1980 年

（昭和 55 年）

・「国連婦人の十年」中

間年会議開催（コペ

ンハーゲン）

・「国連婦人の十年後

半期行動プログラ

ム」採択

・｢岡山県婦人問題会

議」を設置，同会議は

「婦人の地位と福祉

の向上に関する提言」

を答申

1981 年

（昭和 56 年）

・「国内行動計画後期重

点目標」策定

・「岡山県婦人問題協議

会」設置

1984 年

（昭和 59 年）

・｢国連婦人の十年Ｅ

ＳＣＡＰ地域政府

間準備会議｣開催

1985 年

（昭和 60 年）

・「国連婦人の十年」ナ

イロビ世界会議

・(西暦 2000 年に向け

ての）「婦人の地位

向上のためのナイ

ロビ将来戦略」採択

・国籍法の改正（父母両

血統主義の採用，配偶

者の帰化条件の男女

同一化）

・「男女雇用機会均等

法」公布

・「女子差別撤廃条約」

批准

・岡山県婦人問題協議

会が「女性の地位と福

祉の向上に関する提

言」を答申

1986 年

（昭和 61 年）

・「男女雇用機会均等

法」施行

・婦人問題企画推進有

識者会議開催

1987 年

（昭和 62 年）

・「西暦2000年に向けて

の新国内行動計画」策

定

1988 年

（昭和 63 年）

・女子差別撤廃条約実施

状況第１回報告提出

1989 年

（平成元年）

・12 月 「倉敷市女性行動計

画」策定

1990 年

（平成２年）

・国連婦人の地位委員

会拡大会議

・国連経済社会理事会

「婦人の地位向上

のためのナイロビ

将来戦略に関する

第１回見直しと評

価に伴う勧告及び

結論」採択

1991 年

（平成３年）

・「西暦2000年に向けて ・「第４次岡山県総合福 ・７月 「男女平等に関す

る意識調査」実施
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世界の動き 国の動き 岡山県の動き 倉敷市の動き

の新国内行動計画」改

訂（第１次改定）

・「育児休業法」公布

祉計画」策定（女性の

項目新設）

・「男女共同参画型社会

の実現をめざして」策

定

1992 年

（平成４年）

・「育児休業法」施行

1993 年

（平成５年）

・「短時間労働者の雇用

管理の改善に関する

法律」（パートタイム

労働法）施行

・「男女共同参画社会づ

くりに関する推進体

制の整備について」決

定

1994 年

（平成６年）

・｢開発と女性｣に関す

る第２回アジア・太

平洋大臣会議

・「ジャカルタ宣言及

び行動計画」採択

・国際人口・開発会議

で「行動計画」を採

択

・男女共同参画室設置

・男女共同参画審議会

設置（政令）

・男女共同参画推進本

部設置

・女子差別撤廃条約実

施状況第２回・３回報

告提出

・岡山県婦人問題協議会

に「女性の地位と福祉

の向上のための総合

的方策」について諮問

・２月 倉敷市女性問題協議

会から「倉敷市新女

性行動計画策定にあ

たっての提言」受理

1995 年

（平成７年）

・第４回世界女性会議

－平等，開発，平和

のための行動－を

開催(北京)

・｢北京宣言及び行動

綱領｣採択

・「育児休業法」の改正

（介護休業制度の法

制化）

・岡山県婦人問題協議

会が「女性の地位と福

祉の向上に関する提

言」を答申

・岡山県婦人問題協議

会を「岡山県男女共同

参画推進協議会」に改

称

・１月 「くらしき女性プラ

ン」策定

1996 年

（平成８年）

・男女共同参画審議会

から「男女共同参画ビ

ジョン」答申

・「男女共同参画2000年

プラン」策定

・「男女共同参画社会の

実現をめざして」策定

・７月 「男女平等に関する

意識調査」実施

1997 年

（平成９年）

・男女共同参画審議会

設置（法律）

・「男女雇用機会均等

法」改正

・「介護保険法」公布

1998 年

（平成 10 年）

・男女共同参画審議会

「男女共同参画社会

基本法－男女共同参

画社会を形成するた

めの基礎的条件づく

り－」答申

・「中国・四国・九州地

区男女共同参画推進

地域会議」開催

1999 年

（平成 11 年）

・ＥＳＣＡＰハイレベ

ル政府間会議開催

・「男女共同参画社会基

本法」公布，施行

・「食料・農業・農村基

本法」公布，施行

・「岡山いきいき子ども

プラン」策定

・岡山県男女共同参画

推進センター（愛称：

ウィズセンター）開館

2000 年

（平成 12 年）

・国連特別総会「女性

2000 年会議」（ニュ

ーヨーク）

・男女共同参画審議会

「女性に対する暴力

に関する基本的方策

について」答申

・岡山県人権政策審議

会答申

・10 月 「男女共同参画都市

宣言」市長表明

・12 月 「倉敷市男女共同参

画条例」制定

2000 年

（平成 12 年）

・「国の審議会等におけ
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世界の動き 国の動き 岡山県の動き 倉敷市の動き

る女性委員の登用に

ついて」決定

・男女共同参画審議会

「男女共同参画基本

計画策定に当たって

の基本的な考え方－

21 世紀の最重要課題

－」答申

・「男女共同参画基本計

画」閣議決定

・「ストーカー行為等の

規制等に関する法律」

施行

2001 年

（平成 13 年）

・男女共同参画会議設

置

・男女共同参画局設置

・｢配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保

護に関する法律」施行

・「女性国家公務員の採

用・登用等の促進につ

いて」決定

・「仕事と子育ての両立

支援策の方針につい

て」閣議決定

・「育児休業法」改正（対

象となる子の年齢の

引き上げ等）

・「おかやまウィズプラ

ン 21」策定

・「岡山県人権政策推進

指針」策定

・「岡山県男女共同参画

の促進に関する条例」

公布・施行

・１月 「くらしき男女共

同参画プラン～第

一次倉敷市男女共

同参画基本計画

～」策定

・４月 「倉敷市男女共同

参画条例」施行

2002 年

（平成 14 年）

・アフガニスタンの女

性支援に関する懇談

会設置

・「岡山県男女共同参画

審議会」設置

・４月 ＤＶ被害者緊急一

時保護施設を確保

・10 月 「第 13 回男女共同

参画全国都市会議

in くらしき」を開

催

2003 年

（平成 15 年）

・女子差別撤廃条約実

施状況第４回・５回報

告提出

・「次世代育成支援対策

推進法※」公布，施行

・「少子化社会対策基本

法」公布，施行

・「女性のチャレンジ支

援策の推進について」

男女共同参画推進本

部決定

・「性同一性障害者の性

別の取扱いの特例に

関する法律」公布

・「男女共同参画フォー

ラム in おかやま」開

催

・「男女共同参画グロー

バル政策対話岡山会

議」開催

2004 年

（平成 16 年）

・「女性国家公務員の採

用・登用の拡大等につ

いて」男女共同参画推

進本部決定

・「配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保

護に関する法律」の改

正及び同法に基づく

基本方針の策定

・「新岡山いきいき子ど

もプラン」策定
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世界の動き 国の動き 岡山県の動き 倉敷市の動き

2005 年

（平成 17 年）

・第 49 回国連婦人の

地位委員会／（北京

＋10）世界閣僚級会

合（ニューヨーク）

・男女共同参画会議「男

女共同参画社会の形

成の促進に関する施

策の基本的な方向に

ついて」答申

・男女共同参画会議「男

女共同参画基本計画

の変更について」答申

・「第２次男女共同参画

基本計画」閣議決定

・「女性の再チャレンジ

支援プラン」策定

・「岡山県配偶者からの

暴力及び被害者の保

護に関する基本計画」

策定

2006 年

（平成 18 年）

・「男女雇用機会均等

法」改正

・「女性の再チャレンジ

支援プラン」改定

・「国の審議会等におけ

る女性委員の登用に

ついて」男女共同参画

推進本部決定

・東アジア男女共同参

画担当大臣会合開催

・「改訂岡山県人権政策

推進指針」策定

・「新おかやまウィズプ

ラン」策定

・５月 「くらしき男女共同

参画プラン～第一

次倉敷市男女共同

参画基本計画～」改

訂

・８月 ｢男女共同参画推進

センター」及び「フ

ァミリー・サポー

ト・センター」をく

らしきシティプラ

ザ西ビル６階に仮

移転

2007 年

（平成 19 年）

・「配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保

護に関する法律」改正

・短時間労働者の雇用

管理の改善に関する

法律」（パートタイム

労働法）改正

・｢子どもと家族を応援

する日本」重点戦略と

りまとめ

・「仕事と生活の調和

（ワーク・ライフ・バ

ランス）憲章」及び「仕

事と生活の調和推進

のための行動指針」策

定

2008 年

（平成 20 年）

・「次世代育成支援対策

推進法※」改正

・女子差別撤廃条約実

施状況第６回報告提

出

・「女性の参画加速プロ

グラム」男女共同参画

推進本部決定

・「岡山県配偶者からの

暴力の防止及び被害

者の保護に関する基

本計画」改正

・｢岡山県男女共同参画

推進センター｣を岡山

県総合福祉・ボランテ

ィア NPO 会館へ移転

2009 年

（平成 21 年）

・育児・介護休業法改正

・男女共同参画会議「新

たな経済社会の潮流

の中で生活困難を抱

える男女について」公

表

・｢新おかやまウィズプ

ラン｣中間見直し

・３月 「倉敷市ドメスティッ

ク・バイオレンスの防

止及び被害者の保

護のための施策の

実施に関する計画」

（倉敷市ＤＶ防止

計画）策定

・３月 「倉敷市男女共同参

画条例」改正，４月

施行
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世界の動き 国の動き 岡山県の動き 倉敷市の動き

2009 年

（平成 21 年）

・４月 「倉敷市配偶者暴力

相談支援センター」

を設置

・４月 臨床心理士による

“こころの相談”

を廃止し，心理学

専攻の女性相談員

を１名新たに配置

し，“なやみの相

談”を３名の女性

相談員で対応

・６月 定額給付金・子育

て応援特別手当を

受給できないＤＶ

被害者に同額の臨

時生活支援金を給

付（６～10 月）

・８月 「男女共同参画に関

するアンケート」

（市民・事業所）実

施

2010 年

（平成 22 年）

・第 54 回国連婦人の

地位委員会／｢北京

＋15｣記念会合

・｢第３次男女共同参画

基本計画｣閣議決定

・「岡山いきいき子ども

プラン 2010」策定

・所管部を生活環境部

から県民生活部に移

管

・｢男女共同参画課｣を

｢男女共同参画青少年

課｣に改組

・３月 「倉敷市男女共同参

画基本計画の策定

について」倉敷市男

女共同参画審議会

へ諮問

・10 月 男女共同参画作品

展として「絵てが

み展」開催

・11 月 「男女共同参画社会

づくり表彰」制度を

創設（個人・事業所）

2011 年

（平成 23 年）

・ＵＮ Ｗｏｍｅｎ正

式発足

・第４回東アジア男女

共同参画担当大臣

会合

・「第３次おかやまウィ

ズプラン」策定

・｢第３次岡山県人権政

策推進指針｣策定

・２月 「倉敷市男女共同参

画基本計画の策定

について」倉敷市男

女共同参画審議会

から答申

・３月 「第二次倉敷市男女共

同参画基本計画」策定

（愛称：くらしきハー

モニープラン）

・４月 「くらしきハーモニープ

ラン～第二次倉敷市

男女共同参画基本

計画～」施行

・７月 住民生活に光をそそ

ぐ交付金による民間

支援団体への補助事

業（シェルター設

置・運営事業費，Ｄ

Ｖサポーター養成事

業費）（２年間）

・10 月 日本女性会議への派

遣事業開始（倉敷市

男女共同参画リーダ

ー養成派遣事業）

2012 年
・第 56 回国連婦人の ・「障害者虐待の防止， ・６月 「男女共同参画セミ
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世界の動き 国の動き 岡山県の動き 倉敷市の動き

（平成 24 年） 地位委員会「自然災

害におけるジェン

ダー平等と女性の

エンパワーメント」

決議案採択

障害者の擁護者に対

する支援等に関する

法律」施行

・「女性の活躍促進によ

る経済活性化」行動計

画策定

ナー」を「パートナ

ーシップ向上セミ

ナー」に改称(毎年

開催)

2013 年

（平成 25 年）

・若者・女性活躍推進フ

ォーラムの提言

・｢配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保

護に関する法律｣の改

正及び同法に基づく

基本方針の策定

・｢岡山県男女共同参画

の促進に関する条例｣

の一部改正

・８月 日本女性会議を倉敷

で開催することが

決定

・12 月 日本女性会議２０

１５倉敷準備委員

会が発足

2014 年

（平成 26 年）

・「配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保

護に関する法律」の改

正

・｢岡山県配偶者からの

暴力の防止及び被害

者の保護に関する基

本計画｣改定

・２月 日本女性会議２０

１５倉敷実行委員

会が発足

・８月 「男女共同参画に

関するアンケー

ト」（市民・事業

所）実施

・９月 ノーベル平和賞受

賞者タワックル・

カルマンさん講演

会開催

・10 月 日本女性会議２０

１５倉敷プレ大会

を開催

2015 年

（平成 27 年）

・第 59 回国連婦人の

地位委員会／「北京

＋20」記念会合

・｢女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関

する法律｣施行(一

般・事業主行動計画の

策定及び公表等)

・｢第４次男女共同参画

基本計画｣閣議決定

・４月 「倉敷市男女共同参

画基本計画の策定

について」倉敷市男

女共同参画審議会

へ諮問

・10 月 日本女性会議２０

１５倉敷を開催

・12 月 ｢男女共同参画絵て

がみ展」を「男女共

同参画マンガ展」に

変更

2016 年

（平成 28 年）

・育児・介護休業法等改

正（介護休暇・子の看

護休暇の取得単位の

柔軟化，育児休業等の

対象となる子の範囲

の拡大，妊娠・出産等

に関するハラスメン

ト防止措置義務等）

・女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関

する法律（女性活躍推

進法）施行

・「ニッポン一億総活躍

プラン」公表

・女子差別撤廃条約実

施状況報告審議（第７

回・第８回）

・「女性の活躍推進のた

めの開発戦略」策定

・｢第４次おかやまウィ

ズプラン｣及び「岡山

県女性活躍推進計画」

策定

・｢第４次岡山県人権政

策推進指針｣策定

・２月 「倉敷市男女共同参

画基本計画の策定

について」倉敷市男

女共同参画審議会

から答申

・３月 「第三次倉敷市男女

共同参画基本計画」

策定

・４月 「くらしきハーモニ

ープラン～第三次

倉敷市男女共同参

画基本計画～」施行
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世界の動き 国の動き 岡山県の動き 倉敷市の動き

2017 年

（平成 29 年）

・「育児・介護休業法」

改正

・１月 女性活躍推進事業

「ワーク・ライフ・

バランス推進セミ

ナー」開催

・７月 倉敷市男女共同参画

推進事業所認定制

度創設

2018 年

（平成 30 年）

・政治分野における男

女共同参画の推進に

関する法律の公布・施

行

2019 年

（令和元年）

・「配偶者からの暴力防

止及び被害者の保護

に関する法律」一部改

正

・女性活躍推進法の一

部改正

・「育児・介護休業法」

及び「男女雇用機会均

等法」改正

・２月 女性活躍推進事業

「ダイバーシティ

推進セミナー」開催

・８月 男女共同参画に関す

るアンケート（市

民・事業所）実施

2020 年

（令和２年）

・性暴力対策強化方針

・｢第５次男女共同参画

基本計画策定に当た

っての基本的な考え

方（素案）｣答申

・４月 「倉敷市男女共同参

画基本計画の策定

について」倉敷市男

女共同参画審議会

へ諮問

・４月 高梁川流域女性活躍

推進事業「はたらき

かた発見マルシェ」

スタート
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９ 倉敷市男女共同参画都市宣言

倉敷市男女共同参画都市宣言

男女は人として平等であり

性別にとらわれず個人として尊重されなければなりません

私たちは

あらゆる活動の場にともに参画し

一人の人間として個性と能力をいかし

だれもが心豊かに暮らせる倉敷市をめざし

ここに「男女共同参画宣言都市」となることを宣言します

平成１２年１０月２１日

倉敷市
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10 用語解説一覧（あいうえお順）

【あ行】

アライ

英語の「同盟，支援」を意味する「ally」を語源とする言葉。レズビアン，ゲイ，バイ・セクシ

ャルなど，性的マイノリティの方を理解し支援する方のこと，またはその考え方を指す。

アンコンシャス・バイアス

無意識の思い込み。自分自身が気づいていないものの見方や捉え方のゆがみ・偏り。

イクボス

職場で共に働く部下・スタッフのワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の両立）を考え，そ

の人のキャリアと人生を応援しながら，組織の業績も結果を出しつつ，自らも仕事と私生活を

楽しむことができる上司（経営者・管理職）のこと。

インキュベーション

成立して間がない新企業に国や地方公共団体などが経営技術・金銭・人材などを提供し育成す

ること。

（女性の）エンパワーメント

女性の経済・社会的地位の向上をめざして，個々の女性が経済活動や社会に参画するために必

要な知識を身に着けていくことや，内に持つ力を発揮しうる環境を整えること。

オレンジリボン

子どもの虐待防止のシンボル。子ども虐待の現状を周りに知らせ，子どもを救うために一人ひ

とりができることを考え，虐待を受けた子どもたちの幸福を願う気持ちが込められている。

【か行】

カスタマー・ハラスメント

消費者，顧客や取引先からの悪質なクレームや不当な要求のことをいう。

グローバル化

グローバリゼーション（globalization）のことで，社会的あるいは経済的な連関が，国家や地

域などの境界を超えて，地球規模に拡大してさまざまな変化を巻き起こす現象。

合計特殊出生率ｓ

1人の女性が生涯に何人の子どもを産むかを示す指標で，15歳から49歳の女性の年齢別出生

率を合計したもの。

固定的性別役割分担意識（固定的な性別役割分担意識）

「男は仕事，女は家庭」というように，性の違いによって役割を固定してしまう考え方や意識。

また，「男らしさ，女らしさ」を求めることも，この固定的性別役割分担意識に基づく男女それ

ぞれの役割への期待が反映されているといわれている。
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【さ行】

ジェンダー

「社会的・文化的に形成された性別」のこと。人間には生まれついての生物学的性別（セック

ス／sex）がある。一方，社会通念や慣習の中には，社会によって作り上げられた「男性像」，

「女性像」があり，このような男性，女性の別を「社会的・文化的に形成された性別」（ジェン

ダー／gender）という。「社会的・文化的に形成された性別」は，それ自体に良い，悪いの価

値を含むものではなく，国際的にも使われている。

ジェンダー・ギャップ指数（ＧＧＩ）

世界経済フォーラムが毎年発表している，経済・教育・保健・政治の4分野での男女平等の度

合いを表す指数。2019年の日本の順位である121位は過去最低だった。

次世代育成支援対策推進法

次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される環境を整備するために、国、地方公共

団体、企業、国民が担う責務を明らかにした法律。※平成17年４月１日施行。

平成26年度末までの時限立法であったが、法改正により令和７年３月31日まで延長。

就業率

15歳以上の人口に占める完全失業者を含まない就業者の割合。

女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約（女子差別撤廃条約）

男女の完全な平等の達成に貢献することを目的として女子に対するあらゆる差別を撤廃する

ことを基本理念としている。具体的には，「女子に対する差別」を定義し，締結国に対し，政治

的及び公的活動，並びに経済的及び社会的活動における差別の撤廃のために適当な措置をとる

ことを求めている。昭和５４年（１９７９年）の第３４回国連総会において採択され，昭和５

６年（１９８１年）に発効。日本は昭和６０年（１９８５年）に批准。

女性に対する暴力根絶のためのシンボルマーク

女性に対する暴力の問題に対する社会における認識を深めるため，内閣府が制定したシンボル

マーク。女性が腕をクロスさせた姿を描いており，女性の表情，握りしめたこぶし，クロスさ

せた腕により，女性に対する暴力を断固として拒絶する強い意志を表している。

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）

自らの意思によって職業生活を営み，又は営もうとする女性,の個性と能力が十分に発揮される

よう，女性の職業生活における活躍を推進し，豊かで活力ある社会の実現を図ることが目的。基

本原則を定め，国，地方公共団体及び事業主の責務を明らかにするとともに，基本方針及び事業

主の行動計画の策定，女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置等を定めている。

10年間の時限立法。※平成２７年９月４日公布・同日施行（一部平成28年４月１日施行）

性自認

性自認とは，自分の性をどのように認識しているのか，自分の感覚として持っているかを示す

概念。「こころの性」と呼ばれることもある。

性的指向

恋愛・性愛がいずれの性別を対象とするかを表すもの。具体的には，恋愛・性愛の対象が異性

に向かう異性愛，同性に向かう同性愛，男女両方に向かう両性愛を指す。
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性的マイノリティ

身体の性と性自認が一致しないことや性的指向が同性のみに向いていることなどを指す。

「ＬＧＢＴ」は，レズビアン（同性を好きになる女性），ゲイ（男性を好きになる男性），バイ

セクシュアル（同棲も異性も好きになる人），トランスジェンダー（こころと身体の性が一致し

ない人等）の頭文字を取った，性的マイノリティの総称の一つ。

セクシュアル・ハラスメント

相手の意に反した性的な性質の言動で，身体への不必要な接触，性的関係の強要，性的なうわ

さの流布などさまざまなものがある。一般に「セクハラ」と略して使われる。職場以外でも問

題になっている。

積極的改善措置（ポジティブ・アクション）

固定的な男女の役割分担意識や過去の経緯から，男女労働者の間に差が生じている場合，この

ような差を解消しようと，個々の企業が行う自主的かつ積極的な取り組みのこと。

【た行】

ダイバーシティ

多様性を受け入れ，尊重すること。一人ひとりの「違い」を認め合い，「違い」に価値を見出す

という考え。多様性には，人種，性別，年齢などの外的な違いだけでなく，価値観，生き方，

考え方，性格などの内的な違いも含む。

男女共同参画社会

男女が，社会の対等な構成員として，自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に

参画する機会が確保され，もって男女が均等に政治的，経済的，社会的及び文化的利益を享受

することができ，かつ，ともに責任を担うべき社会。

ＤＶ相談プラス

新型コロナウイルスの感染拡大に伴う外出自粛，休業等が行われる中，ＤＶの増加・深刻化が

懸念されることから，内閣府の運用するＤＶ相談ナビを拡充したもの。令和２年４月から開始

され，従来の電話相談に加え，外国語相談やＷＥＢ面談を実施している。

デートＤＶ

恋人や交際相手などの親密な関係にある者（配偶者等を除く）の一方から他方に対してふるわ

れる身体的，精神的，性的などの暴力のこと。借りたお金を返さないなどの経済的暴力や，家

族や友人との付き合いを制限するなどの社会的暴力もデートＤＶでおこる暴力に含まれる。

ドメスティック・バイオレンス

略称であるＤＶが使われることが多い。ＤＶの用語解説を参照。
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【は行】

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法）

配偶者からの暴力に係る通報，相談，保護，自立支援等の体制を整備し，配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護を図ることを目的とする法律。※平成13年４月13日公布・10月13日

施行（一部は平成14年4月1日施行）

配偶者暴力相談支援センター

配偶者からの暴力防止及び被害者の保護等に関する法律により，都道府県に義務（市町村に努

力義務）づけられているＤＶ被害者救済のための拠点施設。センターでは次の業務を行う。①

相談②医学的・心理学的な指導③一時保護④自立支援のための情報提供・援助⑤保護命令制度

に関する情報提供・援助⑥被害者を居住させ保護する施設の利用についての情報の提供・援助。

パープルリボン

女性に対する暴力根絶運動の国際的なシンボル。一人でも多くの人が暴力や虐待に対し関心を

持つことや，現在暴力を受けている人が勇気をもてるように，という願いが込められている。

パブリックコメント

行政の政策立案過程で国民の意見を募る制度（意見公募手続き）。2005年6月の行政手続法の

改正で新設された。行政機関がホームページなどを通じて素案を公表し，国民が，電子メール，

郵便などの方法で意見を提出する。

パワー・ハラスメント

職場において行われる①優越的な関係を背景とした言動であって，②業務上必要かつ相当な範

囲を超えたものにより，③労働者の就業環境が害されるものであり，①から③までの３つの要

素を全て満たすものをいう。

ファミリー・サポート・センター

地域において育児や介護の援助を受けたい人と行いたい人が会員となり，育児や介護について

助け合う会員組織のこと。相互援助活動例：子どもの一時預かりや保育施設への送迎など。

ふれあいサロン

家に閉じこもりがちな高齢者等を対象に，社会参加・健康づくり・仲間づくりなどを目的とし

て活動する場。

北京宣言及び行動綱領

平成7年（1995年）の第４回世界女性会議において採択された。男女平等，開発，平和を目

標に掲げ，女性の地位向上とエンパワーメントを達成するために優先的に取り組むべき12の

課題を明記した。
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【ま行】

マタニティ・ハラスメント

妊娠・出産・育休などを理由とする，解雇・雇い止め・降格などの不利益な取り扱いを行うこ

と。

【や行】

要保護児童対策地域協議会

児童福祉法第２５条により，要保護児童等の早期発見及びその保護を目的として，関係機関が

連携し，情報を共有しながら要保護児童等への適切な対応を図るために設置する機関。協議会

とその下に実務者会議を置き，警察，児童相談所，医師会，民生委員・児童委員，関係主管課

等で構成される。

【ら行】

ライフステージ

出生・就学・就職・結婚・出産・子育て・退職などの年齢に伴って変化する生活段階のこと。

リプロダクティブ・ヘルス／ライツ

妊娠・出産というしくみを体に持つ，女性の一生を通した健康のことを，リプロダクティブ・

ヘルスといい，強制でなく安全で満足な性生活を営めること，また，いつ何人子どもを産むか，

あるいは産まないかということを女性自身の意思で選択していく権利を，リプロダクティブ・

ライツ（性と生殖の自己決定権）という。これらを総称して「性と生殖に関する健康及び権利」

と訳されている。

労働力率

就業者数と完全失業者数とを合わせた労働力人口が15歳以上の人口に占める割合のこと。完

全失業者とは，働く能力と意思を持ち，しかも本人が現に求職活動をしているにも関わらず，

就業の機会が社会的に与えられていない者を指す。

【わ行】

ワーク・ライフ・バランス

「仕事と生活の調和」と訳され，一人ひとりがやりがいや充実感をもちながら働き，仕事上の

責任を果たすとともに，家庭や地域生活などにおいて，子育て期，中高年期といった各段階に

応じて多様な生き方が選択・実現できること。
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【英字】

ＤＶ

ドメスティック・バイオレンスの略称。 配偶者や恋人など親密な関係にある，又はあった者か

ら振るわれる暴力のこと。その形態は身体的暴力（なぐる・蹴るといった行為）の他に，心理

的暴力（大声で怒鳴る，何を言っても無視するなどの行為），経済的暴力（生活費を渡さないな

ど経済力を奪う行為），性的暴力（性的行為を強要する，避妊に協力しないなどの行為），社会

的隔離暴力（交友関係やメールの内容などを監視する，外出を禁止するなどの社会的に隔離す

る行為）など広範にわたる。

ＩＣＴ

Information & Communication Technology の略。情報通信技術を表す言葉で，日本では

ＩＴが同義で使われているが，ＩＴにコミュニケーションを加えたＩＣＴの方が，国際的には

定着している。

ＬＧＢＴ

レズビアン（女性同性愛者），ゲイ（男性同性愛者），バイセクシュアル（両性愛者），トランス

ジェンダー（性同一性障害など心と体の性が一致しない人）などの人々の総称。

Ｍ字カーブ

日本の女性の労働力率を年齢階級別にグラフ化したとき，30 歳代を谷とし，20 歳代後半と

40 歳代後半が山になるアルファベットのＭのような形になることをいう。これは，結婚や出

産を機に労働市場から退出する女性が多く，子育てが一段落すると再び労働市場に参入すると

いう特徴があるためである。なお，国際的にみると，アメリカやスウェーデン等の欧米先進諸

国では，子育て期における就業率の低下はみられない。

ＳＤＧｓ

SUSTAINABLE DEVELOPMENT GOALS（持続可能な開発目標）の略称。「誰一人取り残

さない」を理念とし，健康・福祉，働きがい・経済成長，気候変動対策などの17のゴールと169

のターゲットが掲げられており，今後，社会・経済・環境上のさまざまな課題に世界各国の市

民・企業・行政が協働して取り組んでいくための，もっとも重要なキーワードであり，新たな

ものさしとなるもの。
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